
まとめ資料比較表〔技術的能力 1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等〕 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉（2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

実線・・設備運用又は体制等の相違（設計方針の相違） 

波線・・記載表現，設備名称の相違（実質的な相違なし） 

相違No. 相違理由

① 島根２号炉は，自動減圧機能有無に関わらず給電する構成

② 島根２号炉は，自主対策設備として原子炉建物内にも主蒸気逃がし安全弁用蓄電池を設置

③ 島根２号炉は，逃がし安全弁窒素ガス供給系によりすべての逃がし弁機能を動作可能とし重大事故等対処設備として整備

④ 島根２号炉は，逃がし安全弁窒素ガス供給設備による逃がし安全弁駆動源確保により駆動源を確保

⑤ 柏崎6/7，東海第二は，あらかじめ背圧対策を加味した圧力を設定しているが島根２号炉は設定値到達で圧力調整を実施する手順を整備

⑥ 島根２号炉は，自主対策設備の設備概要を記載

⑦ 島根２号炉は，配備するボンベ本数により７日間以上の減圧維持が可能であり十分な予備数も確保しているため，取替は重大事故等対処設備としない

⑧ 島根２号炉は，配備したボンベ本数により７日間以上の減圧維持が可能

⑨ 解析上想定する破断箇所の相違

⑩ 島根２号炉は，低圧系の運転台数の違いによる急速減圧基準を設けておらず，１系統以上確保した時点で急速減圧を実施することから不要と整理

⑪ 島根２号炉は，低圧炉心スプレイ系が設置されており設計基準拡張設備として整備

⑫ 島根２号炉は，「自動減圧起動阻止スイッチ」と「代替自動減圧起動阻止スイッチ」を分離した構成で設置

⑬ 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するために必要となる弁数の相違

⑭ 島根２号炉の燃料補給設備は，設置許可基準規則第57条にて記載する整理

⑮ 柏崎6/7は，自主対策設備として第二代替交流電源設備を設置

⑯ 想定する事象の相違

⑰ 島根２号炉は，圧力低信号によりボンベ出口弁が自動開

⑱ 島根２号炉は，ブローアウトパネルについて説明を記載

⑲ 島根２号炉は，47条の重大事故等対処設備として，低圧原子炉代替注水系（常設）を新規で設置したことから，復水輸送系を自主対策設備として整備

⑳ 島根２号炉は，東海第二の代替循環冷却系と同様な設備である残留熱代替除去系を50条の重大事故等対処設備，48条の自主対策設備と位置付けており，技術的能力1.7及び1.5にて手順を整備

㉑ 島根２号炉は，炉心損傷時における減圧後の注水に給水・復水系は選定していない

㉒ 島根２号炉は，島根１号炉と中央制御室を共用しているため，当直副長の指揮に基づき運転操作対応を実施

㉓ 島根２号炉は，現場での減圧状況確認を考慮

㉔ 島根２号炉は，操作者の１名を記載。柏崎6/7は，操作者及び確認者の２名を記載

㉕ 設備構成，対応する要員及び所要時間の相違

㉖ 島根２号炉は，緊急時対策要員にて作業を実施

㉗ 島根２号炉は，現場隔離操作等のアクセスを考慮し，原子炉棟内の環境緩和のために，S/P冷却モードから原子炉停止時冷却モードへの切替操作を実施

㉘
島根２号炉は，インターフェイスシステムＬＯＣＡと判断した場合，プラント運転継続不可を判断しスクラム操作を実施するとともに破断箇所の特定及び隔離を行うこととしている。また復水器が使用可
能である場合は冷却機能を維持し主蒸気隔離弁の閉操作はしない

㉙ 島根２号炉は，漏えいの抑制を優先して実施するためＳＧＴ起動は後段の放射線量抑制操作の中で実施

　比較表において，相違理由を類型化したものについて以下にまとめて記載する。下記以外の相違については，備考欄に相違理由を記載する。
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1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等 

＜ 目 次 ＞ 

1.3.1 対応手段と設備の選定 

(1) 対応手段と設備の選定の考え方 

(2) 対応手段と設備の選定の結果 

a. フロントライン系故障時の対応手段及び設備 

(a) 代替減圧 

(b) 重大事故等対処設備と自主対策設備 

b. サポート系故障時の対応手段及び設備 

(a) 常設直流電源系統喪失時の減圧 

(b) 逃がし安全弁の作動に必要な窒素ガス喪失時の減圧 

(c) 逃がし安全弁が作動可能な環境条件 

(d) 復旧 

(e) 重大事故等対処設備と自主対策設備 

c. 原子炉格納容器の破損を防止するための対応手段及び設

備 

(a) 炉心損傷時における高圧溶融物放出/格納容器雰囲直

接加熱の防止 

(b) 重大事故等対処設備と自主対策設備 

d. インターフェイスシステム LOCA 発生時の対応手段及び

設備 

(a) インターフェイスシステム LOCA 発生時の対応 

(b) 重大事故等対処設備と自主対策設備 

e. 手順等 

1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等 

＜ 目 次 ＞ 

1.3.1 対応手段と設備の選定 

(1) 対応手段と設備の選定の考え方 

(2) 対応手段と設備の選定の結果 

ａ．フロントライン系故障時の対応手段及び設備 

(a) 代替減圧 

(b) 重大事故等対処設備と自主対策設備 

ｂ．サポート系故障時の対応手段及び設備 

(a) 常設直流電源系統喪失時の減圧 

(b) 逃がし安全弁の作動に必要な窒素喪失時の減圧 

(c) 逃がし安全弁が作動可能な環境条件 

(d) 復旧 

(e) 重大事故等対処設備と自主対策設備 

ｃ．原子炉格納容器の破損を防止するための対応手段及び

設備 

(a) 炉心損傷時における高圧溶融物放出／格納容器雰囲

気直接加熱の防止 

(b) 重大事故等対処設備と自主対策設備 

ｄ．インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時の対応手段

及び設備 

(a) インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時の対応 

(b) 重大事故等対処設備と自主対策設備 

ｅ．手順等 
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(1) 対応手段と設備の選定の考え方 

(2) 対応手段と設備の選定の結果 

ａ．フロントライン系故障時の対応手段及び設備 

(a) 代替減圧 

(b) 重大事故等対処設備と自主対策設備 

ｂ．サポート系故障時の対応手段及び設備 

(a) 常設直流電源系統喪失時の減圧 

(b) 逃がし安全弁の作動に必要な窒素ガス喪失時の減圧 

(c) 逃がし安全弁が作動可能な環境条件 

(d) 復旧 

(e) 重大事故等対処設備と自主対策設備 

ｃ．原子炉格納容器破損を防止するための対応手段及び設

備 

(a) 炉心損傷時における高圧溶融物放出／格納容器雰囲

気直接加熱の防止 

(b) 重大事故等対処設備と自主対策設備 

ｄ．インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時の対応手段

及び設備 

(a) インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時の対応 

(b) 重大事故等対処設備と自主対策設備 

ｅ．手順等 

 

 

1.3.2 重大事故等時の手順 

1.3.2.1 フロントライン系故障時の対応手順 

(1) 代替減圧 

a. 手動操作による減圧 

(2) 重大事故等時の対応手段の選択 

1.3.2 重大事故等時の手順 

1.3.2.1 フロントライン系故障時の対応手順 

(1) 代替減圧 

ａ．手動操作による減圧 

(2) 重大事故等時の対応手段の選択 

1.3.2 重大事故等時の手順 

1.3.2.1 フロントライン系故障時の対応手順 

(1) 代替減圧 

ａ．手動操作による減圧 

(2) 重大事故等時の対応手段の選択 

 

1.3.2.2 サポート系故障時の対応手順 

(1) 常設直流電源系統喪失時の減圧 

a. 可搬型直流電源設備による逃がし安全弁（自動減圧機能

なし）開放 

b. 逃がし安全弁用可搬型蓄電池による逃がし安全弁（自動

減圧機能付き） 開放 

 

 

 

 

1.3.2.2 サポート系故障時の対応手順 

(1) 常設直流電源系統喪失時の減圧 

ａ．可搬型代替直流電源設備による逃がし安全弁（自動減

圧機能）開放 

ｂ．逃がし安全弁用可搬型蓄電池による逃がし安全弁（自

動減圧機能）開放 

 

 

 

 

1.3.2.2 サポート系故障時の対応手順 

(1) 常設直流電源系統喪失時の減圧 

ａ．可搬型直流電源設備による逃がし安全弁開放 

 

ｂ．主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室）による逃が

し安全弁開放 

 

 

ｃ．主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（原子炉建物）による逃

がし安全弁（自動減圧機能付き）開放 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，自動減

圧機能有無に関わらず給

電する構成（以下，①の

相違） 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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c. 代替逃がし安全弁駆動装置による逃がし安全弁（ 自動減

圧機能なし） 開放 

(2) 逃がし安全弁の作動に必要な窒素ガス喪失時の減圧 

a. 高圧窒素ガスボンベによる逃がし安全弁駆動源確保 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 復旧 

a. 代替直流電源設備による復旧 

b. 代替交流電源設備による復旧 

(4) 重大事故等時の対応手段の選択 

 

1.3.2.3 炉心損傷時における高圧溶融物放出/格納容器雰囲気直

 

 

 

 

 

 

 

(2) 逃がし安全弁の作動に必要な窒素喪失時の減圧 

ａ．非常用窒素供給系による逃がし安全弁（自動減圧機

能）駆動源確保 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ．可搬型窒素供給装置（小型）による逃がし安全弁（自

動減圧機能）駆動源確保 

ｃ．非常用逃がし安全弁駆動系による逃がし安全弁（逃が

し弁機能）開放 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 復旧 

ａ．代替直流電源設備による復旧 

ｂ．代替交流電源設備による復旧 

(4) 重大事故等時の対応手段の選択 

 

1.3.2.3 炉心損傷時における高圧溶融物放出／格納容器雰囲気

 

 

 

 

 

ｄ．逃がし安全弁窒素ガス代替供給設備による逃がし安全

弁（自動減圧機能なし）開放 

(2) 逃がし安全弁の作動に必要な窒素ガス喪失時の減圧 

ａ．逃がし安全弁窒素ガス供給設備による逃がし安全弁駆

動源確保 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 逃がし安全弁窒素ガス供給設備による背圧対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 復旧 

ａ．代替直流電源設備による復旧 

ｂ．代替交流電源設備による復旧 

(5) 重大事故等時の対応手段の選択 

 

1.3.2.3 炉心損傷時における高圧溶融物放出／格納容器雰囲気

島根２号炉は，自主

対策設備として原子炉

建物内にも主蒸気逃が

し安全弁用蓄電池を設

置（以下，②の相違） 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，逃が

し安全弁窒素ガス供給

系によりすべての逃が

し弁機能を動作可能と

し重大事故等対処設備

として整備（以下，③

の相違） 

・設備の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，逃がし

安全弁窒素ガス供給設備

による逃がし安全弁駆動

源確保により駆動源を確

保（以下，④の相違） 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

柏崎 6/7，東海第二

は，あらかじめ背圧対策

を加味した圧力を設定し

ているが，島根２号炉

は，設定値到達で圧力調

整を実施する手順を整備

（以下，⑤の相違） 
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接加熱を防止する手順 

1.3.2.4 インターフェイスシステム L OCA 発生時の対応手順 

(1) EOP「原子炉建屋制御」 

1.3.2.5 その他の手順項目について考慮する手順 

直接加熱を防止する手順 

1.3.2.4 インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時の対応手順 

(1) 非常時運転手順書Ⅱ（徴候ベース）「原子炉建屋制御」 

1.3.2.5 その他の手順項目について考慮する手順 

 

直接加熱を防止する手順 

1.3.2.4 インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時の対応手順 

(1) ＥＯＰ「二次格納施設制御」 

1.3.2.5 その他の手順項目について考慮する手順 

添付資料 1.3.1 審査基準， 基準規則と対処設備との対応表 

 

添付資料 1.3.2 対応手段として選定した設備の電源構成図 

 

 

 

添付資料 1.3.3 重大事故対策の成立性 

1.可搬型直流電源設備による逃がし安全弁（自

動減圧機能なし）開放 

 

 

 

 

 

 

2.逃がし安全弁用可搬型蓄電池による逃がし安

全弁（ 自動減圧機能付き） 開放 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.代替逃がし安全弁駆動装置による逃がし安全

弁（自動減圧機能なし）開放 

 

 

 

 

 

 

添付資料1.3.1 審査基準，基準規則と対処設備との対応表 

添付資料1.3.2 自主対策設備仕様 

添付資料1.3.3 対応手段として選定した設備の電源構成図 

 

 

 

添付資料1.3.4 重大事故対策の成立性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1．非常用窒素供給系による逃がし安全弁

（自動減圧機能）駆動源確保 

添付資料 1.3.1 審査基準，基準規則と対処設備との対応表 

添付資料 1.3.2 自主対策設備仕様 

添付資料 1.3.3 対応手段として選定した設備の電源構成図 

 

 

 

添付資料 1.3.4 重大事故対策の成立性 

1．可搬型直流電源設備による逃がし安全弁開

放 

 

 

 

 

 

 

2．主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室）

による逃がし安全弁開放 

 

 

 

 

 

 

3．主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（原子炉建

物）による逃がし安全弁（自動減圧機能付

き）開放 

4．逃がし安全弁窒素ガス代替供給設備による

逃がし安全弁（自動減圧機能なし）開放 

 

 

 

 

 

 

 

・記載表現の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，自主

対策設備の設備概要を記

載（以下，⑥の相違） 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

①の相違 

・設備の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，現場

作業を実施することか

ら成立性を記載 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

①の相違 

・設備の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，現場作

業を実施することから

成立性を記載 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

②の相違 

・設備の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，中央

制御室での遠隔操作と

しておらず，現場作業

にて対応 

・設備の相違 

【東海第二】 

1.3-4



   

 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉（2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.高圧窒素ガスボンベによる逃がし安全弁駆動

源確保 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.インターフェイスシステム LOCA 発生時の漏

えい停止操作（高圧炉心注水系の場合） 

 

 

 

 

添付資料 1.3.4 インターフェイスシステム LOCA 発生時の概要図 

 

添付資料 1.3.5 インターフェイスシステム LOCA 発生時の破断面

(1) 予備の高圧窒素ボンベへの交換 

 

 

 

 

 

 

 

2．可搬型窒素供給装置（小型）による逃が

し安全弁（自動減圧機能）駆動源確保 

(1) 系統構成 

(2) 可搬型窒素供給装置（小型）によ

る窒素確保 

3．非常用逃がし安全弁駆動系による逃がし

安全弁（逃がし弁機能）開放 

(1) 予備の高圧窒素ボンベへの交換 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4．インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生

時の漏えい停止操作（残留熱除去系の場

合） 

(1) インターフェイスシステムＬＯＣ

Ａ発生時の漏えい停止操作 

 

添付資料1.3.5 インターフェイスシステムＬＯＣＡ時の概要図 

 

添付資料1.3.6 インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時の破

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5．逃がし安全弁窒素ガス供給設備による逃が

し安全弁駆動源確保 

 

 

 

 

 

6．逃がし安全弁窒素ガス供給設備による背圧

対策 

 

7．インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時

の漏えい停止操作 

 

 

 

 

添付資料 1.3.5 インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時の概

要図 

添付資料 1.3.6 インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時の破

 島根２号炉は，配備

するボンベ本数により

７日間以上の減圧維持

が可能であり十分な予

備数も確保しているた

め，取替は重大事故等

対処設備としない（以

下，⑦の相違） 

・設備の相違 

【東海第二】 

④の相違 

 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，配備

したボンベ本数により

７日間以上の減圧維持

が可能（以下，⑧の相

違） 

・設備の相違 

【東海第二】 

 ⑦の相違 

島根２号炉は，ボン

ベ取替としておらず，

ボンベ切替にて対応す

る。 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 ⑤の相違 

 

・故障想定の相違 

【柏崎 6/7】 

解析上想定する破断

箇所の相違（以下，⑨

の相違） 
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積及び現場環境等について 

添付資料 1.3.6 インターフェイスシステム LOCA 発生時の検知手

段について 

添付資料 1.3.7 低圧代替注水系（常設）のポンプ１台又は代替

注水系１系注水準備完了にて発電用原子炉を急

速減圧する条件及び理由について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料 1.3.8 解釈一覧 

1.判断基準の解釈一覧 

2.操作手順の解釈一覧 

3.各号炉の弁番号及び弁名称一覧 

断面積及び現場環境等について 

添付資料1.3.7 インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時の検

知手段について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料1.3.8 発電用原子炉の減圧操作について 

 

 

 

 

添付資料1.3.9  逃がし安全弁の電源受電状態について 

 

 

 

 

添付資料1.3.10 現場操作での非常用逃がし安全弁駆動系による

逃がし安全弁（逃がし弁機能）開放について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料1.3.11 解釈一覧 

 

 

 

添付資料 1.3.12 手順のリンク先について 

断面積及び現場環境等について 

添付資料 1.3.7 インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時の検

知手段について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料1.3.8 発電用原子炉の減圧操作について 

 

 

 

   

添付資料 1.3.9 逃がし安全弁の電源受電状態について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料 1.3.10 解釈一覧 

1．判断基準の解釈一覧 

2．操作手順の解釈一覧 

3．弁番号及び弁名称一覧 

添付資料 1.3.11 手順のリンク先について 

 

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，低圧系

の運転台数の違いによる

急速減圧基準を設けてお

らず，１系統以上確保し

た時点で急速減圧を実施

することから不要と整理

（以下，⑩の相違） 

・記載表現の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，炉心

損傷前後の減圧操作に

ついて記載 

・記載表現の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，電源

受電状態を電源構成図

にて記載 

・設備の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，緊急

時対策要員による現場

作業にて対応する手順

を整備しており，添付

資料 1.3.4-5「逃がし安

全弁窒素ガス供給設備

による逃がし安全弁駆

動源確保」に作業の成

立性を記載 

・記載表現の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，解釈一

覧の見出し項目を記載 

・記載表現の相違 

【柏崎 6/7】 
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島根２号炉は，手順の

リンク先を記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.3-7



   

 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉（2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等 

【要求事項】 

発電用原子炉設置者において、原子炉冷却材圧力バウンダリ

が高圧の状態であって、設計基準事故対処設備が有する発電用

原子炉の減圧機能が喪失した場合においても炉心の著しい損傷

及び原子炉格納容器の破損を防止するため、原子炉冷却材圧力

バウンダリを減圧するために必要な手順等が適切に整備されて

いるか、又は整備される方針が適切に示されていること。 

【解釈】 

１ 「炉心の著しい損傷」を「防止するため、原子炉冷却材圧

力バウンダリを減圧するために必要な手順等」とは、以下に

掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行う

ための手順等をいう。 

（１）可搬型重大事故防止設備 

ａ）常設直流電源系統喪失時において、減圧用の弁（逃がし

安全弁（BWR の場合）又は、主蒸気逃がし弁及び加圧器逃

がし弁（PWR の場合））を作動させ原子炉冷却材圧力バウ

ンダリの減圧操作が行えるよう、手順等が整備されている

こと。 

ｂ）減圧用の弁が空気作動弁である場合、減圧用の弁を作動

させ原子炉冷却材圧力バウンダリの減圧操作が行えるよう

可搬型コンプレッサー又は窒素ボンベを整備すること。 

ｃ）減圧用の弁が作動可能な環境条件を明確にすること。 

（２）復旧 

ａ）常設直流電源喪失時においても、減圧用の弁を作動させ

原子炉冷却材圧力バウンダリの減圧操作が行えるよう、代

替電源による復旧手順等が整備されていること。 

（３）蒸気発生器伝熱管破損（SGTR） 

ａ）SGTR 発生時において、破損した蒸気発生器を隔離する

こと。隔離できない場合、加圧器逃がし弁を作動させるこ

と等により原子炉冷却材圧力バウンダリの減圧操作が行え

るよう、手順等が整備されていること。（PWR の場合） 

（４）インターフェイスシステム LOCA（ISLOCA） 

ａ）ISLOCA 発生時において、原子炉冷却材圧力バウンダリ

の損傷箇所を隔離すること。隔離できない場合、原子炉を

減圧し、原子炉冷却材の漏えいを抑制するために、逃がし

安全弁（BWR の場合）又は主蒸気逃がし弁及び加圧器逃が

し弁（PWR の場合）を作動させること等により原子炉冷却

材圧力バウンダリの減圧操作が行えるよう、手順等が整備

1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等 

【要求事項】 

発電用原子炉設置者において、原子炉冷却材圧力バウンダリ

が高圧の状態であって、設計基準事故対処設備が有する発電用

原子炉の減圧機能が喪失した場合においても炉心の著しい損傷

及び原子炉格納容器の破損を防止するため、原子炉冷却材圧力

バウンダリを減圧するために必要な手順等が適切に整備されて

いるか、又は整備される方針が適切に示されていること。 

【解釈】 

１ 「炉心の著しい損傷」を「防止するため、原子炉冷却材圧

力バウンダリを減圧するために必要な手順等」とは、以下に

掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行う

ための手順等をいう。 

（１）可搬型重大事故防止設備 

ａ）常設直流電源系統喪失時において、減圧用の弁（逃がし

安全弁（BWR の場合）又は、主蒸気逃がし弁及び加圧器逃

がし弁（PWR の場合））を作動させ原子炉冷却材圧力バウ

ンダリの減圧操作が行えるよう、手順等が整備されている

こと。 

ｂ）減圧用の弁が空気作動弁である場合、減圧用の弁を作動

させ原子炉冷却材圧力バウンダリの減圧操作が行えるよう

可搬型コンプレッサー又は窒素ボンベを整備すること。 

ｃ）減圧用の弁が作動可能な環境条件を明確にすること。 

（２）復旧 

ａ）常設直流電源喪失時においても、減圧用の弁を作動させ

原子炉冷却材圧力バウンダリの減圧操作が行えるよう、代

替電源による復旧手順等が整備されていること。 

（３）蒸気発生器伝熱管破損（SGTR） 

ａ）SGTR 発生時において、破損した蒸気発生器を隔離する

こと。隔離できない場合、加圧器逃がし弁を作動させるこ

と等により原子炉冷却材圧力バウンダリの減圧操作が行え

るよう、手順等が整備されていること。（PWR の場合） 

（４）インターフェイスシステム LOCA（ISLOCA） 

ａ）ISLOCA 発生時において、原子炉冷却材圧力バウンダリ

の損傷箇所を隔離すること。隔離できない場合、原子炉を

減圧し、原子炉冷却材の漏えいを抑制するために、逃がし

安全弁（BWR の場合）又は主蒸気逃がし弁及び加圧器逃が

し弁（PWR の場合）を作動させること等により原子炉冷却

材圧力バウンダリの減圧操作が行えるよう、手順等が整備

1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等 

【要求事項】 

発電用原子炉設置者において、原子炉冷却材圧力バウンダリ

が高圧の状態であって、設計基準事故対処設備が有する発電用

原子炉の減圧機能が喪失した場合においても炉心の著しい損傷

及び原子炉格納容器の破損を防止するため、原子炉冷却材圧力

バウンダリを減圧するために必要な手順等が適切に整備されて

いるか、又は整備される方針が適切に示されていること。 

【解釈】 

１ 「炉心の著しい損傷」を「防止するため、原子炉冷却材圧力

バウンダリを減圧するために必要な手順等」とは、以下に掲

げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うた

めの手順等をいう。 

（１）可搬型重大事故防止設備 

ａ）常設直流電源系統喪失時において、減圧用の弁（逃が

し安全弁（BWR の場合）又は、主蒸気逃がし弁及び加圧器

逃がし弁（PWR の場合））を作動させ原子炉冷却材圧力バ

ウンダリの減圧操作が行えるよう、手順等が整備されてい

ること。 

ｂ）減圧用の弁が空気作動弁である場合、減圧用の弁を作

動させ原子炉冷却材圧力バウンダリの減圧操作が行えるよ

う可搬型コンプレッサー又は窒素ボンベを整備すること。 

ｃ）減圧用の弁が作動可能な環境条件を明確にすること。 

（２）復旧 

ａ）常設直流電源喪失時においても、減圧用の弁を作動さ

せ原子炉冷却材圧力バウンダリの減圧操作が行えるよう、

代替電源による復旧手順等が整備されていること。 

（３）蒸気発生器伝熱管破損（SGTR） 

ａ）SGTR 発生時において、破損した蒸気発生器を隔離す

ること。隔離できない場合、加圧器逃がし弁を作動させる

こと等により原子炉冷却材圧力バウンダリの減圧操作が行

えるよう、手順等が整備されていること。（PWR の場合） 

（４）インターフェイスシステム LOCA（ISLOCA） 

ａ）ISLOCA 発生時において、原子炉冷却材圧力バウンダ

リの損傷箇所を隔離すること。隔離できない場合、原子炉

を減圧し、原子炉冷却材の漏えいを抑制するために、逃が

し安全弁（BWR の場合）又は主蒸気逃がし弁及び加圧器逃

がし弁（PWR の場合）を作動させること等により原子炉冷

却材圧力バウンダリの減圧操作が行えるよう、手順等が整
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されていること。 

 

されていること。 

 

備されていること。 

 

原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態において， 設計基

準事故対処設備が有する発電用原子炉の減圧機能は， 逃がし安

全弁（ 自動減圧機能付き） による自動減圧機能（ 以下「自動

減圧系」という。） である。 

この機能が喪失した場合においても炉心の著しい損傷及び原子

炉格納容器の破損を防止するため， 原子炉冷却材圧力バウンダ

リを減圧する対処設備を整備しており， ここでは， これらの対

処設備を活用した手順等について説明する。 

インターフェイスシステム LOCA 発生時は，原子炉冷却材圧力

バウンダリの損傷箇所を隔離することで原子炉冷却材の漏えいを

抑制する。なお，損傷箇所の隔離ができない場合は， 逃がし安

全弁による減圧で原子炉冷却材の漏えいを抑制することとしてお

り， これらの手順等について説明する。 

原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態において，設計基準

事故対処設備が有する発電用原子炉の減圧機能は，逃がし安全弁

（自動減圧機能）による自動減圧機能（以下「自動減圧系」とい

う。）である。 

この機能が喪失した場合においても炉心の著しい損傷及び原子

炉格納容器の破損を防止するため，原子炉冷却材圧力バウンダリ

を減圧する対処設備を整備する。ここでは，これらの対処設備を

活用した手順等について説明する。 

インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時は，原子炉冷却材圧

力バウンダリの損傷箇所を隔離することで原子炉冷却材の漏えい

を抑制する。なお，損傷箇所の隔離ができない場合は，逃がし安

全弁による減圧で原子炉冷却材の漏えいを抑制することとしてお

り，これらの手順等について説明する。 

 

原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態において，設計基準

事故対処設備が有する発電用原子炉の減圧機能は，逃がし安全弁

（自動減圧機能付き）による自動減圧機能（以下「自動減圧系」

という。）である。 

この機能が喪失した場合においても炉心の著しい損傷及び原子

炉格納容器の破損を防止するため，原子炉冷却材圧力バウンダリ

を減圧する対処設備を整備しており，ここでは，これらの対処設

備を活用した手順等について説明する。 

インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時は，原子炉冷却材圧

力バウンダリの損傷箇所を隔離することで原子炉冷却材の漏えい

を抑制する。なお，損傷箇所の隔離ができない場合は，逃がし安

全弁による減圧で原子炉冷却材の漏えいを抑制することとしてお

り，これらの手順等について説明する。 

 

1.3.1 対応手段と設備の選定 

(1) 対応手段と設備の選定の考え方 

炉心の著しい損傷を防止するため， 原子炉冷却材圧力バ

ウンダリが高圧の状態にある場合は， 発電用原子炉の減圧

が必要である。発電用原子炉の減圧をするための設計基準

事故対処設備として自動減圧系を設置している。 

この設計基準事故対処設備が故障した場合は， その機能

を代替するために， 設計基準事故対処設備が有する機能， 

相互関係を明確にした（ 以下「機能喪失原因対策分析」と

いう。） 上で， 想定する故障に対応できる対応手段及び

重大事故等対処設備を選定する（ 第 1.3.1 図） 。 

また， 高圧溶融物放出/格納容器雰囲気直接加熱による

原子炉格納容器の破損の防止及びインターフェイスシステ

ム L OCA の対応手段と重大事故等対処設備を選定する。 

重大事故等対処設備のほかに，柔軟な事故対応を行うた

めの対応手段及び自主対策設備※１を選定する。 

※1 自主対策設備： 技術基準上の全ての要求事項を満た

すことや全てのプラント状況にお

いて使用することは困難である

が，プラント状況によっては，事

故対応に有効な設備。 

選定した重大事故等対処設備により， 技術的能力審査基

1.3.1 対応手段と設備の選定 

(1) 対応手段と設備の選定の考え方 

炉心の著しい損傷を防止するため，原子炉冷却材圧力バ

ウンダリが高圧の状態にある場合は，発電用原子炉の減圧

が必要である。発電用原子炉の減圧をするための設計基準

事故対処設備として自動減圧系を設置している。 

この設計基準事故対処設備が故障した場合は，その機能

を代替するために，設計基準事故対処設備が有する機能，

相互関係を明確にした（以下「機能喪失原因対策分析」と

いう。）上で，想定する故障に対応できる対応手段及び重

大事故等対処設備を選定する（第1.3－1図）。 

また，高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱による

原子炉格納容器の破損の防止及びインターフェイスシステ

ムＬＯＣＡの対応手段と重大事故等対処設備を選定する。 

重大事故等対処設備のほかに，柔軟な事故対応を行うた

めの対応手段及び自主対策設備※１を選定する。 

※1 自主対策設備：技術基準上の全ての要求事項を満たす

ことや全てのプラント状況において使

用することは困難であるが，プラント

状況によっては，事故対応に有効な設

備。 

選定した重大事故等対処設備により，技術的能力審査基

1.3.1 対応手段と設備の選定 

(1) 対応手段と設備の選定の考え方 

炉心の著しい損傷を防止するため，原子炉冷却材圧力バ

ウンダリが高圧の状態にある場合は，発電用原子炉の減圧

が必要である。発電用原子炉の減圧をするための設計基準

事故対処設備として，自動減圧系を設置している。 

この設計基準事故対処設備が故障した場合は，その機能

を代替するために，設計基準事故対処設備が有する機能，

相互関係を明確にした（以下「機能喪失原因対策分析」と

いう。）上で，想定する故障に対応できる対応手段及び重

大事故等対処設備を選定する（第 1.3－1図）。 

また，高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱による

原子炉格納容器の破損の防止及びインターフェイスシステ

ムＬＯＣＡの対応手段と重大事故等対処設備を選定する。 

重大事故等対処設備のほかに，柔軟な事故対応を行うた

めの対応手段と自主対策設備※１を選定する。 

※１自主対策設備：技術基準上のすべての要求事項を満

たすことやすべてのプラント状況に

おいて使用することは困難である

が，プラント状況によっては，事故

対応に有効な設備。 

選定した重大事故等対処設備により，技術的能力審査基
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準（ 以下「審査基準」という。） だけでなく， 設置許可

基準規則第四十六条及び技術基準規則第六十一条（ 以下

「基準規則」という。） の要求機能を満足する設備が網羅

されていることを確認するとともに， 自主対策設備との関

係を明確にする。 

準（以下「審査基準」という。）だけでなく，設置許可基

準規則第四十六条及び技術基準規則第六十一条（以下「基

準規則」という。）の要求機能を満足する設備が網羅され

ていることを確認するとともに，自主対策設備との関係を

明確にする。 

準（以下「審査基準」という。）だけでなく，設置許可基

準規則第四十六条及び技術基準規則第六十一条（以下「基

準規則」という。）の要求機能を満足する設備が網羅され

ていることを確認するとともに，自主対策設備との関係を

明確にする。 

(2) 対応手段と設備の選定の結果 

機能喪失原因対策分析の結果，フロントライン系故障と

して， 自動減圧系の故障を想定する。また，サポート系故

障として， 全交流動力電源喪失又は直流電源（常設直流電

源若しくは常設直流電源系統）喪失を想定する。 

設計基準事故対処設備に要求される機能の喪失原因から

選定した対応手段及び審査基準， 基準規則からの要求によ

り選定した対応手段と， その対応に使用する重大事故等対

処設備及び自主対策設備を以下に示す。 

なお， 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備， 対

応に使用する重大事故等対処設備及び自主対策設備と整備

する手順についての関係を第 1.3.1 表に整理する。 

(2) 対応手段と設備の選定の結果 

機能喪失原因対策分析の結果，フロントライン系故障と

して，自動減圧系の故障を想定する。また，サポート系故

障として，全交流動力電源喪失又は直流電源（常設直流電

源若しくは常設直流電源系統）喪失を想定する。 

設計基準事故対処設備に要求される機能の喪失原因から

選定した対応手段及び審査基準，基準規則からの要求によ

り選定した対応手段と，その対応に使用する重大事故等対

処設備及び自主対策設備を以下に示す。 

なお，機能喪失を想定する設計基準事故対処設備，対応

に使用する重大事故等対処設備及び自主対策設備と整備す

る手順についての関係を第1.3－1表に整理する。 

 

(2) 対応手段と設備の選定の結果 

機能喪失原因対策分析の結果，フロントライン系故障と

して，自動減圧系の故障を想定する。また，サポート系故

障として，全交流動力電源喪失又は直流電源（常設直流電

源若しくは常設直流電源系統）喪失を想定する。 

設計基準事故対処設備に要求される機能の喪失原因から

選定した対応手段及び審査基準，基準規則からの要求によ

り選定した対応手段と，その対応に使用する重大事故等対

処設備及び自主対策設備を以下に示す。 

なお，機能喪失を想定する設計基準事故対処設備，対応

に使用する重大事故等対処設備及び自主対策設備と整備す

る手順についての関係を第 1.3－1表に整理する。 

 

a. フロントライン系故障時の対応手段及び設備 

(a) 代替減圧 

設計基準事故対処設備である自動減圧系の故障によ

り発電用原子炉の減圧ができない場合は， 減圧の自動

化又は中央制御室からの手動操作により発電用原子炉

を減圧する手段がある。 

ⅰ. 減圧の自動化 

原子炉水位低（レベル 1）到達 10 分後及び残留熱

除去系ポンプ運転（低圧注水モード）の場合に，代替

自動減圧機能により発電用原子炉を自動で減圧する。 

 

なお，「1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨

界にするための手順等」における EOP「反応度制御」

対応操作中は，発電用原子炉の自動減圧による原子炉

圧力容器への冷水注水量の増加に伴う原子炉出力の急

上昇を防止するため， 以下に記す「自動減圧系の起

動阻止スイッチ」により自動減圧系及び代替自動減圧

ロジック（代替自動減圧機能）による自動減圧を阻止

する。 

 

ａ．フロントライン系故障時の対応手段及び設備 

(a) 代替減圧 

設計基準事故対処設備である自動減圧系の故障によ

り発電用原子炉の減圧ができない場合は，減圧の自動

化又は中央制御室からの手動操作により発電用原子炉

を減圧する手段がある。 

ⅰ) 減圧の自動化 

原子炉水位異常低下（レベル１）到達10分後及び

残留熱除去系（低圧注水系）ポンプ又は低圧炉心ス

プレイ系ポンプが運転の場合に，過渡時自動減圧機

能により発電用原子炉を自動で減圧する。 

なお，「1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を

未臨界にするための手順等」における非常時運転手

順書Ⅱ（徴候ベース）原子炉制御「反応度制御」対

応操作中は，発電用原子炉の自動減圧による原子炉

圧力容器への冷水注水量の増加に伴う原子炉出力の

急上昇を防止するため，以下に記す「自動減圧系の

起動阻止スイッチ」により自動減圧系及び過渡時自

動減圧機能による自動減圧を阻止する。 

 

ａ．フロントライン系故障時の対応手段及び設備 

(a) 代替減圧 

設計基準事故対処設備である自動減圧系の故障によ

り発電用原子炉の減圧ができない場合は，減圧の自動

化又は中央制御室からの手動操作により発電用原子炉

を減圧する手段がある。 

ⅰ 減圧の自動化 

原子炉水位低（レベル１）到達 10 分後及び低圧

炉心スプレイポンプ又は残留熱除去ポンプ運転（低

圧注水モード）の場合に，代替自動減圧機能により

発電用原子炉を自動で減圧する。 

なお，「1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未

臨界にするための手順等」におけるＥＯＰ「反応度

制御」対応操作中は，発電用原子炉の自動減圧によ

る原子炉圧力容器への冷水注水量の増加に伴う原子

炉出力の急上昇を防止するため，以下に記す「自動

減圧起動阻止スイッチ」及び「代替自動減圧起動阻

止スイッチ」により自動減圧系及び代替自動減圧ロ

ジック（代替自動減圧機能）による自動減圧を阻止

する。 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，低圧炉

心スプレイ系が設置され

ており設計基準拡張設備

として整備（以下，⑪の

相違） 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，「自動

減圧起動阻止スイッチ」
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代替自動減圧機能による減圧の自動化で使用する設

備は以下のとおり。 

・代替自動減圧ロジック（代替自動減圧機能） 

・自動減圧系の起動阻止スイッチ 

 

 

 

・逃がし安全弁（自動減圧機能付き C,H,N,T の 4 

個） 

・主蒸気系配管・クエンチャ 

 

 

 

・自動減圧機能用アキュムレータ 

・非常用交流電源設備 

過渡時自動減圧機能による減圧の自動化で使用す

る設備は以下のとおり。 

・過渡時自動減圧機能 

・自動減圧系の起動阻止スイッチ 

 

 

 

・逃がし安全弁（自動減圧機能※２：Ｂ，Ｃの2

個） 

・主蒸気系配管・クエンチャ 

 

 

 

・自動減圧機能用アキュムレータ 

・非常用交流電源設備 

 

・燃料給油設備 

 

 

 

 

 

※2：18個の逃がし安全弁は全て逃がし弁機能を有

している。そのうち7個が自動減圧機能を有し

ている。 

代替自動減圧機能による減圧の自動化で使用する

設備は以下のとおり。 

・代替自動減圧ロジック（代替自動減圧機能） 

・自動減圧起動阻止スイッチ 

・代替自動減圧起動阻止スイッチ 

 

 

・逃がし安全弁（自動減圧機能付き※２Ｂ,Ｍ弁の２

個） 

・主蒸気系 配管・クエンチャ 

 

 

 

・逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータ 

・非常用交流電源設備 

 

 

 

 

 

 

 

※２：12 個の逃がし安全弁は全て逃がし弁機能を

有している。そのうち６個が自動減圧機能

を有している。 

と「代替自動減圧起動阻

止スイッチ」を分離した

構成で設置（以下，⑫の

相違） 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

⑫の相違 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

原子炉冷却材圧力バウ

ンダリを減圧するために

必要となる弁数の相違

（以下，⑬の相違） 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

③の相違 

・記載表現の相違 

【東海第二】 

島根２号炉の燃料補給

設備は，設置許可基準規

則第 57 条にて記載する

整理（以下，⑭の相違） 

・設備の相違 

【東海第二】 

⑬の相違 

ⅱ. 手動操作による減圧 

中央制御室からの手動操作により逃がし弁機能用電

磁弁又は自動減圧機能用電磁弁を作動させ，アキュム

レータに蓄圧された窒素ガスを逃がし安全弁に供給す

ることにより逃がし安全弁を開放し，発電用原子炉を

減圧する。また，主蒸気隔離弁が全開状態であり， 

かつ常用電源が健全で， 復水器の真空状態が維持で

きていれば， 中央制御室からの手動操作によりター

ビンバイパス弁を開操作し，発電用原子炉を減圧す

る。 

逃がし安全弁の手動操作による減圧で使用する設備

は以下のとおり。 

・逃がし安全弁 

 

ⅱ) 手動操作による減圧 

中央制御室からの手動操作により逃がし弁機能用

電磁弁又は自動減圧機能用電磁弁を作動させ，アキ

ュムレータに蓄圧された窒素を逃がし安全弁に供給

することにより逃がし安全弁を開放し，発電用原子

炉を減圧する。また，主蒸気隔離弁が全開状態であ

り，かつ常用電源が健全で，主復水器の真空状態が

維持できていれば，中央制御室からの手動操作によ

りタービン・バイパス弁を開操作し，発電用原子炉

を減圧する。 

逃がし安全弁の手動操作による減圧で使用する設

備は以下のとおり。 

・逃がし安全弁（逃がし弁機能） 

・逃がし安全弁（自動減圧機能） 

ⅱ 手動操作による減圧 

中央制御室からの手動操作により逃がし弁機能用

電磁弁を作動させ，アキュムレータに蓄圧された窒

素ガスを逃がし安全弁に供給することにより逃がし

安全弁を開放し，発電用原子炉を減圧する。また，

主蒸気隔離弁が全開状態であり，かつ常用電源が健

全で，主復水器の真空状態が維持できていれば，中

央制御室からの手動操作によりタービンバイパス弁

を開操作し，発電用原子炉を減圧する。 

 

逃がし安全弁の手動操作による減圧で使用する設

備は以下のとおり。 

・逃がし安全弁 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，当該電

磁弁を作動させた場合，

全弁同時開となるため逃

がし安全弁機能により順

次手動開放する 

 

 

 

 

・設備の相違 
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・主蒸気系配管・クエンチャ 

・逃がし弁機能用アキュムレータ 

・自動減圧機能用アキュムレータ 

・所内蓄電式直流電源設備 

 

・可搬型直流電源設備 

 

 

 

 

 

 

また， 上記所内蓄電式直流電源設備への継続的な

給電で使用する設備は以下のとおり。 

・常設代替交流電源設備 

・第二代替交流電源設備 

・可搬型代替交流電源設備 

 

 

 

 

 

 

 

タービンバイパス弁の手動操作による減圧で使用す

る設備は以下のとおり。 

・タービンバイパス弁 

・タービン制御系 

・主蒸気系配管・クエンチャ 

・逃がし弁機能用アキュムレータ 

・自動減圧機能用アキュムレータ 

・所内常設直流電源設備 

・常設代替直流電源設備 

・可搬型代替直流電源設備 

・代替所内電気設備 

 

 

・燃料給油設備 

 

 

また，上記所内常設直流電源設備への継続的な給

電を使用する設備は以下のとおり。 

・常設代替交流電源設備 

 

・可搬型代替交流電源設備 

 

 

 

 

・燃料給油設備 

 

 

タービン・バイパス弁の手動操作による減圧で使

用する設備は以下のとおり。 

・タービン・バイパス弁 

・タービン制御系 

・主蒸気系 配管・クエンチャ 

・逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータ 

 

・所内常設蓄電式直流電源設備 

・常設代替直流電源設備 

・可搬型直流電源設備 

 

 

 

 

 

 

また，上記所内常設蓄電式直流電源設備への継続

的な給電で使用する設備は以下のとおり。 

・常設代替交流電源設備 

 

・可搬型代替交流電源設備 

 

 

 

 

 

 

 

タービンバイパス弁の手動操作による減圧で使用

する設備は以下のとおり。 

・タービンバイパス弁 

・タービン制御系 

【東海第二】 

①，③の相違 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

③の相違 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

 電源構成及び給電対

象負荷の相違 

・記載表現の相違 

【東海第二】 

⑭の相違 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

柏崎 6/7 は，自主対策

設備として第二代替交流

電源設備を設置（以下，

⑮の相違） 

・記載表現の相違 

【東海第二】 

⑭の相違 

(b) 重大事故等対処設備と自主対策設備 

代替減圧で使用する設備のうち，代替自動減圧ロジッ

ク（代替自動減圧機能），逃がし安全弁，主蒸気系配

管・クエンチャ，自動減圧機能用アキュムレータ，逃が

し弁機能用アキュムレータ，自動減圧系の起動阻止スイ

ッチ，所内蓄電式直流電源設備，可搬型直流電源設備，

常設代替交流電源設備及び可搬型代替交流電源設備は重

大事故等対処設備として位置付ける。 

 

 

 

(b) 重大事故等対処設備と自主対策設備  

代替減圧で使用する設備のうち，過渡時自動減圧機

能，自動減圧系の起動阻止スイッチ，逃がし安全弁

（自動減圧機能），主蒸気系配管・クエンチャ，自動

減圧機能用アキュムレータ，非常用交流電源設備，所

内常設直流電源設備，可搬型代替交流電源設備，常設

代替直流電源設備，可搬型代替直流電源設備，代替所

内電気設備，常設代替交流電源設備及び燃料給油設備

は重大事故等対処設備として位置付ける。 

 

 

(b) 重大事故等対処設備と自主対策設備 

代替減圧で使用する設備のうち，代替自動減圧ロジ

ック（代替自動減圧機能），逃がし安全弁，主蒸気系 

配管・クエンチャ，逃がし安全弁逃がし弁機能用アキ

ュムレータ，自動減圧起動阻止スイッチ，代替自動減

圧起動阻止スイッチ，所内常設蓄電式直流電源設備，

常設代替直流電源設備，可搬型直流電源設備，常設代

替交流電源設備及び可搬型代替交流電源設備は，重大

事故等対処設備として位置付ける。 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

①，③，⑫の相違 

・設備の相違 

【東海第二】 

 電源構成及び給電対

象負荷の相違 

・記載表現の相違 
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また，非常用交流電源設備は重大事故等対処設備（設

計基準拡張）として位置付ける。 

これらの機能喪失原因対策分析の結果により選定した

設備は，審査基準及び基準規則に要求される設備が全て

網羅されている。 

（添付資料 1.3.1） 

以上の重大事故等対処設備により，設計基準事故対処

設備である自動減圧系が故障した場合においても， 発

電用原子炉を減圧することができる。 

また，以下の設備はプラント状況によっては事故対応

に有効な設備であるため,自主対策設備として位置付け

る。あわせて， その理由を示す。 

・第二代替交流電源設備 

耐震性は確保されていないが， 常設代替交流電

源設備と同等の機能を有することから， 健全性が

確認できた場合において， 重大事故等の対処に必

要な電源を確保するための手段として有効である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・タービンバイパス弁， タービン制御系 

炉心損傷前において，主蒸気隔離弁が全開状態で

あり，かつ常用電源が健全で， 復水器の真空状態

が維持できていれば， 逃がし安全弁の代替手段と

して有効である。 

 

 

 

 

 

これらの機能喪失原因対策分析の結果により選定し

た設備は，審査基準及び基準規則に要求される設備が

全て網羅されている。 

（添付資料1.3.1） 

以上の重大事故等対処設備により，設計基準事故対

処設備である自動減圧系が故障した場合においても，

発電用原子炉を減圧することができる。 

また，以下の設備はプラント状況によっては事故対

応に有効な設備であるため，自主対策設備として位置

付ける。あわせて，その理由を示す。 

 

 

 

 

 

・逃がし弁機能用アキュムレータ 

逃がし安全弁（逃がし弁機能）の作動に使用す

る逃がし弁機能用アキュムレータは，耐震Ｓクラ

スではなくＳＳ機能維持を担保できないが，窒素

供給系が機能喪失した場合で逃がし弁機能用アキ

ュムレータ（容量：1回）に駆動源が確保されて

いる場合は，逃がし安全弁（逃がし弁機能）によ

り発電用原子炉を減圧することができるため，逃

がし安全弁（自動減圧機能）の代替減圧手段とし

て有効である。 

・タービン・バイパス弁，タービン制御系 

炉心損傷前において，主蒸気隔離弁が全開状態

であり，かつ常用電源が健全で，主復水器の真空

状態が維持できていれば，逃がし安全弁の代替手

段として有効である。 

（添付資料 1.3.2） 

 

 

 

 

 

 

また，非常用交流電源設備は重大事故等対処設備

（設計基準拡張）として位置付ける。 

これらの機能喪失原因対策分析の結果により選定し

た設備は，審査基準及び基準規則に要求される設備が

すべて網羅されている。 

（添付資料 1.3.1） 

以上の重大事故等対処設備により，設計基準事故対

処設備である自動減圧系が故障した場合においても，

発電用原子炉を減圧することができる。 

また，以下の設備はプラント状況によっては事故対

応に有効な設備であるため，自主対策設備として位置

付ける。あわせて，その理由を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・タービンバイパス弁，タービン制御系 

炉心損傷前において，主蒸気隔離弁が全開状態で

あり，かつ常用電源が健全で，主復水器の真空状態

が維持できていれば，逃がし安全弁の代替手段とし

て有効である。 

【東海第二】 

⑭の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

⑮の相違 

 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

③の相違 
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b. サポート系故障時の対応手段及び設備 

(a) 常設直流電源系統喪失時の減圧 

常設直流電源系統喪失により逃がし安全弁の作動に

必要な直流電源が喪失し， 発電用原子炉の減圧ができ

ない場合は，可搬型直流電源設備又は逃がし安全弁用

可搬型蓄電池により逃がし安全弁の機能を回復させて

発電用原子炉を減圧する手段がある。 

 

 

 

 

また， 逃がし安全弁の作動に必要な直流電源が確保

できない場合においても，代替逃がし安全弁駆動装置

により逃がし安全弁を作動させて発電用原子炉を減圧

する手段がある。 

ⅰ . 可搬型直流電源設備による逃がし安全弁機能回復 

 

可搬型直流電源設備により逃がし安全弁（自動減

圧機能なし）の作動に必要な直流電源を確保し，逃

がし安全弁（自動減圧機能なし）の機能を回復させ

て発電用原子炉を減圧する。なお，可搬型直流電源

設備による直流電源の供給準備が整うまでの期間

は， 常設代替直流電源設備にて逃がし安全弁（自

動減圧機能なし）の作動に必要な直流電源を確保

し，逃がし安全弁（自動減圧機能なし）の機能を回

復させて発電用原子炉を減圧する。 

可搬型直流電源設備による逃がし安全弁機能回復

で使用する設備は以下のとおり。 

・可搬型直流電源設備 

・AM 用切替装置（SRV） 

・常設代替直流電源設備 

・逃がし安全弁（自動減圧機能なし） 

・主蒸気系配管・クエンチャ 

・逃がし弁機能用アキュムレータ 

ｂ．サポート系故障時の対応手段及び設備 

(a) 常設直流電源系統喪失時の減圧 

常設直流電源系統喪失により逃がし安全弁の作動に

必要な直流電源が喪失し，発電用原子炉の減圧ができ

ない場合は，可搬型代替直流電源設備又は逃がし安全

弁用可搬型蓄電池により逃がし安全弁（自動減圧機

能）の機能を回復させて発電用原子炉を減圧する手段

がある。 

 

 

 

 

 

 

 

ⅰ) 可搬型代替直流電源設備による逃がし安全弁機能

回復 

可搬型代替直流電源設備により逃がし安全弁（自

動減圧機能）の作動に必要な直流電源を確保し，逃

がし安全弁（自動減圧機能）の機能を回復させて発

電用原子炉を減圧する。なお，可搬型代替直流電源

設備による直流電源の供給準備が整うまでの期間

は，常設代替直流電源設備にて逃がし安全弁（自動

減圧機能）の作動に必要な直流電源を確保し，逃が

し安全弁（自動減圧機能）の機能を回復させて発電

用原子炉を減圧する。 

可搬型代替直流電源設備による逃がし安全弁機能

回復で使用する設備は以下のとおり。 

・可搬型代替直流電源設備 

・代替所内電気設備 

・常設代替直流電源設備 

・逃がし安全弁（自動減圧機能） 

・主蒸気系配管・クエンチャ 

・自動減圧機能用アキュムレータ 

 

 

・燃料給油設備 

 

ｂ．サポート系故障時の対応手段及び設備 

(a) 常設直流電源系統喪失時の減圧 

常設直流電源系統喪失により逃がし安全弁の作動に

必要な直流電源が喪失し，発電用原子炉の減圧ができ

ない場合は，可搬型直流電源設備，主蒸気逃がし安全

弁用蓄電池（補助盤室）又は主蒸気逃がし安全弁用蓄

電池（原子炉建物）により逃がし安全弁の機能を回復

させて発電用原子炉を減圧する手段がある。 

 

 

 

また，逃がし安全弁の作動に必要な直流電源が確保

できない場合においても，逃がし安全弁窒素ガス代替

供給設備により逃がし安全弁を作動させ発電用原子炉

を減圧する手段がある。 

ⅰ 可搬型直流電源設備による逃がし安全弁機能回復 

 

可搬型直流電源設備により逃がし安全弁の作動に

必要な直流電源を確保し，逃がし安全弁の機能を回

復させて発電用原子炉を減圧する。なお，可搬型直

流電源設備による直流電源の供給準備が整うまでの

期間は，常設代替直流電源設備にて逃がし安全弁の

作動に必要な直流電源を確保し，逃がし安全弁の機

能を回復させて発電用原子炉を減圧する。 

 

 

可搬型直流電源設備による逃がし安全弁機能回復

で使用する設備は以下のとおり。 

・可搬型直流電源設備 

・SRV用電源切替盤 

・常設代替直流電源設備 

・逃がし安全弁 

・主蒸気系 配管・クエンチャ 

・逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータ 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

①の相違 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

②の相違 

・故障想定の相違 

【東海第二】 

想定する事象の相違

（以下，⑯の相違） 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

①の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

③の相違 

・記載表現の相違 

【東海第二】 

⑭の相違 
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ⅱ . 逃がし安全弁用可搬型蓄電池による逃がし安全弁

機能回復 

逃がし安全弁（自動減圧機能付き）の作動回路に

逃がし安全弁用可搬型蓄電池を接続し，逃がし安全

弁（自動減圧機能付き）の機能を回復させて発電用

原子炉を減圧する。 

逃がし安全弁用可搬型蓄電池による逃がし安全弁

機能回復で使用する設備は以下のとおり。 

 

・逃がし安全弁用可搬型蓄電池 

・逃がし安全弁（ 自動減圧機能付き） 

・主蒸気系配管・クエンチャ 

 

・自動減圧機能用アキュムレータ 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ) 逃がし安全弁用可搬型蓄電池による逃がし安全弁

機能回復 

逃がし安全弁（自動減圧機能）の作動回路に逃が

し安全弁用可搬型蓄電池を接続し，逃がし安全弁

（自動減圧機能）の機能を回復させて発電用原子炉

を減圧する。 

逃がし安全弁用可搬型蓄電池による逃がし安全弁

機能回復で使用する設備は以下のとおり。 

 

・逃がし安全弁用可搬型蓄電池 

・逃がし安全弁（自動減圧機能） 

・主蒸気系配管・クエンチャ 

 

・自動減圧機能用アキュムレータ 

 

 

 

ⅱ 主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室）による

逃がし安全弁機能回復 

逃がし安全弁の作動回路に，主蒸気逃がし安全弁

用蓄電池（補助盤室）を接続し，逃がし安全弁の機

能を回復させて発電用原子炉を減圧する。 

 

主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室）による

逃がし安全弁機能回復で使用する設備は以下のとお

り。 

・主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室） 

・逃がし安全弁 

・主蒸気系 配管・クエンチャ 

 

・逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータ 

 

 

ⅲ 主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（原子炉建物）によ

る逃がし安全弁機能回復 

逃がし安全弁の作動回路に主蒸気逃がし安全弁用

蓄電池（原子炉建物）を原子炉棟にて接続し，逃が

し安全弁（自動減圧機能付き）の機能を回復させて

発電用原子炉を減圧する。 

主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（原子炉建物）によ

る減圧で使用する設備は以下のとおり。 

・主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（原子炉建物） 

・逃がし安全弁（自動減圧機能付きＢ，Ｍの２

弁） 

・主蒸気系 配管・クエンチャ 

・逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータ 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

①の相違 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

①の相違 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

③の相違 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 ②の相違 

 

ⅲ . 代替逃がし安全弁駆動装置による減圧 

 

 

代替逃がし安全弁駆動装置により逃がし安全弁

（自動減圧機能なし）の電磁弁排気ポートへ窒素ガ

スを供給し，逃がし安全弁（自動減圧機能なし）を

開放して発電用原子炉を減圧する。 

 

 

 

ⅲ) 非常用逃がし安全弁駆動系による原子炉減圧 

逃がし安全弁の作動に必要なアキュムレータ（逃

がし弁機能用及び自動減圧機能用）の供給圧力が喪

失した場合は，非常用逃がし安全弁駆動系により逃

がし安全弁（逃がし弁機能）の電磁弁排気ポートへ

窒素を供給し，逃がし安全弁（逃がし弁機能）を開

放して発電用原子炉を減圧する。また，非常用逃が

し安全弁駆動系による逃がし安全弁（逃がし弁機

能）の作動に伴い窒素の圧力が低下した場合は，予

備の非常用逃がし安全弁駆動系高圧窒素ボンベに切

ⅳ 逃がし安全弁窒素ガス代替供給設備による減圧 

 

 

逃がし安全弁窒素ガス代替供給設備により逃がし

安全弁（自動減圧機能なし）の電磁弁排気ポートへ

窒素ガスを供給し，逃がし安全弁（自動減圧機能な

し）を開放して発電用原子炉を減圧する。 

 

 

 

 

・故障想定の相違 

【東海第二】 

 ⑯の相違 

 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

⑧の相違 
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代替逃がし安全弁駆動装置による減圧で使用する

設備は以下のとおり。 

・高圧窒素ガス供給系（代替逃がし安全弁駆動装

置） 

・逃がし安全弁（自動減圧機能なし D,E,K,U の 4

個） 

・主蒸気系配管・クエンチャ 

り替えることで窒素を確保し，発電用原子炉を減圧

する。 

非常用逃がし安全弁駆動系による減圧で使用する

設備は以下のとおり。 

・非常用逃がし安全弁駆動系高圧窒素ボンベ 

 

・逃がし安全弁（逃がし弁機能※３：Ａ，Ｇ，Ｓ，

Ｖの4個） 

 

・主蒸気系配管・クエンチャ 

・非常用逃がし安全弁駆動系配管・弁 

 

 

・常設代替直流電源設備 

・可搬型代替直流電源設備 

・燃料給油設備 

 

 

 

 

※3：18 個の逃がし安全弁は全て逃がし弁機能を有し

ている。そのうち自動減圧機能を有していない 4

個の逃がし安全弁を非常用逃がし安全弁駆動系に

用いる。 

 

 

逃がし安全弁窒素ガス代替供給設備による減圧に

使用する設備は以下のとおり。 

・逃がし安全弁窒素ガス代替供給設備 

 

・逃がし安全弁（自動減圧機能なし※３Ａ，Ｊの２

個） 

 

・主蒸気系 配管・クエンチャ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※３：12 個の逃がし安全弁は全て逃がし弁機能を

有している。そのうち自動減圧機能を有し

ていない２個の逃がし安全弁を逃がし安全

弁窒素ガス代替供給設備に用いる。 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

⑬の相違 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

 配管構成の相違 

・設備の相違 

【東海第二】 

島根２号炉の逃がし

安全弁窒素ガス代替供

給設備による減圧にお

いて，逃がし安全弁開

放に電源は不要 

・設備の相違 

【東海第二】 

⑬の相違 

(b) 逃がし安全弁の作動に必要な窒素ガス喪失時の減圧 

逃がし安全弁の作動に必要な逃がし弁機能用アキュ

ムレータ及び自動減圧機能用アキュムレータの供給圧

力が喪失した場合は， 高圧窒素ガス供給系により逃が

し安全弁の駆動源を確保し，逃がし安全弁の機能を回

復させて発電用原子炉を減圧する手段がある。 

(b) 逃がし安全弁の作動に必要な窒素喪失時の減圧 

逃がし安全弁の作動に必要な逃がし弁機能用アキ 

ュムレータ及び自動減圧機能用アキュムレータの供

給圧力が喪失した場合は，非常用窒素供給系により

逃がし安全弁（自動減圧機能）の駆動源を確保し，

逃がし安全弁（自動減圧機能）の機能を回復させて

発電用原子炉を減圧する手段がある。 

(b) 逃がし安全弁の作動に必要な窒素ガス喪失時の減圧 

逃がし安全弁の作動に必要な逃がし安全弁逃がし弁

機能用アキュムレータ及び逃がし安全弁自動減圧機能

用アキュムレータの供給圧力が喪失した場合は，逃が

し安全弁窒素ガス供給設備により逃がし安全弁の駆動

源を確保し，逃がし安全弁の機能を回復させて発電用

原子炉を減圧する手段がある。 

 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

③の相違 

ⅰ . 高圧窒素ガス供給系による窒素ガス確保 

 

逃がし安全弁の作動に必要な窒素ガスの供給源を

不活性ガス系から高圧窒素ガス供給系に切り替える

ことで窒素ガスを確保し，発電用原子炉を減圧す

る。また， 逃がし安全弁の駆動源を高圧窒素ガス

供給系から供給している期間において，逃がし安全

弁の作動に伴い窒素ガスの圧力が低下した場合は，

ⅰ) 非常用窒素供給系による窒素確保 

 

逃がし安全弁（自動減圧機能）の作動に必要な窒

素の供給源が窒素供給系から非常用窒素供給系に切

り替わることで窒素を確保し，発電用原子炉を減圧

する。また，逃がし安全弁（自動減圧機能）の駆動

源を非常用窒素供給系高圧窒素ボンベから供給して

いる期間において， 逃がし安全弁（自動減圧機

ⅰ 逃がし安全弁窒素ガス供給設備による窒素ガス確  

保 

逃がし安全弁の作動に必要な窒素ガスの供給源が

窒素ガス制御系から逃がし安全弁窒素ガス供給設備

に自動で切り替わることで窒素ガスが確保され，発

電用原子炉を減圧できる。また，逃がし安全弁の駆

動源が逃がし安全弁窒素ガス供給設備から供給され

ている期間において，逃がし安全弁の作動に伴い窒

 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

③の相違 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，圧力低
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予備の高圧窒素ガスボンベに切り替えることで窒素

ガスを確保し，発電用原子炉を減圧する。 

 

 

 

 

高圧窒素ガス供給系による窒素ガス確保で使用す

る設備は以下のとおり。 

・高圧窒素ガスボンベ 

 

 

 

 

・高圧窒素ガス供給系配管・弁 

 

 

 

・自動減圧機能用アキュムレータ 

・逃がし弁機能用アキュムレータ 

能）の作動に伴い窒素の圧力が低下した場合は，予

備の非常用窒素供給系高圧窒素ボンベに切り替える

ことで窒素を確保し，発電用原子炉を減圧する。 

 

 

 

非常用窒素供給系による窒素確保で使用する設備

は以下のとおり。 

・非常用窒素供給系高圧窒素ボンベ 

・逃がし安全弁（自動減圧機能） 

 

 

・主蒸気系配管・クエンチャ 

・非常用窒素供給系配管・弁 

 

 

 

・自動減圧機能用アキュムレータ 

 

 

 

・所内常設直流電源設備 

・可搬型代替交流電源設備 

・常設代替直流電源設備 

・可搬型代替直流電源設備 

・代替所内電気設備 

・燃料給油設備 

素ガスの圧力が低下した場合は，待機側の逃がし安

全弁用窒素ガスボンベに切り替えることで窒素ガス

を確保し，発電用原子炉を減圧する。 

 

 

 

逃がし安全弁窒素ガス供給設備による窒素ガス確

保で使用する設備は以下のとおり。 

・逃がし安全弁用窒素ガスボンベ 

 

 

 

 

・逃がし安全弁窒素ガス供給系 配管・弁 

 

 

 

 

・逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータ 

 

・常設代替交流電源設備 

・所内常設蓄電式直流電源設備 

・可搬型代替交流電源設備 

・常設代替直流電源設備 

・可搬型直流電源設備 

 

信号によりボンベ出口弁

が自動開（以下，⑰の相

違） 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

⑦の相違 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

③の相違 

・記載表現の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，窒素ガ

ス喪失時に供給するため

の設備を記載 

・設備の相違 

【東海第二】 

③の相違 

・設備の相違 

【東海第二】 

電源構成及び給電対象

負荷の相違 

 

 

・記載表現の相違 

【東海第二】 

⑭の相違 

 ⅱ) 可搬型窒素供給装置（小型）による窒素確保 

逃がし安全弁（自動減圧機能）の駆動源を非常用

窒素供給系からの供給している期間中において，逃

がし安全弁（自動減圧機能）の作動に伴い窒素の圧

力が低下した場合は，可搬型窒素供給装置（小型）

により窒素を確保し，発電用原子炉を減圧する。 

可搬型窒素供給装置（小型）による窒素確保で使

用する設備は以下のとおり。 

・可搬型窒素供給装置（小型） 

・逃がし安全弁（自動減圧機能） 

 ・設備の相違 

【東海第二】 

④の相違 
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・主蒸気系配管・クエンチャ 

・非常用窒素供給系配管・弁 

・自動減圧機能用アキュムレータ 

・所内常設直流電源設備 

・可搬型代替交流電源設備 

・常設代替直流電源設備 

・可搬型代替直流電源設備 

・代替所内電気設備 

・燃料給油設備 

(c) 逃がし安全弁が作動可能な環境条件 

想定される重大事故等時の環境条件においても確実

に逃がし安全弁を作動させることができるように， 逃

がし安全弁の作動に必要な圧力の窒素ガスを供給可能

な設計としている。 

(c) 逃がし安全弁が作動可能な環境条件 

想定される重大事故等時の環境条件においても確実

に逃がし安全弁を作動させることができるように，逃

がし安全弁の作動に必要な圧力の窒素を供給可能な設

計としている。 

 

(c) 逃がし安全弁が作動可能な環境条件 

想定される重大事故等時の環境条件においても確実

に逃がし安全弁を作動させることができるように，逃

がし安全弁の作動に必要な窒素ガス供給圧力を調整可

能な設計としている。 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

⑤の相違 

ⅰ . 逃がし安全弁の背圧対策 

想定される重大事故等時の環境条件を考慮して， 

原子炉格納容器内の圧力が設計圧力の 2 倍の状態

（620kPa[gage] ） となった場合においても確実に

逃がし安全弁を作動させることができるよう， あ

らかじめ供給圧力を設定する。 

逃がし安全弁の背圧対策として， 窒素ガスの供

給圧力を設定するために使用する設備は以下のとお

り。 

 

 

 

・高圧窒素ガスボンベ 

・高圧窒素ガス供給系配管・弁 

ⅰ) 逃がし安全弁の背圧対策 

想定される重大事故等時の環境条件を考慮して，

原子炉格納容器内の圧力が設計圧力の2倍の状態

（620kPa［gage］）となった場合においても確実に

逃がし安全弁を作動させることができるよう，あら

かじめ供給圧力を設定する。 

逃がし安全弁の背圧対策として，窒素の供給圧力

を設定するために使用する設備は以下のとおり。 

 

 

 

 

・非常用窒素供給系 

・非常用逃がし安全弁駆動系 

ⅰ 逃がし安全弁の背圧対策 

想定される重大事故等時の環境条件を考慮して，

原子炉格納容器内の圧力が設計圧力の２倍の状態

（853kPa[gage]）となった場合においても確実に逃

がし安全弁を作動させることができるよう，供給圧

力を調整する。 

逃がし安全弁の背圧対策として，窒素ガスの供給

圧力を調整するために使用する設備は以下のとお

り。 

 

 

 

・逃がし安全弁用窒素ガスボンベ 

・逃がし安全弁窒素ガス供給系 配管・弁 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉 (Mark-Ⅰ

改)と柏崎 6/7(ABWR),東

海第二(Mark-Ⅱ)の最高

使用圧力の相違 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

⑤の相違 

(d) 復旧 

全交流動力電源喪失又は常設直流電源喪失により逃

がし安全弁の減圧機能が喪失した場合は， 代替電源に

より逃がし安全弁の機能を復旧させて発電用原子炉を

減圧する手段がある。 

 

ⅰ . 代替直流電源設備による復旧 

代替直流電源設備（可搬型直流電源設備又は直流

給電車）により逃がし安全弁の作動に必要な直流電

源を確保して逃がし安全弁の機能を復旧する。 

(d) 復旧 

全交流動力電源喪失及び常設直流電源喪失により逃

がし安全弁の減圧機能が喪失した場合は，代替電源に

より逃がし安全弁の機能を復旧させて発電用原子炉を

減圧する手段がある。 

 

ⅰ) 代替直流電源設備による復旧 

可搬型代替直流電源設備により逃がし安全弁の作

動に必要な直流電源を確保して逃がし安全弁の機能

を復旧する。 

(d) 復旧 

全交流動力電源喪失又は常設直流電源喪失により逃

がし安全弁の減圧機能が喪失した場合は，代替電源に

より逃がし安全弁の機能を復旧させて発電用原子炉を

減圧する手段がある。 

 

ⅰ 代替直流電源設備による復旧 

代替直流電源設備（可搬型直流電源設備又は直流

給電車）により逃がし安全弁の作動に必要な直流電

源を確保して逃がし安全弁の機能を復旧する。 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，自主対
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代替直流電源設備による復旧で使用する設備は以下

のとおり。 

・可搬型直流電源設備 

・直流給電車及び電源車 

 

 

 

ⅱ . 代替交流電源設備による復旧 

常設代替交流電源設備， 第二代替交流電源設備

又は可搬型代替交流電源設備により充電器を受電

し， 逃がし安全弁の作動に必要な直流電源を確保

して逃がし安全弁の機能を復旧する。 

代替交流電源設備による復旧で使用する設備は以下

のとおり。 

・常設代替交流電源設備 

・第二代替交流電源設備 

・可搬型代替交流電源設備 

代替直流電源設備による復旧で使用する設備は以

下のとおり。 

・可搬型代替直流電源設備 

 

・燃料給油設備 

 

 

ⅱ) 代替交流電源設備による復旧 

常設代替交流電源設備又は可搬型代替交流電源設

備により直流125V充電器を受電し，逃がし安全弁の

作動に必要な直流電源を確保して逃がし安全弁の機

能を復旧する。 

代替交流電源設備による復旧で使用する設備は以

下のとおり。 

・常設代替交流電源設備 

 

・可搬型代替交流電源設備 

 

・燃料給油設備 

 

代替直流電源設備による復旧で使用する設備は以

下のとおり。 

・可搬型直流電源設備 

・直流給電車 

 

 

 

ⅱ 代替交流電源設備による復旧 

常設代替交流電源設備又は可搬型代替交流電源設

備により充電器を受電し，逃がし安全弁の作動に必

要な直流電源を確保して逃がし安全弁の機能を復旧

する。 

代替交流電源設備による復旧で使用する設備は以

下のとおり。 

・常設代替交流電源設備 

 

・可搬型代替交流電源設備 

策設備として直流給電車

を整備 

 

 

・記載表現の相違 

【東海第二】 

⑭の相違 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

⑮の相違 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

⑮の相違 

・記載表現の相違 

【東海第二】 

⑭の相違 

(e) 重大事故等対処設備と自主対策設備 

常設直流電源系統喪失時の減圧で使用する設備の

うち，可搬型直流電源設備， AM 用切替装置

（SRV），常設代替直流電源設備，逃がし安全弁，

主蒸気系配管・クエンチャ，逃がし弁機能用アキュ

ムレータ， 逃がし安全弁用可搬型蓄電池及び自動

減圧機能用アキュムレータは重大事故等対処設備と

して位置付ける。 

 

逃がし安全弁の作動に必要な窒素ガス喪失時の減

圧で使用する設備のうち，高圧窒素ガスボンベ，高

圧窒素ガス供給系配管・弁，自動減圧機能用アキュ

ムレータ及び逃がし弁機能用アキュムレータは重大

事故等対処設備として位置付ける。 

 

 

 

 

(e) 重大事故等対処設備と自主対策設備 

常設直流電源系統喪失時の減圧で使用する設備のう

ち，可搬型代替直流電源設備，代替所内電気設備，常

設代替直流電源設備，逃がし安全弁（自動減圧機

能），主蒸気系配管・クエンチャ，自動減圧機能用ア

キュムレータ，逃がし安全弁用可搬型蓄電池及び燃料

給油設備は重大事故等対処設備として位置付ける。 

 

 

逃がし安全弁の作動に必要な窒素喪失時の減圧で使

用する設備のうち，非常用窒素供給系高圧窒素ボン

ベ，逃がし安全弁（自動減圧機能），主蒸気系配管・

クエンチャ，非常用窒素供給系配管・弁，自動減圧機

能用アキュムレータ，所内常設直流電源設備，可搬型

代替交流電源設備，常設代替直流電源設備，可搬型代

替直流電源設備，代替所内電気設備，非常用逃がし安

全弁駆動系高圧窒素ボンベ，逃がし安全弁（逃がし弁

機能），非常用逃がし安全弁駆動系配管・弁及び燃料

(e) 重大事故等対処設備と自主対策設備 

常設直流電源系統喪失時の減圧で使用する設備のう

ち，可搬型直流電源設備，SRV用電源切替盤，常設代替

直流電源設備，逃がし安全弁，主蒸気系 配管・クエ

ンチャ，逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータ

及び主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室）は重大

事故等対処設備として位置付ける。 

 

 

逃がし安全弁の作動に必要な窒素ガス喪失時の減圧

で使用する設備のうち，逃がし安全弁用窒素ガスボン

ベ，逃がし安全弁窒素ガス供給系 配管・弁，逃がし

安全弁逃がし弁機能用アキュムレータ，常設代替交流

電源設備，所内常設蓄電式直流電源設備，可搬型代替

交流電源設備，常設代替直流電源設備及び可搬型直流

電源設備は重大事故等対処設備として位置付ける。 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

①，③の相違 

・記載表現の相違 

【東海第二】 

⑭の相違 

 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

③の相違 

・設備の相違 

【東海第二】 

電源構成及び給電対

象負荷の相違 
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逃がし安全弁が作動可能な環境条件で使用する設

備のうち，高圧窒素ガスボンベ及び高圧窒素ガス供

給系配管・弁は重大事故等対処設備として位置付け

る。 

復旧で使用する設備のうち，可搬型直流電源設

備，常設代替交流電源設備及び可搬型代替交流電源

設備は重大事故等対処設備として位置付ける。 

 

これらの機能喪失原因対策分析の結果により選定

した設備は，審査基準及び基準規則に要求される設

備が全て網羅されている。 

（添付資料 1.3.1） 

以上の重大事故等対処設備により，全交流動力電

源喪失又は直流電源喪失が発生した場合において

も， 発電用原子炉を減圧することができる。 

給油設備は重大事故等対処設備として位置付ける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

逃がし安全弁が作動可能な環境条件で使用する設備

のうち，非常用窒素供給系及び非常用逃がし安全弁駆

動系は重大事故等対処設備として位置付ける。 

 

復旧で使用する設備のうち，可搬型代替直流電源設

備，常設代替交流電源設備，可搬型代替交流電源設備

及び燃料給油設備は重大事故等対処設備として位置付

ける。 

これらの機能喪失原因対策分析の結果により選定し

た設備は，審査基準及び基準規則に要求される設備が

全て網羅されている。 

（添付資料1.3.1） 

以上の重大事故等対処設備により，全交流動力電源

喪失又は直流電源喪失が発生した場合においても，発

電用原子炉を減圧することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

逃がし安全弁が作動可能な環境条件で使用する設備

のうち，逃がし安全弁用窒素ガスボンベ及び逃がし安

全弁窒素ガス供給系 配管・弁は重大事故等対処設備

として位置付ける。 

復旧で使用する設備のうち，可搬型直流電源設備，

常設代替交流電源設備及び可搬型代替交流電源設備は

重大事故等対処設備として位置付ける。 

 

これらの機能喪失原因対策分析の結果により選定し

た設備は，審査基準及び基準規則に要求される設備が

すべて網羅されている。 

（添付資料 1.3.1） 

以上の重大事故等対処設備により，全交流動力電源

喪失又は直流電源喪失が発生した場合においても，発

電用原子炉を減圧することができる。 

・設備の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，逃が

し安全弁窒素ガス代替

供給設備を自主対策設

備として整備 

・記載表現の相違 

【東海第二】 

⑭の相違 

また，以下の設備はプラント状況によっては事故

対応に有効な設備であるため,自主対策設備として

位置付ける。あわせて，その理由を示す。 

 

 

 

 

 

・高圧窒素ガス供給系（代替逃がし安全弁駆動装

置） 

 

 

 

 

現状の設備では系統構成（フランジ取外し，ホ

また，以下の設備はプラント状況によっては事故対

応に有効な設備であるため，自主対策設備として位置

付ける。あわせて，その理由を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また，以下の設備はプラント状況によっては事故対

応に有効な設備であるため，自主対策設備として位置

付ける。あわせて，その理由を示す。 

・主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（原子炉建物） 

主蒸気逃がし安全弁用蓄電池の補助盤室からの

電源供給が不可能となった場合において，事象の

進展によってはアクセス困難となる可能性がある

が，代替電源として有効である。 

・逃がし安全弁窒素ガス代替供給設備 

 

 

 

 

 

中央制御室から逃がし安全弁の遠隔操作が不可

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

②の相違 

 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

東海第二は，非常用逃

がし安全弁駆動系を重

大事故等対処設備とし

て整備 

・設備の相違 
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ース取付け）を原子炉建屋原子炉区域で実施しな

ければならず，事象の進展によってはアクセス困

難となる可能性があるが，逃がし安全弁を作動さ

せる手段として有効である。 

・直流給電車 

給電開始までに時間を要するが， 給電が可能

であれば逃がし安全弁の作動に必要となる直流電

源を確保できることから，発電用原子炉を減圧す

るための直流電源を確保する手段として有効であ

る。 

・第二代替交流電源設備 

耐震性は確保されていないが，常設代替交流電

源設備と同等の機能を有することから，健全性が

確認できた場合において，重大事故等の対処に必

要な電源を確保するための手段として有効であ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・可搬型窒素供給装置（小型） 

可搬型窒素供給装置（小型）による窒素確保ま

で時間を要するが，逃がし安全弁（自動減圧機

能）に窒素を供給可能であれば，重大事故等の対

処に必要となる窒素を確保できることから有効な

手段である。 

（添付資料1.3.2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

能となった場合に，他の窒素ガス供給設備と独立

した系統である逃がし安全弁窒素ガス代替供給設

備を使用し，逃がし安全弁を作動させる手段とし

て有効である。 

・直流給電車 

代替交流電源設備による給電時に高圧発電機車

を配備することから，可搬型直流電源設備として

の給電は可能である。直流給電車は追加で配備す

ることにより，重大事故等の対処に必要となる直

流電源を確保するための手段として有効である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（添付資料 1.3.2） 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉の当該設備

は，原子炉建物（非管理

区域）で作業が可能 

・設備の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，自主設

対策備として直流給電車

を整備 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

⑮の相違 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

④の相違 
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c. 原子炉格納容器の破損を防止するための対応手段及び設

備 

(a) 炉心損傷時における高圧溶融物放出/格納容器雰囲気

直接加熱の防止 

炉心損傷時に原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の

状態である場合において， 高圧溶融物放出/格納容器

雰囲気直接加熱による原子炉格納容器の破損を防止す

るため， 逃がし安全弁の手動操作により発電用原子炉

を減圧する手段がある。 

高圧溶融物放出/格納容器雰囲気直接加熱の防止で使

用する設備は以下のとおり。 

・逃がし安全弁 

 

・主蒸気系配管・クエンチャ 

・逃がし弁機能用アキュムレータ 

・自動減圧機能用アキュムレータ 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 重大事故等対処設備と自主対策設備 

原子炉格納容器の破損の防止で使用する設備のう

ち，逃がし安全弁，主蒸気系配管・クエンチャ，逃が

し弁機能用アキュムレータ及び自動減圧機能用アキュ

ムレータは重大事故等対処設備として位置付ける。 

 

 

 

 

 

 

以上の重大事故等対処設備により，炉心損傷時に原

子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態である場合に

おいても，発電用原子炉を減圧することで，高圧溶融

物放出/格納容器雰囲気直接加熱による原子炉格納容器

ｃ．原子炉格納容器の破損を防止するための対応手段及び

設備 

(a) 炉心損傷時における高圧溶融物放出／格納容器雰囲

気直接加熱の防止 

炉心損傷時に原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の

状態である場合において，高圧溶融物放出／格納容器

雰囲気直接加熱による原子炉格納容器の破損を防止す

るため，逃がし安全弁の手動操作により発電用原子炉

を減圧する手段がある。 

高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱の防止で

使用する設備は以下のとおり。 

・逃がし安全弁（逃がし弁機能） 

・逃がし安全弁（自動減圧機能） 

・主蒸気系配管・クエンチャ 

・逃がし弁機能用アキュムレータ 

・自動減圧機能用アキュムレータ 

 

・所内常設直流電源設備 

・可搬型代替交流電源設備 

・常設代替直流電源設備 

・可搬型代替直流電源設備 

・燃料給油設備 

 

 

(b) 重大事故等対処設備と自主対策設備 

原子炉格納容器の破損を防止で使用する設備のう

ち，逃がし安全弁（自動減圧機能），主蒸気系配管・

クエンチャ，自動減圧機能用アキュムレータ，所内常

設直流電源設備，可搬型代替交流電源設備，常設代替

直流電源設備，可搬型代替直流電源設備及び燃料給油

設備は重大事故等対処設備として位置付ける。 

 

 

 

 

以上の重大事故等対処設備により，炉心損傷時に原

子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態である場合に

おいても，発電用原子炉を減圧することで，高圧溶融

物放出／格納容器雰囲気直接加熱による原子炉格納容

ｃ．原子炉格納容器破損を防止するための対応手段及び設

備 

(a) 炉心損傷時における高圧溶融物放出／格納容器雰囲

気直接加熱の防止 

炉心損傷時に原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の

状態である場合において，高圧溶融物放出／格納容器

雰囲気直接加熱による原子炉格納容器の破損を防止す

るため，逃がし安全弁の手動操作により発電用原子炉

を減圧する手段がある。 

高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱の防止で

使用する設備は以下のとおり。 

・逃がし安全弁 

 

・主蒸気系 配管・クエンチャ 

・逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータ 

 

・常設代替交流電源設備 

・所内常設蓄電式直流電源設備 

・可搬型代替交流電源設備 

・常設代替直流電源設備 

・可搬型直流電源設備 

 

 

 

(b) 重大事故等対処設備と自主対策設備 

原子炉格納容器の破損の防止で使用する設備のう

ち，逃がし安全弁，主蒸気系 配管・クエンチャ，逃

がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータ，常設代替

交流電源設備，所内常設蓄電式直流電源設備，可搬型

代替交流電源設備，常設代替直流電源設備及び可搬型

直流電源設備は重大事故等対処設備として位置付け

る。 

 

 

 

以上の重大事故等対処設備により，炉心損傷時に原

子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態である場合に

おいても，発電用原子炉を減圧することで，高圧溶融

物放出／格納容器雰囲気直接加熱による原子炉格納容

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

①，③の相違 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

電源構成及び給電対象

負荷の相違 

 

・記載表現の相違 

【東海第二】 

⑭の相違 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

①，③の相違 

【東海第二】 

電源構成及び給電対

象負荷の相違 

・記載表現の相違 

【東海第二】 

⑭の相違 
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の破損を防止することができる。 器の破損を防止することができる。 

また，以下の設備はプラント状況によっては事故対

応に有効な設備であるため，自主対策設備として位置

付ける。あわせて，その理由を示す。 

・逃がし弁機能用アキュムレータ 

逃がし安全弁（逃がし弁機能）の作動に使用す

る逃がし弁機能用アキュムレータは，耐震Ｓクラ

スではなくＳＳ機能維持を担保できないが，窒素

供給系が機能喪失した場合で逃がし弁機能用アキ

ュムレータ（容量：1回）に駆動源が確保されて

いる場合は，逃がし安全弁（逃がし弁機能）によ

り発電用原子炉を減圧することができるため，逃

がし安全弁（自動減圧機能）の代替減圧手段とし

て有効である。 

（添付資料 1.3.2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

器の破損を防止することができる。  

・設備の相違 

【東海第二】 

③の相違 
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d. インターフェイスシステム LOCA 発生時の対応手段及び設

備 

(a) インターフェイスシステム LOCA発生時の対応 

インターフェイスシステム LOCA 発生時に，漏えい箇

所の隔離操作を実施するものの隔離できない場合， 原

子炉冷却材が原子炉格納容器外へ漏えいする。原子炉

格納容器外への漏えいを抑制するため，逃がし安全弁

及びタービンバイパス弁により発電用原子炉を減圧す

るとともに，弁の隔離操作により原子炉冷却材の漏え

い箇所を隔離する手段がある。 

また，原子炉冷却材が原子炉格納容器外へ漏えいし

原子炉建屋原子炉区域内の圧力が上昇した場合におい

て，原子炉建屋ブローアウトパネルが開放すること

で，原子炉建屋原子炉区域内の圧力及び温度の上昇を

抑制し，環境を改善する手段がある。 

なお， 原子炉建屋ブローアウトパネルは開放設定圧

力に到達した時点で自動的に開放する設備であり， 運

転員による開放操作は必要としない。 

 

 

 

 

インターフェイスシステム LOCA 発生時における発

電用原子炉の減圧で使用する設備は以下のとおり。 

 

・逃がし安全弁 

・主蒸気系配管・クエンチャ 

・逃がし弁機能用アキュムレータ 

・自動減圧機能用アキュムレータ 

・タービンバイパス弁 

・タービン制御系 

インターフェイスシステム LOCA 発生時における

原子炉冷却材の漏えい箇所の隔離で使用する設備は

以下のとおり。 

・高圧炉心注水系注入隔離弁 

 

 

 

 

ｄ．インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時の対応手段

及び設備 

(a) インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時の対応 

インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時に，漏え

い箇所の隔離操作を実施するものの隔離できない場

合，原子炉冷却材が原子炉格納容器外へ漏えいする。

原子炉格納容器外への漏えいを抑制するため，逃がし

安全弁又はタービン・バイパス弁により発電用原子炉

を減圧するとともに，弁の隔離操作により原子炉冷却

材の漏えい箇所を隔離する手段がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお，原子炉冷却材の漏えい箇所の隔離に使用する

設備は，系統に原子炉圧力が負荷される状態での電動

弁の開閉試験を実施する場合に，系統が過圧される可

能性がある系統の隔離弁を選定している。 

インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時における

発電用原子炉の減圧で使用する設備は以下のとおり。 

・逃がし安全弁（自動減圧機能） 

・逃がし安全弁（逃がし弁機能） 

・主蒸気系配管・クエンチャ 

・逃がし弁機能用アキュムレータ 

・自動減圧機能用アキュムレータ 

・タービン・バイパス弁 

・タービン制御系 

インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時における

原子炉冷却材の漏えい箇所の隔離で使用する設備は以

下のとおり。 

・高圧炉心スプレイ系注入弁 

・原子炉隔離時冷却系原子炉注入弁 

・低圧炉心スプレイ系注入弁 

・残留熱除去系Ａ系注入弁 

・残留熱除去系Ｂ系注入弁 

ｄ．インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時の対応手段

及び設備 

(a) インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時の対応 

インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時に，漏え

い箇所の隔離操作を実施するものの隔離できない場

合，原子炉冷却材が原子炉格納容器外へ漏えいする。

原子炉格納容器外への漏えいを抑制するため，逃がし

安全弁及びタービンバイパス弁により発電用原子炉を

減圧するとともに，弁の隔離操作により原子炉冷却材

の漏えい箇所を隔離する手段がある。 

また，原子炉冷却材が原子炉格納容器外へ漏えいし

原子炉棟内の圧力が上昇した場合において，原子炉建

物ブローアウトパネルが開放することで，原子炉棟内

の圧力及び温度の上昇を抑制し，環境を改善する手段

がある。 

なお，原子炉建物ブローアウトパネルは開放設定圧

力に到達した時点で自動的に開放する設備であり，運

転員による開放操作は必要としない。 

原子炉冷却材の漏えい箇所の隔離に使用する設備

は，系統に原子炉圧力が負荷される状態での電動弁の

開閉試験を実施する場合に，系統の低圧設計部分が過

圧される可能性がある系統の隔離弁を選定している。 

インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時における

発電用原子炉の減圧で使用する設備は以下のとおり。 

 

・逃がし安全弁 

・主蒸気系 配管・クエンチャ 

・逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータ 

 

・タービンバイパス弁 

・タービン制御系 

インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時における

原子炉冷却材の漏えい箇所の隔離で使用する設備は以

下のとおり。 

・残留熱除去系注水弁 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，ブロ

ーアウトパネルについ

て説明を記載（以下，

⑱の相違） 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

①，③の相違 

 

 

 

 

 

 

 

・故障想定の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

⑨の相違 
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インターフェイスシステム LOCA 発生時における

原子炉建屋原子炉区域内の圧力及び温度の上昇抑制

並びに環境改善で使用する設備は以下のとおり。 

・原子炉建屋ブローアウトパネル 

・残留熱除去系Ｃ系注入弁 

 

 

インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時における

原子炉棟内の圧力及び温度の上昇抑制並びに環境改善

で使用する設備は以下のとおり。 

・原子炉建物ブローアウトパネル 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

 ⑱の相違 

(b) 重大事故等対処設備と自主対策設備 

インターフェイスシステム LOCA 発生時における発

電用原子炉の減圧で使用する設備のうち，逃がし安全

弁，主蒸気系配管・クエンチャ，逃がし弁機能用アキ

ュムレータ及び自動減圧機能用アキュムレータは重大

事故等対処設備として位置付ける。 

 

 

 

インターフェイスシステム LOCA 発生時における原子

炉冷却材の漏えい箇所の隔離で使用する高圧炉心注水

系注入隔離弁は重大事故等対処設備（設計基準拡張）

として位置付ける。 

インターフェイスシステム LOCA 発生時における原子

炉建屋原子炉区域内の圧力及び温度の上昇抑制並びに

環境改善で使用する原子炉建屋ブローアウトパネルは

重大事故等対処設備として位置付ける。 

これらの選定した設備は， 審査基準及び基準規則に

要求される設備が全て網羅されている。 

（添付資料 1.3.1） 

以上の重大事故等対処設備により，インターフェイ

スシステム LOCA が発生した場合においても，発電用

原子炉を減圧することで，原子炉冷却材の原子炉格納

容器外への漏えいを抑制することができる。 

また，以下の設備はプラント状況によっては事故対

応に有効な設備であるため,自主対策設備として位置付

ける。あわせて，その理由を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 重大事故等対処設備と自主対策設備 

インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時における

発電用の原子炉の減圧で使用する設備のうち，逃がし

安全弁（自動減圧機能），主蒸気系配管・クエンチ

ャ，自動減圧機能用アキュムレータ，高圧炉心スプレ

イ系注入弁，原子炉隔離時冷却系原子炉注入弁，低圧

炉心スプレイ系注入弁，残留熱除去系Ａ系注入弁，残

留熱除去系Ｂ系注入弁及び残留熱除去系Ｃ系注入弁は

重大事故等対処設備として位置付ける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

これらの選定した設備は，審査基準及び基準規則に

要求される設備が全て網羅されている。 

（添付資料1.3.1） 

以上の重大事故等対処設備により，インターフェイ

スシステムＬＯＣＡが発生した場合においても，発電

用原子炉を減圧することで， 原子炉冷却材の原子炉格

納容器外への漏えいを抑制することができる。 

また，以下の設備はプラント状況によっては事故対

応に有効な設備であるため，自主対策設備として位置

付ける。あわせて，その理由を示す。 

・逃がし弁機能用アキュムレータ 

逃がし安全弁（逃がし弁機能）の作動に使用す

る逃がし弁機能用アキュムレータは，耐震Ｓクラ

スではなくＳＳ機能維持を担保できないが，窒素

供給系が機能喪失した場合で逃がし弁機能用アキ

ュムレータ（容量：1回）に駆動源が確保されて

いる場合は，逃がし安全弁（逃がし弁機能）によ

(b) 重大事故等対処設備と自主対策設備 

インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時における

発電用原子炉の減圧で使用する設備のうち，逃がし安

全弁，主蒸気系 配管・クエンチャ及び逃がし安全弁

逃がし弁機能用アキュムレータを重大事故等対処設備

として位置付ける。 

 

 

 

インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時における

原子炉冷却材の漏えい箇所の隔離で使用する残留熱除

去系注水弁は重大事故等対処設備（設計基準拡張）と

して位置付ける。 

インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時における

原子炉棟内の圧力及び温度の上昇抑制並びに環境改善

で使用する原子炉建物ブローアウトパネルは重大事故

等対処設備として位置付ける。 

これらの選定した設備は，審査基準及び基準規則に

要求される設備がすべて網羅されている。 

（添付資料 1.3.1） 

以上の重大事故等対処設備により，インターフェイ

スシステムＬＯＣＡが発生した場合においても，発電

用原子炉を減圧することで，原子炉冷却材の原子炉格

納容器外への漏えいを抑制することができる。 

また，以下の設備はプラント状況によっては事故対

応に有効な設備であるため，自主対策設備として位置

付ける。あわせて，その理由を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

①，③の相違 

・故障想定の相違 

【東海第二】 

⑨の相違 

 

・故障想定の相違 

【柏崎 6/7】 

⑨の相違 

・設備の相違 

【東海第二】 

 ⑱の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

③の相違 
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・タービンバイパス弁，タービン制御系 

主蒸気隔離弁が全開状態であり，かつ常用電源が健

全で，復水器の真空状態が維持できていれば，発電用

原子炉を減圧する手段として有効である。 

り発電用原子炉を減圧することができるため，逃

がし安全弁（自動減圧機能）の代替減圧手段とし

て有効である。 

・タービン・バイパス弁，タービン制御系 

主蒸気隔離弁が全開状態であり，かつ常用電源

が健全で，主復水器の真空状態が維持できれば，

発電用原子炉を減圧する手段として有効である。 

（添付資料 1.3.2） 

 

 

 

 

・タービンバイパス弁，タービン制御系 

主蒸気隔離弁が全開状態であり，かつ常用電源が

健全で，主復水器の真空状態が維持できていれば，

発電用原子炉を減圧する手段として有効である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

③の相違 

e. 手順等 

上記「a.フロントライン系故障時の対応手段及び設

備」，「b.サポート系故障時の対応手段及び設備」，「c.

原子炉格納容器の破損を防止するための対応手段及び設

備」及び「d.インターフェイスシステム LOCA 発生時の対応

手段及び設備」により選定した対応手段に係る手順を整備

する。 

これらの手順は，運転員の対応として事故時運転操作手

順書（徴候ベース）（以下「EOP」という。），事故時運転

操作手順書（シビアアクシデント）（以下「SOP」とい

う。）及び AM 設備別操作手順書に定める（第 1.3.1

表） 。 

 

また，重大事故等時に監視が必要となる計器及び給電が

必要となる設備についても整理する（第 1.3.2 表，第

1.3.3表） 。 

 

 

（添付資料 1.3.2） 

ｅ．手順等 

上記「ａ．フロントライン系故障時の対応手段及び設

備」，「ｂ．サポート系故障時の対応手段及び設備」，

「ｃ．原子炉格納容器の破損を防止するための対応手段

及び設備」及び「ｄ．インターフェイスシステムＬＯＣ

Ａ発生時の対応手段及び設備」により選定した対応手段

に係る手順を整備する。 

これらの手順は，運転員等※４及び重大事故等対応要員

の対応として「非常時運転手順書Ⅱ（徴候ベース）」，

「非常時運転手順書Ⅲ（シビアアクシデント）」，「Ａ

Ｍ設備別操作手順書」及び「重大事故等対策要領」に定

める（第1.3－1表）。 

 

また，重大事故等時に監視が必要となる計器及び給電

が必要となる設備についても整理する（第1.3－2表，第

1.3－3表）。 

※4 運転員等：運転員（当直運転員）及び重大事故等対

応要員（運転操作対応）をいう。 

（添付資料1.3.3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｅ．手順等 

上記「ａ．フロントライン系故障時の対応手段及び設

備」，「ｂ．サポート系故障時の対応手段及び設備」，

「ｃ．原子炉格納容器破損を防止するための対応手段及

び設備」及び「ｄ．インターフェイスシステムＬＯＣＡ

発生時の対応手段及び設備」により選定した対応手段に

係る手順を整備する。 

これらの手順は，運転員及び緊急時対策要員の対応と

して事故時操作要領書（徴候ベース）（以下「ＥＯＰ」

という。），事故時操作要領書（シビアアクシデント）

（以下「ＳＯＰ」という。），ＡＭ設備別操作要領書及

び原子力災害対策手順書（以下「ＥＨＰ」という。）に

定める。（第 1.3－1表） 

また，重大事故等時に監視が必要となる計器及び給電

が必要となる設備についても整理する。（第 1.3－2 表，

第 1.3－3表） 

 

 

（添付資料 1.3.3） 

 

 

 

 

 

 

 

・体制の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，中央

制御室の運転員にて対

応 
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1.3.2 重大事故等時の手順 

1.3.2.1 フロントライン系故障時の対応手順 

(1) 代替減圧 

a. 手動操作による減圧 

発電用原子炉の冷温停止への移行又は低圧注水系を使

用した注水への移行を目的として，逃がし安全弁又はタ

ービンバイパス弁を使用した中央制御室からの手動操作

による発電用原子炉の減圧を行う。 

 

また，高圧溶融物放出/格納容器雰囲気直接加熱による

原子炉格納容器の破損防止を目的として，逃がし安全弁

を使用した中央制御室からの手動操作による発電用原子

炉の減圧を行う。 

1.3.2 重大事故等時の手順 

1.3.2.1 フロントライン系故障時の対応手順 

(1) 代替減圧 

ａ．手動操作による減圧 

発電用原子炉の冷温停止への移行又は低圧で原子炉注

水が可能な系統を使用した注水への移行を目的として，

逃がし安全弁又はタービン・バイパス弁を使用した中央

制御室からの手動操作による発電用原子炉の減圧を行

う。 

また，高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱によ

る原子炉格納容器の破損防止を目的として，逃がし安全

弁を使用した中央制御室からの手動操作による発電用原

子炉の減圧を行う。 

1.3.2 重大事故等時の手順 

1.3.2.1 フロントライン系故障時の対応手順 

(1) 代替減圧 

ａ．手動操作による減圧 

発電用原子炉の冷温停止への移行又は低圧で原子炉注

水が可能な系統を使用した注水への移行を目的として，

逃がし安全弁又はタービンバイパス弁を使用した中央制

御室からの手動操作による発電用原子炉の減圧を行う。 

 

また，高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱によ

る原子炉格納容器の破損防止を目的として，逃がし安全

弁を使用した中央制御室からの手動操作による発電用原

子炉の減圧を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 手順着手の判断基準 

ⅰ. 発電用原子炉を冷温停止に移行するために減圧する

場合 

・復水器が使用可能であり，タービンバイパス弁の開

操作が可能な場合 

・復水器が使用不可能であるが，逃がし安全弁の開操

作が可能な場合 

ⅱ. 急速減圧の場合 

 

・低圧注水系 1 系以上又は低圧代替注水系（常設） 

のポンプ 2 台以上若しくは代替注水系 2 系以上の起

動※1 により原子炉圧力容器への注水手段が確保さ

れ，逃がし安全弁の開操作が可能な場合 

・逃がし安全弁が使用できない場合は，復水器が使用

可能で，タービンバイパス弁の開操作が可能な場合 

 

 

 

 

 

 

ⅲ. 炉心損傷後の減圧の場合 

［低圧注水手段がある場合］ 

・高圧注水系は使用できないが，低圧注水系 1 系※ 2 

以上が使用可能である場合で，逃がし安全弁の開操

作が可能な場合 

(a) 手順着手の判断基準 

ⅰ) 発電用原子炉を冷温停止に移行するために減圧す

る場合 

・主復水器が使用可能であり，タービン・バイパス

弁の開操作が可能な場合。 

・主復水器が使用不可能であるが，逃がし安全弁の

開操作が可能な場合。 

ⅱ) 急速減圧の場合 

 

・低圧で原子炉注水が可能な系統又は低圧代替注水

系のうち1系統以上の起動※１により原子炉圧力容

器への注水手段が確保され，逃がし安全弁の開操

作が可能な場合。 

・逃がし安全弁が使用できない場合は，主復水器が

使用可能で，タービン・バイパス弁の開操作が可

能な場合。 

 

 

 

 

 

ⅲ) 炉心損傷後の減圧の場合 

【低圧注水手段がある場合】 

・高圧注水系統は使用できないが，低圧注水系統1

系※２以上が使用可能である場合で，逃がし安全

弁の開操作が可能な場合。 

(a) 手順着手の判断基準 

ⅰ 発電用原子炉を冷温停止に移行するために減圧す

る場合 

・主復水器が使用可能であり，タービンバイパス

弁の開操作が可能な場合 

・主復水器が使用不可能であるが，逃がし安全弁

の開操作が可能な場合 

ⅱ 急速減圧の場合 

[低圧注水手段がある場合] 

・低圧で原子炉注水が可能な系統又は代替注水系

のうち１系統以上の起動※１により原子炉圧力容

器への注水手段が確保され，逃がし安全弁の開

操作が可能な場合 

・逃がし安全弁が使用できない場合は，主復水器

が使用可能で，タービンバイパス弁の開操作が

可能な場合 

[注水手段がない場合] 

・原子炉圧力容器内の水位が規定水位（燃料棒有

効長底部より燃料棒有効長の 20％高い位置）に

到達した場合 

 

ⅲ 炉心損傷後の減圧の場合 

[低圧注水手段がある場合] 

・高圧注水系は使用できないが，低圧注水系統１

系※２以上が使用可能である場合で，逃がし安全

弁の開操作が可能な場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7】 

⑩の相違 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，炉心損

傷前であっても当該基準

で急速減圧を実施 
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［注水手段がない場合］ 

・原子炉圧力容器への注水手段が確保できず，原子炉

圧力容器内の水位が規定水位（有効燃料棒底部から

有効燃料棒の長さの 10%上の位置）に到達した場合

で，逃がし安全弁の開操作が可能な場合 

 

 

 

 

 

 

※1:「低圧注水系 1 系以上又は低圧代替注水系（常

設）のポンプ 2 台以上若しくは代替注水系 2 系

以上の起動」とは，原子炉冷却材圧力バウンダ

リ低圧時での注水が可能な系統である高圧炉心

注水系，残留熱除去系（低圧注水モード）及び

給水・復水系のうち 1 系以上起動すること，ま

た，それができない場合は低圧代替注水系（常

設）のポンプ 2 台以上起動，若しくは低圧代替

注水系（常設），消火系及び低圧代替注水系

（可搬型）のうち 2 系以上起動することをい

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【注水手段がない場合】 

・原子炉圧力容器への注水手段が確保できず，原子

炉圧力容器内の水位が規定水位（燃料有効長底部

から燃料有効長の20％高い位置）に到達した場合

で，逃がし安全弁の開操作が可能な場合。 

 

（添付資料1.3.8） 

 

 

 

 

※1：「低圧で原子炉注水が可能な系統又は低圧代

替注水系のうち1系統以上の起動」とは，原子

炉冷却材圧力バウンダリ低圧時での注水が可

能な系統である高圧炉心スプレイ系，低圧炉

心スプレイ系，残留熱除去系（低圧注水系）

及び給水・復水系のうち1系統以上起動するこ

と，また，それができない場合は低圧代替注

水系（常設），代替循環冷却系，消火系，補

給水系及び低圧代替注水系（可搬型）のうち1

系統以上起動することをいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[注水手段がない場合] 

・原子炉圧力容器への注水手段が確保できず，原

子炉圧力容器内の水位が規定水位（燃料棒有効

長底部より燃料棒有効長の 20％高い位置）に到

達した場合で，逃がし安全弁の開操作が可能な

場合 

（添付資料 1.3.8） 

 

 

 

 

※１：「低圧で原子炉注水が可能な系統又は代替

注水系のうち１系統以上の起動」とは，原

子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時での注水

が可能な系統である高圧炉心スプレイ系，

低圧炉心スプレイ系，残留熱除去系（低圧

注水モード）及び給水・復水系のうち１系

統以上起動すること，また，それができな

い場合は低圧原子炉代替注水系（常設），

復水輸送系，消火系及び低圧原子炉代替注

水系（可搬型）のうち１系統以上起動する

ことをいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載表現の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，炉心

損傷前後の減圧操作に

ついて記載 

・運用の相違 

【柏崎 6/7】 

⑩の相違 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

⑪の相違 

・運用の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，47 条

の重大事故等対処設備と

して，低圧原子炉代替注

水系（常設）を新規で設

置したことから，復水輸

送系を自主対策設備とし

て整備（以下，⑲の相

違） 

・運用の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，東海

第二の代替循環冷却系

と同様な設備である残

留熱代替除去系を 50 条

の重大事故 等対処設

備，48 条の自主対策設

備と位置付けており，

技術的能力 1.7 及び 1.5

にて手順を整備（以
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なお， 原子炉格納容器パラメータ又は原子炉

圧力容器内の水位が規定値に到達した場合は，

低圧代替注水系（常設）のポンプ 1 台又は代替

注水系１系のみの起動であっても発電用原子炉

の減圧を行う。 

（添付資料 1.3.7） 

※2:「低圧注水系 1 系」とは，残留熱除去系（低圧

注水モード），給水・復水系，低圧代替注水系

（常設），消火系又は低圧代替注水系（可搬

型）のいずれか 1系をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

※2：「低圧注水系統1系」とは，低圧炉心スプレイ

系，残留熱除去系（低圧注水系），給水・復

水系，低圧代替注水系（常設），代替循環冷

却系，消火系，補給水系又は低圧代替注水系

（可搬型）のいずれか1系をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

※２：「低圧注水系統１系」とは低圧炉心スプレ

イ系，残留熱除去系（低圧注水モード），

低圧原子炉代替注水系（常設），復水輸送

系，消火系又は低圧原子炉代替注水系（可

搬型）のいずれか１系をいう。 

下，⑳の相違） 

・運用の相違 

【柏崎 6/7】 

⑩の相違 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

⑪の相違 

・運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，炉心

損傷時における減圧後

の注水に給水・復水系

は選定していない（以

下，㉑の相違） 

・運用の相違 

【東海第二】 

⑲，⑳の相違 

(b) 操作手順 

逃がし安全弁又はタービンバイパス弁を使用した手

動操作による減圧手順の概要は以下のとおり。手順の

対応フローを第 1.3.2 図，第 1.3.3 図及び第 1.3.4 図

に示す。 

［タービンバイパス弁による減圧］ 

① 当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，中

央制御室運転員にタービンバイパス弁を手動で開

操作し，発電用原子炉を減圧するよう指示する。 

② a 判断基準ⅰ：発電用原子炉を冷温停止に移行す

るために減圧する場合 

中央制御室運転員 A は，原子炉冷却材温度変化率

が 55℃ /h を超えないようにタービンバイパス弁

を手動で開閉操作し，発電用原子炉を減圧する。 

 

② b 判断基準ⅱ：急速減圧の場合 

中央制御室運転員 A は，タービンバイパス弁を手

動で開操作し，発電用原子炉の急速減圧を行う。 

(b) 操作手順 

逃がし安全弁又はタービン・バイパス弁を使用した

手動操作による減圧手順の概要は以下のとおり。手順

の対応フローを第1.3－2図，第1.3－3図，第1.3－4図

及び第1.3－5図に示す。 

【タービン・バイパス弁による減圧】 

①発電長は，手順着手の判断基準に基づき，運転員

等にタービン・バイパス弁を手動で開操作し，発

電用原子炉を減圧するように指示する。 

②ａ判断基準ⅰ）：発電用原子炉を冷温停止に移行

するために減圧する場合 

運転員等は中央制御室にて，原子炉冷却材温度変

化率が55℃／hを超えないようにタービン・バイ

パス弁を手動で開閉操作し，発電用原子炉を減圧

する。 

②ｂ判断基準ⅱ）：急速減圧の場合 

運転員等は中央制御室にて，タービン・バイパス

弁を手動で開操作し，発電用原子炉の急速減圧を

行う。 

(b) 操作手順 

逃がし安全弁又はタービンバイパス弁を使用した手

動操作による減圧手順の概要は以下のとおり。手順の

対応フローを第 1.3－2 図，第 1.3－3 図，第 1.3－4 図

及び第 1.3－5図に示す。 

[タービンバイパス弁による減圧] 

①当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，中央

制御室運転員にタービンバイパス弁を手動で開操

作し，発電用原子炉を減圧するよう指示する。 

②ａ判断基準ⅰ：発電用原子炉を冷温停止に移行す

るために減圧する場合 

中央制御室運転員Ａは，原子炉冷却材温度変化率

が 55℃/h を超えないようにタービンバイパス弁

を手動で開閉操作し，発電用原子炉を減圧する。 

 

②ｂ判断基準ⅱ：急速減圧の場合 

中央制御室運転員Ａは，タービンバイパス弁を手

動で開操作し，発電用原子炉の急速減圧を行う。 

 

 

 

 

 

 

・体制の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，島根

１号炉と中央制御室を

共用しているため，当

直副長の指揮に基づき

運転操作対応を実施

（以下，㉒の相違） 
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［逃がし安全弁による減圧］ 

① 当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，中

央制御室運転員に逃がし安全弁を手動で開操作

し，発電用原子炉を減圧するよう指示する。 

② a 判断基準ⅰ：発電用原子炉を冷温停止に移行す

るために減圧する場合 

中央制御室運転員 A は，原子炉冷却材温度変化率

が 55℃ /h を超えないように逃がし安全弁を手動

で開閉操作し，発電用原子炉を減圧する。 

② b 判断基準ⅱ：急速減圧の場合 

中央制御室運転員 A は，逃がし安全弁（自動減圧

機能付き）8 個を手動で開操作し，発電用原子炉

の急速減圧を行う。 

 

逃がし安全弁（自動減圧機能付き）を 8 個開放で

きない場合は，自動減圧機能を有する逃がし安全

弁とそれ以外の逃がし安全弁を合わせて 8 個開放

する。 

 

 

② c 判断基準ⅲ：炉心損傷後の減圧の場合 

中央制御室運転員 A は，逃がし安全弁（自動減圧

機能付き又は逃がし弁機能）2 個を手動で開操作

し， 発電用原子炉を減圧する。 

 

 

 

 

③ 中央制御室運転員 A は，サプレッション・チェ

ンバ・プール水の温度上昇防止のため，残留熱除

去系（サプレッション・チェンバ・プール水冷却

モード）によるサプレッション・チェンバ・プー

ル水の除熱を行う。 

【逃がし安全弁による減圧】 

①発電長は，手順着手の判断基準に基づき，運転員

等に逃がし安全弁を手動で開操作し，発電用原子

炉を減圧するように指示する。 

②ａ判断基準ⅰ) ：発電用原子炉を冷温停止に移行

するために減圧する場合 

運転員等は中央制御室にて，原子炉冷却材温度変

化率が55℃／hを超えないように逃がし安全弁を

手動で開閉操作し，発電用原子炉を減圧する。 

②ｂ判断基準ⅱ) ：急速減圧の場合 

運転員等は中央制御室にて，逃がし安全弁（自動

減圧機能）7個を手動で開操作し，発電用原子炉

の急速減圧を行う。 

 

逃がし安全弁（自動減圧機能）を7個開放できな

い場合は，自動減圧機能を有する逃がし安全弁と

それ以外の逃がし安全弁を合わせて7個開放す

る。 

 

 

②ｃ判断基準ⅲ) ：炉心損傷後の減圧の場合 

運転員等は中央制御室にて，逃がし安全弁（自動

減圧機能）2個を手動で開操作し，発電用原子炉

を減圧する。 

逃がし安全弁（自動減圧機能）2個を手動で開放

できない場合は，逃がし安全弁（逃がし弁機能）

を手動で開操作し，発電用原子炉を減圧する。 

 

③運転員等は中央制御室にて，サプレッション・プ

ール水の温度上昇防止のため，残留熱除去系（サ

プレッション・プール冷却系）によるサプレッシ

ョン・プールの除熱を行う。 

 

[逃がし安全弁による減圧] 

①当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，中央

制御室運転員に逃がし安全弁を手動で開操作し，

発電用原子炉を減圧するよう指示する。 

②ａ判断基準ⅰ：発電用原子炉を冷温停止に移行す

るために減圧する場合 

中央制御室運転員Ａは，原子炉冷却材温度変化率

が 55℃/h を超えないように逃がし安全弁を手動

で開閉操作し，発電用原子炉を減圧する。 

②ｂ判断基準ⅱ：急速減圧の場合 

中央制御室運転員Ａは，逃がし安全弁（自動減圧

機能付き）６個を手動で開操作し，発電用原子炉

の急速減圧を行う。 

 

逃がし安全弁（自動減圧機能付き）を６個開放で

きない場合は，自動減圧機能を有する逃がし安全

弁とそれ以外の逃がし安全弁を合わせて６個開放

する。 

 

 

②ｃ判断基準ⅲ：炉心損傷後の減圧の場合 

中央制御室運転員Ａは，逃がし安全弁（自動減圧

機能付き）２個を手動で開操作し，発電用原子炉

を減圧する。 

逃がし安全弁（自動減圧機能付き）２個を手動で

開放できない場合は，逃がし安全弁（逃がし弁機

能）を手動で開操作し，発電用原子炉を減圧す

る。 

③中央制御室運転員Ａは，サプレッション・プール

水の温度上昇防止のため，残留熱除去系（サプレ

ッション・プール水冷却モード）によるサプレッ

ション・プール水の除熱を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

⑬の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，当該

電磁弁を作動させた場

合，全弁同時開となる

ため逃がし安全弁機能

により順次手動開放す

る 

(c) 操作の成立性 

上記の操作は， 中央制御室運転員 1 名で対応が可能

である。 

作業開始を判断してから手動操作による減圧を開始

するまでの所要時間は下記のとおり。 

(c) 操作の成立性 

上記の操作は，中央制御室対応を運転員等（当直運

転員）1名で対応が可能である。 

作業開始を判断してから手動操作による減圧を開始

するまでの所要時間は下記のとおり。 

(c) 操作の成立性 

上記の操作は，中央制御室運転員１名にて作業を実

施した場合，作業開始を判断してから手動操作による

減圧を開始するまでの想定時間は下記のとおり。 
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・タービンバイパス弁による減圧： 1 分以内 

・逃がし安全弁による減圧 ： 1 分以内 

・タービン・バイパス弁による減圧 ：3分以内 

・逃がし安全弁による減圧     ：1分以内 

 

・タービンバイパス弁による減圧：10分以内 

・逃がし安全弁による減圧：10分以内 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

所要時間に対する裕度

の相違 

(2) 重大事故等時の対応手段の選択 

重大事故等時の対応手段の選択方法は以下のとおり。対

応手段の選択フローチャートを第 1.3.16 図に示す。 

自動減圧系機能喪失により逃がし安全弁が作動しない場

合，低圧注水系，低圧代替注水系（常設）又は代替注水系

による原子炉圧力容器への注水準備が完了し，復水器が使

用可能であればタービンバイパス弁により発電用原子炉を

減圧する。復水器が使用不可能であれば逃がし安全弁によ

り発電用原子炉を減圧する。また，原子炉水位低（レベル

1）到達 10 分後及び残留熱除去系ポンプ運転（低圧注水モ

ード）の場合は，代替自動減圧機能が自動で作動し発電用

原子炉を減圧する。 

(2) 重大事故等時の対応手段の選択 

重大事故等時の対応手段の選択方法は以下のとおり。対

応手段の選択フローチャートを第1.3－19図に示す。 

自動減圧機能喪失により逃がし安全弁が作動しない場

合，低圧で原子炉注水が可能な系統又は低圧代替注水系に

よる原子炉圧力容器への注水準備が完了し，主復水器が使

用可能であればタービン・バイパス弁により発電用原子炉

を減圧する。主復水器が使用不可能であれば逃がし安全弁

により発電用原子炉を減圧する。また，原子炉水位異常低

下（レベル１）到達10分後及び残留熱除去系（低圧注水

系）ポンプ又は低圧炉心スプレイ系ポンプが運転の場合

は，過渡時自動減圧機能が自動で作動し発電用原子炉を減

圧する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 重大事故等時の対応手段の選択 

重大事故等時の対応手段の選択方法は以下のとおり。対

応手段の選択フローチャートを第 1.3－22図に示す。 

自動減圧系機能喪失により逃がし安全弁が作動しない場

合，低圧で原子炉注水が可能な系統又は代替注水系による

原子炉圧力容器への注水準備が完了し，主復水器が使用可

能であればタービンバイパス弁により発電用原子炉を減圧

する。主復水器が使用不可能であれば逃がし安全弁により

発電用原子炉を減圧する。また，原子炉水位低（レベル

１）到達 10 分後並びに低圧炉心スプレイポンプ運転又は原

子炉水位低（レベル１）到達 10 分後並びに残留熱除去ポン

プ運転（低圧注水モード）の場合は代替自動減圧機能が自

動で作動し発電用原子炉を減圧する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

⑪の相違 
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1.3.2.2 サポート系故障時の対応手順 

(1) 常設直流電源系統喪失時の減圧 

a. 可搬型直流電源設備による逃がし安全弁（自動減圧機能

なし）開放 

常設直流電源系統喪失により逃がし安全弁の減圧機能が

喪失した場合，可搬型直流電源設備により逃がし安全弁

（自動減圧機能なし）の作動に必要な直流電源を確保し，

逃がし安全弁（自動減圧機能なし） を開放して発電用原子

炉を減圧する。なお，可搬型直流電源設備による直流電源

の供給準備が整うまでの期間は，常設代替直流電源設備に

て逃がし安全弁（自動減圧機能なし）の作動に必要な直流

電源を確保し，逃がし安全弁（自動減圧機能なし）を開放

して発電用原子炉を減圧する。 

 

 

 

発電用原子炉の減圧状況の確認については，中央制御室

又は原子炉建屋地下 1 階計装ラック室（管理区域）にて確

認が可能であるため，いずれかの計器で確認する。  

1.3.2.2 サポート系故障時の対応手順 

(1) 常設直流電源系統喪失時の減圧 

ａ．可搬型代替直流電源設備による逃がし安全弁（自動減

圧機能）開放 

常設直流電源系統喪失により逃がし安全弁の減圧機能

が喪失した場合，可搬型代替直流電源設備として使用す

る可搬型代替低圧電源車及び可搬型整流器により逃がし

安全弁（自動減圧機能）の作動に必要な直流電源を確保

し，逃がし安全弁（自動減圧機能）を開放して発電用原

子炉を減圧する。なお，可搬型代替直流電源設備として

使用する可搬型代替低圧電源車及び可搬型整流器による

直流電源の供給準備が整うまでの期間は，常設代替直流

電源設備として使用する緊急用125V系蓄電池にて逃がし

安全弁（自動減圧機能）の作動に必要な直流電源を確保

し，逃がし安全弁（自動減圧機能）を開放して発電用原

子炉を減圧する。 

発電用原子炉の減圧状況の確認については，中央制御

室の計器にて確認が可能である。 

 

 

1.3.2.2 サポート系故障時の対応手順 

(1) 常設直流電源系統喪失時の減圧 

ａ．可搬型直流電源設備による逃がし安全弁開放 

 

常設直流電源系統喪失により逃がし安全弁の減圧機能

が喪失した場合，可搬型直流電源設備として使用する高

圧発電機車及びＳＡ用115V系充電器により逃がし安全弁

の作動に必要な直流電源を確保し，逃がし安全弁を開放

して，発電用原子炉を減圧する。なお，可搬型直流電源

設備として使用する高圧発電機車及びＳＡ用115V系充電

器による直流電源の供給準備が整うまでの期間は，常設

代替直流電源設備として使用するＳＡ用115V系蓄電池に

て逃がし安全弁の作動に必要な直流電源を確保し，逃が

し安全弁を開放して発電用原子炉を減圧する。 

 

 

発電用原子炉の減圧状況の確認については，補助盤室

又は原子炉棟地上１階計装ラック(管理区域)にて確認が

可能であるため，いずれかの計器で確認する。 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

①の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

操作箇所の相違 

・設備の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，現場

での減圧状況確認を考

慮（以下，㉓の相違） 

(a) 手順着手の判断基準 

常設直流電源系統喪失により逃がし安全弁を中央制御

室から遠隔操作できない状態において，以下の条件が全

て成立した場合。 

 

 

 

 

 

・炉心損傷前の発電用原子炉の減圧は，低圧注水系 1 

系以上又は低圧代替注水系（常設）のポンプ 2 台以

上若しくは代替注水系 2 系以上の起動※1 により原

子炉圧力容器への注水手段が確保されている場合。

炉心損傷後の発電用原子炉の減圧は，高圧注水系が

使用できない場合で，低圧注水系 1 系※2 以上が使

(a) 手順着手の判断基準 

常設直流電源系統喪失により逃がし安全弁を中央制

御室から遠隔操作できない状態において，以下の条件

が全て成立した場合。 

 

 

 

 

 

・炉心損傷前の発電用原子炉の減圧は，低圧で原子

炉注水が可能な系統又は低圧代替注水系のうち1

系統以上の起動※１により原子炉圧力容器への注水

手段が確保されている場合。炉心損傷後の発電用

原子炉の減圧は，高圧注水系統が使用できない場

合で，低圧注水系統1系※２以上が使用可能である

(a) 手順着手の判断基準 

常設直流電源系統喪失により逃がし安全弁を中央制

御室から遠隔操作できない状態又は全交流動力電源喪

失時に，原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧する際に

直流電源の切替が必要な状態において，以下の条件が

すべて成立した場合。 

 

 

 

・炉心損傷前の発電用原子炉の減圧は，低圧で原子炉

注水が可能な系統又は代替注水系のうち１系統以上

の起動※１により原子炉圧力容器への注水手段が確保

されている場合。炉心損傷後の発電用原子炉の減圧

は，高圧注水系が使用できない場合で，低圧注水系

統１系※２以上が使用可能である場合，又は原子炉圧

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，全交流

動力電源喪失発生８時間

後の対応（有効性評価

「 全 交 流 動 力 電源 喪

失」）を想定 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7】 

⑩の相違 
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用可能である場合，又は原子炉圧力容器内の水位が

規定水位（有効燃料棒底部から有効燃料棒の長さの

10%上の位置）に到達した場合。 

・逃がし安全弁（自動減圧機能なし）作動用の窒素ガ

スが確保されている場合。 

 

・逃がし安全弁（自動減圧機能なし）の作動に必要な

直流電源を常設代替直流電源設備から給電可能な場

合。 

※ 1:「低圧注水系 1 系以上又は低圧代替注水系（常

設）のポンプ 2 台以上若しくは代替注水系 2 系

以上の起動」とは，原子炉冷却材圧力バウンダ

リ低圧時での注水が可能な系統である高圧炉心

注水系， 残留熱除去系（低圧注水モード）及

び給水・復水系のうち 1 系以上起動すること，

また，それができない場合は低圧代替注水系

（常設）のポンプ 2 台以上起動，若しくは低圧

代替注水系（常設），消火系及び低圧代替注水

系（可搬型）のうち 2 系以上起動することをい

う。 

 

なお，原子炉格納容器パラメータ又は原子炉圧力

容器内の水位が規定値に到達した場合は，低圧代

替注水系（常設）のポンプ 1 台又は代替注水系１

系のみの起動であっても発電用原子炉の減圧を行

う。 

場合，又は原子炉圧力容器内の水位が規定水位

（燃料有効長底部から燃料有効長の20％高い位

置）に到達した場合。 

・逃がし安全弁（自動減圧機能）作動用の窒素が確

保されている場合。 

 

・逃がし安全弁（自動減圧機能）の作動に必要な直

流電源を常設代替直流電源設備から給電可能な場

合。 

※1：「低圧で原子炉注水が可能な系統又は低圧代替注

水系のうち1系統以上の起動」とは，原子炉冷却

材圧力バウンダリ低圧時での注水が可能な系統で

ある高圧炉心スプレイ系，低圧炉心スプレイ系，

残留熱除去系（低圧注水系）及び給水・復水系の

うち1系統以上起動すること，また，それができ

ない場合は低圧代替注水系（常設），代替循環冷

却系，消火系，補給水系及び低圧代替注水系（可

搬型）のうち1系統以上起動することをいう。 

 

力容器内の水位が規定水位（燃料棒有効長底部より

燃料棒有効長の20％高い位置）に到達した場合。 

 

・逃がし安全弁作動用の窒素ガスが確保されている場

合。 

 

・逃がし安全弁の作動に必要な直流電源を常設代替直

流電源設備から給電可能な場合。 

 

※１：「低圧で原子炉注水が可能な系統又は代替注水

系のうち１系統以上の起動」とは，原子炉冷却

材圧力バウンダリ低圧時での注水が可能な系統

である高圧炉心スプレイ系，低圧炉心スプレイ

系，残留熱除去系（低圧注水モード）及び給

水・復水系のうち１系統以上起動すること，ま

た，それができない場合は低圧原子炉代替注水

系（常設），復水輸送系，消火系及び低圧原子

炉代替注水系（可搬型）のうち１系統以上起動

することをいう。 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

③の相違 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

①の相違 

・運用の相違 

【柏崎 6/7】 

⑩の相違 

・設備の相違  

【柏崎 6/7】 

⑪の相違 

・運用の相違 

【柏崎 6/7】 

⑩の相違 

・設備の相違 

【東海第二】 

⑲の相違，⑳の相違 

・運用の相違 

【柏崎 6/7】 

⑩の相違 

※ 2:「低圧注水系 1 系」とは，残留熱除去系（低圧

注水モード），給水・復水系，低圧代替注水系

（常設），消火系又は低圧代替注水系（可搬

型）のいずれか 1系をいう。 

※2：「低圧注水系統1系」とは，低圧炉心スプレイ

系，残留熱除去系（低圧注水系），給水・復水

系，低圧代替注水系（常設），代替循環冷却系，

消火系，補給水系又は低圧代替注水系（可搬型）

のいずれか1系をいう。 

 

※２：「低圧注水系統１系」とは低圧炉心スプレイ

系，残留熱除去系（低圧注水モード），低圧原

子炉代替注水系（常設），復水輸送系，消火系

又は低圧原子炉代替注水系（可搬型）のいずれ

か１系をいう。 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

⑪の相違 

・運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

㉑の相違 

・設備の相違 

【東海第二】 

⑲の相違，⑳の相違 

(b) 操作手順 

可搬型直流電源設備による逃がし安全弁（自動減圧

機能なし）開放手順の概要は以下のとおり。手順の対

応フローを第 1.3.3 図に，概要図を第 1.3.5 図に， タ

(b) 操作手順 

可搬型代替直流電源設備による逃がし安全弁（自動

減圧機能）開放手順の概要は以下のとおり。手順の対

応フローを第1.3－3図に，概要図を第1.3－6図に，タ

(b) 操作手順 

可搬型直流電源設備による逃がし安全弁開放手順の

概要は以下のとおり。手順の対応フローを第 1.3－3 図

に，概要図を第 1.3－7 図に，タイムチャートを第 1.3

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】

①の相違 
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イムチャートを第 1.3.6図に示す。 イムチャートを第1.3－7図に示す。 －8図に示す。 

① 当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，運

転員に可搬型直流電源設備による逃がし安全弁

（自動減圧機能なし）開放の準備開始を指示す

る。 

①発電長は，手順着手の判断基準に基づき，運転員

等に可搬型代替直流電源設備として使用する可搬

型代替低圧電源車及び可搬型整流器による逃がし

安全弁（自動減圧機能）開放の準備開始を指示す

る。 

①当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，運転

員に可搬型直流電源設備として使用する高圧発電

機車及びＳＡ用 115V系充電器による逃がし安全

弁開放の準備開始を指示する。 

・体制の相違 

【東海第二】 

㉒の相違 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】

①の相違 

② 当直長は，当直副長からの依頼に基づき，緊急

時対策本部に可搬型直流電源設備による直流電源

の復旧を依頼する。 

 

③ 当直副長は，可搬型直流電源設備による直流電

源の復旧が完了するまでの間，逃がし安全弁によ

り発電用原子炉を減圧するため，運転員に常設代

替直流電源設備による逃がし安全弁(自動減圧機

能なし)開放の準備開始を指示する。 

 

 

［逃がし安全弁の駆動源（電源）確保及び開放操

作］ 

④ a［中央制御室にて原子炉圧力容器内の圧力を確

認する場合］ 

中央制御室運転員 A 及び B は，中央制御室の

ATWS/RPT 盤に原子炉圧力（可搬計測器）を接続

し， 原子炉圧力容器内の圧力を確認する。 

［現場にて原子炉圧力容器内の圧力を確認する場

合］ 

現場運転員 C 及び D は，原子炉建屋地下 1 階計装

ラック室（管理区域）の原子炉圧力（現場計器） 

にて原子炉圧力容器内の圧力を確認する。 

②発電長は，災害対策本部長代理に可搬型代替直流

電源設備として使用する可搬型代替低圧電源車及

び可搬型整流器による直流電源の復旧を依頼す

る。 

③発電長は，可搬型代替直流電源設備として使用す

る可搬型代替低圧電源車及び可搬型整流器による

直流電源の復旧が完了するまでの間，逃がし安全

弁により発電用原子炉を減圧するため，運転員等

に常設代替直流電源設備として使用する緊急用

125V系蓄電池による逃がし安全弁（自動減圧機

能）開放の準備開始を指示する。 

 

 

 

 

④運転員等は中央制御室にて，原子炉圧力の計器端

子台に可搬型計測器を接続し，原子炉圧力容器内

の圧力を確認する。 

 

②当直長は，当直副長からの依頼に基づき，緊急時対

策本部に可搬型直流電源設備として使用する高圧

発電機車及びＳＡ用 115V 系充電器による直流電

源の復旧を依頼する。 

③当直副長は，可搬型直流電源設備として使用する

高圧発電機車及びＳＡ用 115V 系充電器による直

流電源の復旧が完了するまでの間，逃がし安全弁

により発電用原子炉を減圧するため，運転員に常

設代替直流電源設備として使用するＳＡ用 115V

系蓄電池による逃がし安全弁開放の準備開始を指

示する。 

 

 

④[補助盤室にて原子炉圧力容器内の圧力を確認す

る場合] 

現場運転員Ｂ及びＣは，補助盤室の原子炉プロセ

ス計測盤に，原子炉圧力（可搬型計測器）を接続

し，原子炉圧力容器内の圧力を確認する。 

[現場にて原子炉圧力容器内の圧力を確認する場

合] 

現場運転員Ｄ及びＥは，原子炉棟地上１階計装ラ

ック（管理区域）の原子炉圧力（現場計器）にて

原子炉圧力容器内の圧力を確認する。 

 

 

 

 

・体制の相違 

【東海第二】 

㉒の相違 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

①の相違 

 

 

 

・体制及び設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

操作箇所及び対応要

員の相違 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

㉓の相違 

⑤ a 中央制御室運転員 A 及び B は，中央制御室の AM 

用切替装置（SRV）で，125V DC 分電盤側の逃がし

安全弁用供給電源 NFB を開放し，125V AM 分電盤

側の逃がし安全弁用供給電源 NFB を投入し，当直

副長に常設代替直流電源設備による逃がし安全弁

（自動減圧機能なし）開放の準備完了を報告す

る。 

 

 

⑤運転員等は中央制御室にて，緊急用電源切替盤で

逃がし安全弁の制御回路電源を所内常設直流電源

設備から常設代替直流電源設備として使用する緊

急用125V系蓄電池への切替えを実施し，発電長に

常設代替直流電源設備として使用する緊急用125V

系蓄電池による逃がし安全弁（自動減圧機能）開

放の準備完了を報告する。 

 

 

⑤現場運転員Ｂ及びＣは，補助盤室のＳＲＶ用電源

切替盤で，逃がし安全弁の制御回路電源を所内常

設蓄電池式直流電源設備から常設代替直流電源設

備として使用するＳＡ用 115V 系蓄電池への切替

えを実施し，当直副長に常設代替直流電源設備と

して使用するＳＡ用 115V 系蓄電池による逃がし

安全弁開放の準備完了を報告する。 

 

 

・体制及び設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

操作箇所及び対応要

員の相違 

・体制の相違 

【東海第二】 

㉒の相違 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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⑥ a 当直副長は，中央制御室運転員に常設代替直流

電源設備による逃がし安全弁（自動減圧機能な

し）開放を指示する。 

 

 

 

⑦a当直副長は，中央制御室にて原子炉圧力容器内の

圧力を確認する場合は中央制御室運転員に，現場

にて原子炉圧力容器内の圧力を確認する場合は現

場運転員に発電用原子炉の減圧状況の確認を指示

する。 

⑧ a 中央制御室運転員 A 及び B は，逃がし安全弁

（自動減圧機能なし）を手動で開操作し，発電用

原子炉の減圧を開始する。 

 

⑥発電長は，運転員等に常設代替直流電源設備とし

て使用する緊急用125V系蓄電池による逃がし安全

弁（自動減圧機能）の開放を指示する。 

 

 

 

⑦発電長は，原子炉圧力容器内の圧力を確認する場

合は運転員等に，発電用原子炉の減圧状況の確認

を指示する。 

 

 

⑧運転員等は中央制御室にて，逃がし安全弁（自動

減圧機能）を手動で開操作し，発電用原子炉の減

圧を開始する。 

 

⑥当直副長は，中央制御室運転員に常設代替直流電

源設備として使用するＳＡ用 115V 系蓄電池によ

る逃がし安全弁の開放を指示する。 

 

 

 

⑦当直副長は，原子炉圧力容器内の圧力を確認する

場合は現場運転員に，発電用原子炉の減圧状況の

確認を指示する。 

 

 

⑧中央制御室運転員Ａは，逃がし安全弁を手動で開

操作し，発電用原子炉の減圧を開始する。 

①の相違 

・体制の相違 

【東海第二】 

㉒の相違 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

①の相違 

・体制の相違 

【東海第二】 

 ㉒の相違 

 

 

・体制の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，操作

者の１名を記載。柏崎

6/7 は，操作者及び確認

者の２名を記載（以

下，㉔の相違） 

⑨ a［中央制御室にて原子炉圧力容器内の圧力を確

認する場合］ 

中央制御室運転員 A 及び B は，発電用原子炉の減

圧が開始されたことを中央制御室の ATWS/RPT 盤

に接続した原子炉圧力（可搬計測器）指示値の低

下により確認し，当直副長並びに現場運転員 C，

D，E 及び F に報告するとともに，原子炉圧力容

器内の圧力が逃がし安全弁による減圧完了圧力と

なるまで継続監視する。 

 

［現場にて原子炉圧力容器内の圧力を確認する場

合］ 

現場運転員 C 及び D は，発電用原子炉の減圧が

開始されたことを原子炉建屋地下 1 階計装ラック

室（管理区域）の原子炉圧力（現場計器）指示値

の低下により確認し，当直副長並びに現場運転員

E 及び F に報告するとともに，原子炉圧力容器内

の圧力が逃がし安全弁による減圧完了圧力となる

まで継続監視する。 

⑩ a 中央制御室運転員 A 及び B，又は現場運転員 C 

 

 

⑨運転員等は中央制御室にて，発電用原子炉の減圧

が開始されたことを，接続した可搬型計測器の原

子炉圧力指示値の低下により確認し，発電長に報

告する。 

 

⑨[補助盤室にて原子炉圧力容器内の圧力を確認す

る場合] 

現場運転員Ｂ及びＣは，発電用原子炉の減圧が開

始されたことを補助盤室の原子炉プロセス計測盤

に接続した原子炉圧力（可搬型計測器）指示値の

低下により確認し，当直副長に報告するととも

に，原子炉圧力容器内の圧力が逃がし安全弁によ

る減圧完了圧力となるまで継続監視する。 

 

 

[現場にて原子炉圧力容器内の圧力を確認する場

合] 

現場運転員Ｄ及びＥは，発電用原子炉の減圧が開

始されたことを原子炉棟地上１階計装ラック（管

理区域）の原子炉圧力（現場計器）指示値の低下

により確認し，当直副長に報告するとともに，原

子炉圧力容器内の圧力が逃がし安全弁による減圧

完了圧力となるまで継続監視する。 

 

⑩現場運転員Ｂ及びＣ又は現場運転員Ｄ及びＥは，

・体制及び設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

操作箇所及び対応要

員の相違 

・体制の相違 

【東海第二】 

㉒の相違 

・体制の相違 

【柏崎 6/7】 

報告箇所の相違 

・設備の相違 

【東海第二】 

㉓の相違 

 

 

・体制の相違 

【柏崎 6/7】 

報告箇所の相違 

 

・体制及び設備の相違 

1.3-35



   

 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉（2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

及び D は，原子炉圧力容器内の圧力が逃がし安全

弁による減圧完了圧力となったことを確認し， 

当直副長に発電用原子炉の減圧が完了したことを

報告する。 

原子炉圧力容器内の圧力が逃がし安全弁による減

圧完了圧力となったことを確認し，当直副長へ発

電用原子炉の減圧が完了したことを報告する。 

【柏崎 6/7】 

操作箇所及び対応要

員の相違 

［ 逃がし安全弁の開保持用の駆動源（高圧窒素ガ

ス） 確保操作］ 

④ b 現場運転員 C 及び D は，常設代替直流電源設

備による逃がし安全弁（自動減圧機能なし）開放

の系統構成として， 高圧窒素ガス供給系常用窒

素ガス供給止め弁の全閉操作を実施する。 

なお， 高圧窒素ガス供給系常用窒素ガス供給止

め弁の操作場所は原子炉建屋原子炉区域であり， 

事象の進展によりアクセス困難となった場合は，

全閉操作は実施しない。 

⑤ b 現場運転員 E 及び F は，常設代替直流電源設備

による逃がし安全弁（自動減圧機能なし）開放の

系統構成として， 高圧窒素ガス供給系常用･非常

用窒素ガス連絡弁(A)，(B)の全開操作及び高圧窒

素ガス供給系非常用窒素ガス(A)，(B)供給弁の全

開操作を実施する。 

⑥ b 現場運転員 E 及び F は，原子炉建屋地上 4 階北

西通路，南西通路にて，窒素ガスボンベ出口圧力

指示値が規定値以上であることを確認し，高圧窒

素ガス供給系非常用窒素ガス(A)，(B)供給弁の全

閉操作を実施する。 

  ・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

⑰の相違 

(c) 操作の成立性 

上記の操作は，1 ユニット当たり中央制御室運転員 2 

名（操作者及び確認者），現場運転員 4 名にて作業を

実施した場合，作業開始を判断してから常設代替直流

電源設備による逃がし安全弁（自動減圧機能なし）開

放まで約 35分で可能である。 

 

 

 

また，可搬型直流電源設備に関する操作の成立性は

「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整理する。 

 

円滑に作業できるように，移動経路を確保し，防護

具，照明及び通信連絡設備を整備する。また，速やか

(c) 操作の成立性 

上記の操作は，中央制御室対応を運転員等（当直運

転員）2名にて作業を実施した場合，作業開始を判断し

てから常設代替直流電源設備による逃がし安全弁（自

動減圧機能）開放まで21分以内で可能である。 

 

 

 

 

また，可搬型代替直流電源設備に関する操作の成立

性は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整理す

る。 

 

 

(c) 操作の成立性 

上記の操作は，中央制御室運転員１名，現場運転員

４名にて作業を実施した場合，作業開始を判断してか

ら常設代替直流電源設備による逃がし安全弁開放まで

40分以内で可能である。 

 

 

 

 

また，可搬型直流電源設備に関する操作の成立性は

「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整理する。 

 

円滑に作業できるように，移動経路を確保し，防護

具，照明及び通信連絡設備を整備する。また，速やか

 

・体制及び運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

設備構成，対応する

要員及び所要時間の相

違（以下，㉕の相違） 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

①の相違 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二】 
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に作業が開始できるよう，使用する資機材は作業場所

近傍に配備する。室温は通常運転時と同程度である。 

（ 添付資料 1.3.3－1） 

 

 

 

 

に作業が開始できるよう，使用する資機材は作業場所

近傍に配備する。室温は通常運転時と同程度である。 

(添付資料 1.3.4－1) 

島根２号炉は，現場

作業を実施することか

ら成立性を記載 

b.逃がし安全弁用可搬型蓄電池による逃がし安全弁（自動

減圧機能付き）開放 

常設直流電源系統喪失により逃がし安全弁の減圧機能が

喪失した場合，現場多重伝送盤にて逃がし安全弁（自動減

圧機能付き）の作動回路に逃がし安全弁用可搬型蓄電池を

接続し，逃がし安全弁（自動減圧機能付き）を開放して発

電用原子炉を減圧する。 

 

 

発電用原子炉の減圧状況の確認については，中央制御室

又は原子炉建屋地下 1 階計装ラック室（管理区域）にて確

認が可能であるため，いずれかの計器で確認する。 

ｂ．逃がし安全弁用可搬型蓄電池による逃がし安全弁（自

動減圧機能）開放 

常設直流電源系統喪失により逃がし安全弁の減圧機能

が喪失した場合，中央制御室にて逃がし安全弁（自動減

圧機能）の作動回路に逃がし安全弁用可搬型蓄電池を接

続し，逃がし安全弁（自動減圧機能）を開放して発電用

原子炉を減圧する。 

 

 

発電用原子炉の減圧状況の確認については，中央制御

室の計器にて確認が可能である。 

 

ｂ．主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室）による逃が

し安全弁開放 

常設直流電源系統喪失により逃がし安全弁の減圧機能

が喪失した場合，補助盤室にて逃がし安全弁の作動回路

に主蒸気逃がし安全弁用蓄電池を接続し，逃がし安全弁

を開放して発電用原子炉を減圧する。 

 

 

 

発電用原子炉の減圧状況の確認については，補助盤室

又は原子炉棟地上１階計装ラック（管理区域）にて確認

が可能であるため，いずれかの計器で確認する。 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

①の相違 

・設備の相違 

【東海第二】 

操作箇所の相違 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

①の相違 

・設備の相違 

【東海第二】 

操作箇所の相違 

・設備の相違 

【東海第二】 

㉓の相違 

(a) 手順着手の判断基準 

常設直流電源系統喪失により逃がし安全弁を中央制

御室から遠隔操作できない状態において，以下の条件

が全て成立した場合。 

・炉心損傷前の発電用原子炉の減圧は，低圧注水系

1 系以上又は低圧代替注水系（常設）のポンプ 2

台以上若しくは代替注水系 2 系以上の起動※ 1 に

より原子炉圧力容器への注水手段が確保されてい

る場合。炉心損傷後の発電用原子炉の減圧は， 

高圧注水系が使用できない場合で，低圧注水系 1 

系※ 2 以上が使用可能である場合，又は原子炉圧

力容器内の水位が規定水位（有効燃料棒底部から

有効燃料棒の長さの 10%上の位置）に到達した場

合。 

・逃がし安全弁（自動減圧機能付き）作動用の窒素

ガスが確保されている場合。 

 

※1:「低圧注水系 1 系以上又は低圧代替注水系（常

設）のポンプ 2 台以上若しくは代替注水系 2 系

以上の起動」とは，原子炉冷却材圧力バウンダ

(a) 手順着手の判断基準 

常設直流電源系統喪失により逃がし安全弁を中央制

御室から遠隔操作ができない状態において，以下の条

件が全て成立した場合。 

・炉心損傷前の発電用原子炉の減圧は，低圧で原子

炉注水が可能な系統又は低圧代替注水系のうち1

系統以上の起動※１により原子炉圧力容器への注水

手段が確保されている場合。炉心損傷後の発電用

原子炉の減圧は，高圧注水系統が使用できない場

合で，低圧注水系統1系※２以上が使用可能である

場合，又は原子炉圧力容器内の水位が規定水位

（燃料有効長底部から燃料有効長の20％高い位

置）に到達した場合。 

 

・逃がし安全弁（自動減圧機能）作動用の窒素が確

保されている場合。 

 

※1：「低圧で原子炉注水が可能な系統又は低圧代

替注水系のうち1系統以上の起動」とは，原子

炉冷却材圧力バウンダリ低圧時での注水が可

(a) 手順着手の判断基準 

常設直流電源系統喪失により逃がし安全弁を中央制

御室から遠隔操作できない状態において，以下の条件

がすべて成立した場合。 

・炉心損傷前の発電用原子炉の減圧は，低圧で原子炉

注水が可能な系統又は代替注水系のうち１系統以上

の起動※１により原子炉圧力容器への注水手段が確保

されている場合。炉心損傷後の発電用原子炉の減圧

は，高圧注水系が使用できない場合で，低圧注水系

統１系※２以上が使用可能である場合，又は原子炉圧

力容器内の水位が規定水位（燃料棒有効長底部より

燃料棒有効長の20％高い位置）に到達した場合。 

 

 

・逃がし安全弁作動用窒素ガスが確保されている場

合。 

 

※１：「低圧で原子炉注水が可能な系統又は代替注水

系のうち１系統以上の起動」とは，原子炉冷却

材圧力バウンダリ低圧時での注水が可能な系統

 

 

 

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7】 

⑩の相違 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

③の相違 

・運用の相違 

【柏崎 6/7】 

⑩の相違 
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リ低圧時での注水が可能な系統である高圧炉心

注水系，残留熱除去系（低圧注水モード）及び

給水・復水系のうち 1 系以上起動すること，ま

た，それができない場合は低圧代替注水系（常

設）のポンプ 2 台以上起動，若しくは低圧代替

注水系（常設），消火系及び低圧代替注水系

（可搬型）のうち 2 系以上起動することをい

う。 

なお，原子炉格納容器パラメータ又は原子炉圧

力容器内の水位が規定値に到達した場合は，低

圧代替注水系（常設）のポンプ 1 台又は代替注

水系 1 系のみの起動であっても発電用原子炉の

減圧を行う。 

（添付資料 1.3.7） 

※2:「低圧注水系 1 系」とは， 残留熱除去系（低

圧注水モード），給水・復水系，低圧代替注水

系（常設），消火系又は低圧代替注水系（可搬

型）のいずれか 1系をいう。 

能な系統である高圧炉心スプレイ系，低圧炉

心スプレイ系，残留熱除去系（低圧注水系）

及び給水・復水系のうち1系統以上起動するこ

と，また，それができない場合は低圧代替注

水系（常設），代替循環冷却系，消火系，補

給水系及び低圧代替注水系（可搬型）のうち1

系統以上起動することをいう。 

 

 

 

 

 

 

 

※2：「低圧注水系統 1系」とは，低圧炉心スプレイ

系，残留熱除去系（低圧注水系），給水・復水

系，低圧代替注水系（常設），代替循環冷却系，

消火系，補給水系又は低圧代替注水系（可搬型）

のいずれか 1系をいう。 

 

である高圧炉心スプレイ系，低圧炉心スプレイ

系，残留熱除去系（低圧注水モード）及び給

水・復水系のうち１系統以上起動すること，ま

た，それができない場合は低圧原子炉代替注水

系（常設），復水輸送系，消火系及び低圧原子

炉代替注水系（可搬型）のうち１系統以上起動

することをいう。 

 

 

 

 

 

 

 

※２：「低圧注水系統１系」とは，低圧炉心スプレイ

系，残留熱除去系（低圧注水モード），低圧原

子炉代替注水系（常設），復水輸送系，消火系

又は低圧原子炉代替注水系（可搬型）のいずれ

か１系をいう。 

⑪の相違 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

⑲の相違 

⑳の相違 

・運用の相違 

【柏崎 6/7】 

⑩の相違 

 

 

 

・設備の相違  

【柏崎 6/7】 

⑪の相違 

・運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

㉑の相違 

・設備の相違 

【東海第二】 

⑲の相違 

⑳の相違 

(b) 操作手順 

逃がし安全弁用可搬型蓄電池による逃がし安全弁

（自動減圧機能付き）開放手順の概要は以下のとお

り。手順の対応フローを第 1.3.3 図に，概要図を第

1.3.7図に，タイムチャートを第 1.3.8図に示す。 

(b) 操作手順 

逃がし安全弁用可搬型蓄電池による逃がし安全弁機

能（自動減圧機能）開放手順の概要は以下のとおり。

手順の対応フローを第1.3－3図に，概要図を第1.3－8

図に，タイムチャートを第1.3－9図に示す。 

 

(b) 操作手順 

主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室）による逃

がし安全弁開放手順の概要は以下のとおり。手順の対

応フローを第 1.3－3 図及び第 1.3－6 図に，概要図を

第 1.3－9 図に，タイムチャートを第 1.3－10 図に示

す。 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

①の相違 

① 当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，運

転員に逃がし安全弁用可搬型蓄電池による逃がし

安全弁（自動減圧機能付き）開放の準備開始を指

示する。 

 

 

 

 

 

①発電長は，手順着手の判断基準に基づき，運転員

等に逃がし安全弁用可搬型蓄電池による逃がし安

全弁（自動減圧機能）開放の準備開始を指示す

る。 

 

①当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，当直

長を経由して，緊急時対策本部に主蒸気逃がし安

全弁用蓄電池（補助盤室）による逃がし安全弁開

放の準備を依頼し，運転員に主蒸気逃がし安全弁

用蓄電池（補助盤室）による逃がし安全弁開放の

準備開始を指示する。 

 

 

 

・体制の相違 

【東海第二】 

㉒の相違 

・体制の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，緊急

時対策要員にて作業を

実施（以下，㉖の相

違） 
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②緊急時対策本部は，当直長からの依頼に基づき，

緊急時対策要員に補助盤室にて逃がし安全弁用蓄

電池を接続することによる原子炉冷却材圧力バウ

ンダリの減圧の準備作業を指示する。 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

①の相違 

・体制の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

㉖の相違 

② ［中央制御室にて原子炉圧力容器内の圧力を確

認する場合］ 

中央制御室運転員 A 及び B は，中央制御室の

ATWS/RPT 盤に原子炉圧力（可搬計測器）を接続

し， 原子炉圧力容器内の圧力を確認する。 

［現場にて原子炉圧力容器内の圧力を確認する場

合］ 

現場運転員 C 及び D は，原子炉建屋地下 1 階計装

ラック室（管理区域）の原子炉圧力（現場計器）

にて原子炉圧力容器内の圧力を確認する。 

 

 

②運転員等は中央制御室にて，原子炉圧力の計器端

子台に可搬型計測器を接続し，原子炉圧力容器内

の圧力を確認する。 

 

③[補助盤室にて原子炉圧力容器内の圧力を確認す

る場合] 

現場運転員Ｂ及びＣは，補助盤室の原子炉プロセ

ス計測盤に，原子炉圧力（可搬型計測器）を接続

し，原子炉圧力容器内の圧力を確認する。 

[現場にて原子炉圧力容器内の圧力を確認する場

合] 

現場運転員Ｄ及びＥは，原子炉棟地上１階計装ラ

ック（管理区域）の原子炉圧力（現場計器）にて

原子炉圧力容器内の圧力を確認する。 

・体制及び設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

操作箇所及び対応要

員の相違 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

㉓の相違 

 

③ 現場運転員 C 及び D は，逃がし安全弁用可搬型

蓄電池による逃がし安全弁（自動減圧機能付き）

開放の系統構成として，高圧窒素ガス供給系常用

窒素ガス供給止め弁の全閉操作を実施する。 

なお，高圧窒素ガス供給系常用窒素ガス供給止め

弁の操作場所は原子炉建屋原子炉区域であり，事

象の進展によりアクセス困難となった場合は，全

閉操作は実施しない。 

④ 現場運転員 E 及び F は，逃がし安全弁用可搬型

蓄電池による逃がし安全弁（自動減圧機能付き）

開放の系統構成として，高圧窒素ガス供給系常

用･非常用窒素ガス連絡弁(A)，(B)の全開操作及

び高圧窒素ガス供給系非常用窒素ガス(A)，(B)供

給弁の全開操作を実施する。 

⑤ 現場運転員 E 及び F は，原子炉建屋地上 4 階北

西通路，南西通路にて，窒素ガスボンベ出口圧力

指示値が規定値以上であり，逃がし安全弁（自動

減圧機能付き）の駆動源が確保されていることを

確認する。 

  

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

⑰の相違 

⑥ 現場運転員 E 及び F は，多重伝送現場盤内の逃

がし安全弁（自動減圧機能付き）作動回路に，逃

がし安全弁用可搬型蓄電池及び仮設ケーブルを接

③運転員等は中央制御室にて，逃がし安全弁作動回

路に逃がし安全弁用可搬型蓄電池及び電源ケーブ

ルを接続し，発電長に逃がし安全弁用可搬型蓄電

④緊急時対策要員は，Ａ，Ｂ－自動減圧継電器盤の

逃がし安全弁作動回路に，主蒸気逃がし安全弁用

蓄電池及び仮設ケーブルを接続し，当直副長に主

・体制の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

㉖の相違 
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続し， 当直副長に逃がし安全弁用可搬型蓄電池

による逃がし安全弁（自動減圧機能付き）開放の

準備完了を報告する。 

池（自動減圧機能）開放の準備完了を報告する。 

 

蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室）による逃

がし安全弁開放の準備完了を報告する。 

・設備の相違 

【東海第二】 

操作箇所の相違 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

①の相違 

・体制の相違 

【東海第二】 

㉒の相違 

⑦ 当直副長は，現場運転員に逃がし安全弁用可搬

型蓄電池による逃がし安全弁（自動減圧機能付

き）の開放を指示する。 

 

 

 

 

 

⑧ 当直副長は，中央制御室にて原子炉圧力容器内

の圧力を確認する場合は中央制御室運転員に，現

場にて原子炉圧力容器内の圧力を確認する場合は

現場運転員に発電用原子炉の減圧状況の確認を指

示する。 

④発電長は，運転員等に逃がし安全弁用可搬型蓄電

池による逃がし安全弁（自動減圧機能）の開放を

指示する。 

 

 

 

 

 

⑤発電長は，原子炉圧力容器内の圧力を確認する場

合は運転員等に，発電用原子炉の減圧状況の確認

を指示する。 

 

⑤当直副長は，中央制御室運転員に主蒸気逃がし安

全弁用蓄電池（補助盤室）による逃がし安全弁の

開放を指示する。 

 

 

 

 

 

⑥当直副長は，原子炉圧力容器内の圧力を確認する

場合は現場運転員に，発電用原子炉の減圧状況の

確認を指示する。 

 

・体制の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，中央

制御室運転員にて操作

を実施 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

①の相違 

・体制の相違 

【東海第二】 

㉒の相違 

 

⑨ 現場運転員 E 及び F は，多重伝送現場盤に接続

した逃がし安全弁用可搬型蓄電池の操作により逃

がし安全弁（自動減圧機能付き）を開放し，発電

用原子炉の減圧を開始する。 

⑩ ［中央制御室にて原子炉圧力容器内の圧力を確

認する場合］ 

中央制御室運転員 A 及び B は，発電用原子炉の減

圧が開始されたことを中央制御室の ATWS/RPT 盤

に接続した原子炉圧力（可搬計測器）指示値の低

下により確認し，当直副長並びに現場運転員 C，

D，E 及び F に報告するとともに，原子炉圧力容

器内の圧力が逃がし安全弁による減圧完了圧力と

なるまで継続監視する。 

 

 

 

 

⑥運転員等は中央制御室にて，接続した逃がし安全

弁用可搬型蓄電池の操作により逃がし安全弁（自

動減圧機能）を開放し，発電用原子炉の減圧を開

始する。 

 

 

⑦運転員等は中央制御室にて，発電用原子炉の減圧

が開始されたことを接続した可搬型計測器の原子

炉圧力指示値の低下により確認し，発電長に報告

する。 

 

⑦中央制御室運転員Ａは，手動により逃がし安全弁

を開放し，発電用原子炉の減圧を開始する。 

 

 

⑧[補助盤室にて原子炉圧力容器内の圧力を確認す

る場合] 

現場運転員Ｂ及びＣは，発電用原子炉の減圧が開

始されたことを補助盤室の原子炉プロセス計測盤

に接続した原子炉圧力（可搬型計測器）指示値の

低下により確認し，当直副長に報告するととも

に，原子炉圧力容器内の圧力が逃がし安全弁によ

る減圧完了圧力となるまで継続監視する。 

 

 

 

 

 

・体制及び設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

操作箇所及び操作内

容の相違 

・体制及び設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

操作箇所及び対応要

員の相違 

・体制の相違 

【東海第二】 

㉒の相違 

【柏崎 6/7】 

報告箇所の相違 

・記載表現の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，減圧

完了確認を記載 
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［現場にて原子炉圧力容器内の圧力を確認する場

合］ 

現場運転員 C 及び D は，発電用原子炉の減圧が開

始されたことを原子炉建屋地下 1 階計装ラック室

（管理区域）の原子炉圧力（現場計器）指示値の

低下により確認し，当直副長並びに現場運転員 E

及び F に報告するとともに，原子炉圧力容器内の

圧力が逃がし安全弁による減圧完了圧力となるま

で継続監視する。 

⑪ 現場運転員 E 及び F は， 原子炉建屋地上 4 階北

西通路，南西通路にて，窒素ガスボンベ出口圧力

指示値が規定値以上であることを確認し，高圧窒

素ガス供給系非常用窒素ガス(A)，(B)供給弁の全

閉操作を実施する。 

⑫ 中央制御室運転員 A 及び B，又は現場運転員 C 及

び D は，原子炉圧力容器内の圧力が逃がし安全弁

による減圧完了圧力となったことを確認し，当直

副長に発電用原子炉の減圧が完了したことを報告

する。 

[現場にて原子炉圧力容器内の圧力を確認する場

合] 

現場運転員Ｄ及びＥは，発電用原子炉の減圧が開

始されたことを原子炉棟地上１階計装ラック（管

理区域）の原子炉圧力（現場計器）指示値の低下

により確認し，当直副長に報告するとともに，原

子炉圧力容器内の圧力が逃がし安全弁による減圧

完了圧力となるまで継続監視する。 

 

 

 

 

 

 

⑨現場運転員Ｂ及びＣ又は現場運転員Ｄ及びＥは，

原子炉圧力容器内の圧力が逃がし安全弁による減

圧完了圧力となったことを確認し，当直副長に発

電用原子炉の減圧が完了したことを報告する。 

・設備の相違 

【東海第二】 

㉓の相違 

 

 

・体制の相違 

【柏崎 6/7】 

報告箇所の相違 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

⑰の相違 

 

 

・体制及び設備の相違 

【柏崎 6/7】 

操作箇所及び対応要

員の相違 

・記載表現の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，減圧

完了確認を記載 

(c) 操作の成立性 

上記の操作は，1 ユニット当たり中央制御室運転員 2 

名（操作者及び確認者），現場運転員 4 名にて作業を

実施した場合，作業開始を判断してから逃がし安全弁

用可搬型蓄電池による逃がし安全弁（自動減圧機能付

き）開放まで約 55分で可能である。 

 

円滑に作業できるように，移動経路を確保し，防護

具，照明及び通信連絡設備を整備する。また，速やか

に作業が開始できるよう，使用する資機材は作業場所

近傍に配備する。室温は通常運転時と同程度である。 

（添付資料 1.3.3－2） 

(c) 操作の成立性 

上記の操作は，中央制御室対応を運転員等（当直運

転員）1名にて実施した場合，作業開始を判断してから

逃がし安全弁用可搬型蓄電池による逃がし安全弁（自

動減圧機能）開放まで55分以内で可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c) 操作の成立性 

上記の操作は，中央制御室運転員１名，現場運転員

４名，緊急時対策要員２名にて作業を実施した場合，

作業開始を判断してから主蒸気逃がし安全弁用蓄電池

（補助盤室）による逃がし安全弁開まで１時間 20 分以

内で可能である。 

 

円滑に作業ができるように，移動経路を確保し，防

護具，照明及び通信連絡設備を整備する。また，速や

かに作業が開始できるよう，使用する資機材は作業場

所近傍に配備する。室温は通常運転時と同程度であ

る。 

（添付資料 1.3.4－2） 

 

・体制及び運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

㉕の相違 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

①の相違 

・設備の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，現場

作業を実施することか

ら成立性を記載 
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 (2) 逃がし安全弁の作動に必要な窒素喪失時の減圧 

ｂ．可搬型窒素供給装置（小型）による逃がし安全弁（自

動減圧機能）駆動源確保 

非常用窒素供給系高圧窒素ボンベから供給している期

間において，非常用窒素供給系高圧窒素ボンベ圧力が低

下した場合，可搬型窒素供給装置（小型）からの供給に

切り替えて逃がし安全弁（自動減圧機能）の駆動源を確

保する。 

(a) 手順着手の判断基準 

非常用窒素供給系高圧窒素ボンベから逃がし安全弁

（自動減圧機能）作動用の窒素を供給している期間中

において，高圧窒素ボンベ圧力低警報が発生した場

合。 

(b) 操作手順 

可搬型窒素供給装置（小型）による逃がし安全弁

（自動減圧機能）駆動源確保手順の概要は以下のとお

り。概要図を第1.3－12図に，タイムチャートを第1.3

－13図に示す。 

①発電長は，手順着手の判断基準に基づき，災害対

策本部長代理に可搬型窒素供給装置（小型）によ

る逃がし安全弁（自動減圧機能）の駆動源を確保

するための準備を依頼する。 

②発電長は，運転員等に可搬型窒素供給装置（小

型）による逃がし安全弁（自動減圧機能）の駆動

源を確保するための窒素供給用ホース接続及び系

統構成（非常用窒素供給系高圧窒素ボンベの隔離

操作含む）を指示する。 

③運転員等は原子炉建屋廃棄物処理棟及び原子炉建

屋原子炉棟にて，可搬型窒素供給装置（小型）に

よる逃がし安全弁（自動減圧機能）の駆動源を確

保するための窒素供給用ホースの接続及び系統構

成（非常用窒素供給系高圧窒素ボンベの隔離操作

含む）を実施し，発電長に報告する。 

④発電長は，災害対策本部長代理に可搬型窒素供給

装置（小型）による逃がし安全弁（自動減圧機

能）の駆動源を確保するための窒素供給用ホース

の接続及び系統構成が完了したことを連絡する。 

⑤災害対策本部長代理は，重大事故等対応要員に可

搬型窒素供給装置（小型）による逃がし安全弁

  

・設備の相違 

【東海第二】 

④の相違 
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（自動減圧機能）の駆動源を確保するための準備

を指示する。 

⑥重大事故等対応要員は，可搬型窒素供給装置（小

型）と原子炉建屋南側の接続口に窒素供給用ホー

スを取り付ける。 

⑦重大事故等対応要員は，災害対策本部長代理に可

搬型窒素供給装置（小型）による逃がし安全弁

（自動減圧機能）の駆動源を確保するための準備

が完了したことを報告する。 

⑧災害対策本部長代理は，発電長に可搬型窒素供給

装置（小型）による逃がし安全弁（自動減圧機

能）への駆動源の供給開始を連絡する。 

⑨災害対策本部長代理は，重大事故等対応要員に可

搬型窒素供給装置（小型）による逃がし安全弁

（自動減圧機能）への駆動源の供給開始を指示す

る。 

⑩重大事故等対応要員は，可搬型窒素供給装置（小

型）による逃がし安全弁（自動減圧機能）への駆

動源供給のための系統構成を実施し，可搬型窒素

供給装置（小型）を起動する。 

⑪重大事故等対応要員は，災害対策本部長代理に可

搬型窒素供給装置（小型）により逃がし安全弁

（自動減圧機能）の駆動源へ供給を開始し，災害

対策本部長代理に可搬型窒素供給装置（小型）に

より逃がし安全弁（自動減圧機能）の駆動源へ供

給を開始したことを報告する。 

⑫災害対策本部長代理は，発電長に可搬型窒素供給

装置（小型）による逃がし安全弁（自動減圧機

能）駆動源の確保が完了したことを連絡する。 

⑬発電長は，運転員等に可搬型窒素供給装置（小

型）による逃がし安全弁（自動減圧機能）駆動源

が確保されていることの確認を指示する。 

⑭運転員等は原子炉建屋原子炉棟にて，非常用窒素

供給系供給圧力指示値が1.10MPa［gage］を超

え，可搬型窒素供給装置（小型）による逃がし安

全弁（自動減圧機能）駆動源が確保されたことを

確認し，発電長に報告する。 

(c) 操作の成立性 

上記の操作は，現場対応を運転員等（当直運転員）2

1.3-43



   

 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉（2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

名及び重大事故等対応要員2名にて作業を実施した場

合，作業開始を判断してから可搬型窒素供給装置（小

型）による逃がし安全弁（自動減圧機能）の駆動源確

保完了まで305分以内で可能である。 

円滑に作業できるように，移動経路を確保し，放射

線防護具，照明及び通信連絡設備を整備する。車両の

作業用照明，ヘッドライト及びＬＥＤライトを用いる

ことで，暗闇における作業性についても確保する。室

温は通常運転時と同程度である。 

（添付資料1.3.4） 

  ｃ．主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（原子炉建物）による逃

がし安全弁（自動減圧機能付き）開放 

常設直流電源系統喪失により逃がし安全弁の減圧機能

が喪失した場合，ＡＤＳ仮設電源接続中継端子箱にて逃

がし安全弁（自動減圧機能付き）の作動回路に主蒸気逃

がし安全弁用蓄電池（原子炉建物）を接続し，逃がし安

全弁を開放して発電用原子炉を減圧する。 

発電用原子炉の減圧状況の確認については，補助盤室

又は原子炉棟地上１階計装ラック（管理区域）にて確認

が可能であるため，いずれかの計器で確認する。 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 ②の相違 

  (a) 手順着手の判断基準 

常設直流電源系統喪失により逃がし安全弁を中央制

御室から遠隔操作できない状態において，以下の条件

がすべて成立した場合。 

・炉心損傷前の発電用原子炉の減圧は，低圧で原子炉

注水が可能な系統又は代替注水系のうち１系統以上

の起動※１により原子炉圧力容器への注水手段が確保

されている場合。炉心損傷後の発電用原子炉の減圧

は，高圧注水系が使用できない場合で，低圧注水系

統１系※２以上が使用可能である場合，又は原子炉圧

力容器内の水位が規定水位（燃料棒有効長底部より

燃料棒有効長の20％高い位置）に到達した場合。 

・逃がし安全弁（自動減圧機能付き）作動用窒素ガス

が確保されている場合。 

※１：「低圧で原子炉注水が可能な系統又は代替注水

系のうち１系統以上の起動」とは，原子炉冷却

材圧力バウンダリ低圧時での注水が可能な系統

である高圧炉心スプレイ系，低圧炉心スプレイ

系，残留熱除去系（低圧注水モード）及び給
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水・復水系のうち１系統以上起動すること，ま

た，それができない場合は低圧原子炉代替注水

系（常設），復水輸送系，消火系及び低圧原子

炉代替注水系（可搬型）のうち１系統以上起動

することをいう。 

※２：「低圧注水系統１系」とは低圧炉心スプレイ

系，残留熱除去系（低圧注水モード），低圧原

子炉代替注水系（常設），復水輸送系，消火系

又は低圧原子炉代替注水系（可搬型）のいずれ

か１系をいう。 

  (b) 操作手順 

主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（原子炉建物）による

逃がし安全弁（自動減圧機能付き）開放手順は以下の

とおり。手順の対応フローを第 1.3－3 図及び第 1.3－

6 図に，概要図を第 1.3－11 図に，タイムチャートを

第 1.3－12図に示す。 

①当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，当直

長を経由して，緊急時対策本部に主蒸気逃がし安

全弁用蓄電池（原子炉建物）による逃がし安全弁

開放の準備を依頼し，運転員に主蒸気逃がし安全

弁用蓄電池（原子炉建物）による逃がし安全弁開

放の準備開始を指示する。 

②緊急時対策本部は，当直長からの依頼に基づき，

緊急時対策要員に主蒸気逃がし安全弁用蓄電池

（原子炉建物）による逃がし安全弁開放（自動減

圧機能付き）を指示する。 

③[補助盤室にて原子炉圧力容器内の圧力を確認す

る場合] 

現場運転員Ａ及びＢは，補助盤室の原子炉プロセ

ス計測盤に，原子炉圧力（可搬型計測器）を接続

し，原子炉圧力容器内の圧力を確認する。 

[現場にて原子炉圧力容器内の圧力を確認する場

合] 

現場運転員Ｃ及びＤは，原子炉棟地上１階計装ラ

ック（管理区域）の原子炉圧力（現場計器）にて

原子炉圧力容器内の圧力を確認する。 

④緊急時対策要員は，原子炉棟地上２階東側ペネト

レーション室外（Ｂ系の場合は，西側ペネトレー

ション室）にて，主蒸気逃がし安全弁用蓄電池を
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ＡＤＳ仮設電源接続中継端子箱に接続する。 

⑤当直副長は，原子炉圧力容器内の圧力を確認する

場合は現場運転員に，発電用原子炉の減圧状況の

確認を指示する。 

  ⑥緊急時対策要員は，原子炉棟地上２階通路にて，

主蒸気逃がし安全弁用蓄電池の負荷の投入操作に

より，逃がし安全弁（自動減圧機能付き）を開放

し，発電用原子炉の減圧を開始する。 

⑦[補助盤室にて原子炉圧力容器内の圧力を確認す

る場合] 

現場運転員Ａ及びＢは，発電用原子炉の減圧が開

始されたことを補助盤室の原子炉プロセス計測盤

に接続した原子炉圧力（可搬型計測器）指示値の

低下により確認し，当直副長に報告するととも

に，原子炉圧力容器内の圧力が逃がし安全弁によ

る減圧完了圧力となるまで継続監視する。 

[現場にて原子炉圧力容器内の圧力を確認する場

合] 

現場運転員Ｃ及びＤは，発電用原子炉の減圧が開

始されたことを原子炉棟地上１階計装ラック（管

理区域）の原子炉圧力（現場計器）指示値の低下

により確認し，当直副長に報告するとともに，原

子炉圧力容器内の圧力が逃がし安全弁による減圧

完了圧力となるまで継続監視する。 

⑧現場運転員Ａ及びＢ又は現場運転員Ｃ及びＤは，

原子炉圧力容器内の圧力が逃がし安全弁による減

圧完了圧力となったことを確認し，当直副長へ発

電用原子炉の減圧が完了したことを報告する。 

 

  (c) 操作の成立性 

上記の操作は，現場運転員４名及び緊急時対策要員

２名にて作業を実施した場合，作業開始を判断してか

ら主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（原子炉建物）による

逃がし安全弁（自動減圧機能付き）開放まで１時間 30

分以内で可能である。 

円滑に作業ができるように，移動経路を確保し，防

護具，照明及び通信連絡設備を整備する。また，速や

かに作業ができるよう，使用する資機材は作業場所近

傍に配備する。室温は通常運転時と同程度である。 

（添付資料 1.3.4－3） 
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c. 代替逃がし安全弁駆動装置による逃がし安全弁（自動減

圧機能なし）開放 

常設直流電源系統喪失により逃がし安全弁の減圧機能が

喪失した場合，代替逃がし安全弁駆動装置により逃がし安

全弁（自動減圧機能なし D,E,K 又は U） の電磁弁排気ポー

トへ窒素ガスを供給し， 逃がし安全弁（自動減圧機能なし

D,E,K又は U）を開放して発電用原子炉を減圧する。 

 

 

 

 

 

 

 

発電用原子炉の減圧状況の確認については，中央制御室

又は原子炉建屋地下 1 階計装ラック室（管理区域）にて確

認が可能であるため，いずれかの計器で確認する。 

ｃ．非常用逃がし安全弁駆動系による逃がし安全弁（逃が

し弁機能）開放 

逃がし安全弁の作動に必要なアキュムレータ（逃がし

弁機能用及び自動減圧機能用）の供給圧力が喪失した場

合は，非常用逃がし安全弁駆動系により逃がし安全弁

（逃がし弁機能（自動減圧機能なしＡ，Ｇ，Ｓ及び

Ｖ））の電磁弁排気ポートへ窒素を供給し，逃がし安全

弁（逃がし弁機能（自動減圧機能なしＡ，Ｇ，Ｓ及び

Ｖ））を開放して発電用原子炉を減圧する。 

なお，中央制御室からの遠隔操作ができない場合，現

場での手動操作を実施する。 

 

 

 

ｄ．逃がし安全弁窒素ガス代替供給設備による逃がし安全

弁（自動減圧機能なし）開放 

常設直流電源系統喪失により逃がし安全弁の減圧機能

が喪失した場合，逃がし安全弁窒素ガス代替供給設備よ

り逃がし安全弁（自動減圧機能なしＡ及びＪ）の電磁弁

排気ポートへ窒素ガスを供給し，逃がし安全弁（自動減

圧機能なしＡ及びＪ）を開放して発電用原子炉を減圧す

る。 

 

 

 

 

 

 

発電用原子炉の減圧状況の確認については補助盤室又

は原子炉棟地上１階計装ラック（管理区域）にて確認が

可能であるため，いずれかの計器で確認する。 

 

 

・故障想定の相違 

【東海第二】 

⑯の相違 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

⑬の相違 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，当該

操作はなく現場操作に

より対応 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

操作箇所の相違 

(a) 手順着手の判断基準 

常設直流電源系統喪失により逃がし安全弁を中央制

御室から遠隔操作できない状態において，以下の条件

が全て成立した場合。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・低圧注水系 1 系以上又は低圧代替注水系（常設） 

のポンプ 2 台以上若しくは代替注水系 2 系以上の

起動※ 1 により原子炉圧力容器への注水手段が確

保されている場合。 

・逃がし安全弁（自動減圧機能なし）作動用の窒素

ガスが確保されている場合。 

(a) 手順着手の判断基準 

 

 

 

【非常用逃がし安全弁駆動系の中央制御室からの遠隔

操作】 

逃がし安全弁（逃がし弁機能）の駆動源である窒素

供給系及び逃がし安全弁（自動減圧機能）の駆動源で

ある非常用窒素供給系の窒素が喪失し，中央制御室か

らの遠隔操作により発電用原子炉を減圧できない場

合。 

【非常用逃がし安全弁駆動系高圧窒素ボンベ切替え】 

非常用逃がし安全弁駆動系高圧窒素ボンベから逃が

し安全弁（逃がし弁機能）作動用の窒素を供給してい

る期間において，高圧窒素ボンベ圧力低警報が発生し

た場合。 

 

(a) 手順着手の判断基準 

常設直流電源系統喪失により逃がし安全弁を中央制

御室から遠隔操作できない状態において，以下の条件

がすべて成立した場合。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・低圧で原子炉注水が可能な系統又は代替注水系のう

ち１系統以上の起動※１により原子炉圧力容器への注

水手段が確保されている場合。 

 

・逃がし安全弁（自動減圧機能なし）作動用の窒素ガ

スが確保されている場合。 

 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，当該

操作はなく現場操作に

より対応 

 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7】 

⑩の相違 

 

・故障想定の相違 

【東海第二】 
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※1:「低圧注水系 1 系以上又は低圧代替注水系（常

設）のポンプ 2 台以上若しくは代替注水系 2 

系以上の起動」とは，原子炉冷却材圧力バウ

ンダリ低圧時での注水が可能な系統である高

圧炉心注水系，残留熱除去系（低圧注水モー

ド）及び給水・復水系のうち 1 系以上起動す

ること，また，それができない場合は低圧代

替注水系（常設）のポンプ 2 台以上起動，若

しくは低圧代替注水系（常設），消火系及び

低圧代替注水系（可搬型）のうち 2 系以上起

動することをいう。 

なお，原子炉格納容器パラメータ又は原子炉圧

力容器内の水位が規定値に到達した場合は，低

圧代替注水系（常設）のポンプ 1 台又は代替

注水系１系のみの起動であっても発電用原子炉

の減圧を行う。 

（添付資料 1.3.7） 

 

※１：「低圧で原子炉注水が可能な系統又は代替注水

系のうち１系統以上の起動」とは，原子炉冷却

材圧力バウンダリ低圧時での注水が可能な系統

である高圧炉心スプレイ系，低圧炉心スプレイ

系，残留熱除去系（低圧注水モード）及び給

水・復水系のうち１系統以上起動すること，ま

た，それができない場合は低圧原子炉代替注水

系（常設），復水輸送系，消火系及び低圧原子

炉代替注水系（可搬型）のうち１系統以上起動

することをいう。 

 

 

 

 

⑯の相違 

・記載表現の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，減圧時

の注水系統について記載 

・運用の相違 

【柏崎 6/7】 

⑩の相違 

・設備の相違  

【柏崎 6/7】 

⑪の相違 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7】 

⑩の相違 

(b) 操作手順（A系使用の例） 

代替逃がし安全弁駆動装置による逃がし安全弁（自

動減圧機能なし）開放手順の概要は以下のとおり。手

順の対応フローを第 1.3.3 図に，概要図を第 1.3.9 図

に，タイムチャートを第 1.3.10 図に示す。 

 

 

 

① 当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，運

転員に代替逃がし安全弁駆動装置による逃がし安

全弁（自動減圧機能なし）開放の準備開始を指示

する。 

 

 

⑤ 当直副長は，現場運転員に代替逃がし安全弁駆

動装置による逃がし安全弁（自動減圧機能なし）

の開放を指示する。 

 

(b) 操作手順 

非常用逃がし安全弁駆動系Ａ系による逃がし安全弁

（逃がし弁機能）開放手順の概要は以下のとおり（非

常用逃がし安全弁駆動系Ｂ系による逃がし安全弁（逃

がし弁機能）開放手順も同様。）。概要図を第1.3－14

図に，タイムチャートを第1.3－15図に示す。 

 

 

①発電長は，手順着手の判断基準に基づき，運転員

等に非常用逃がし安全弁駆動系による逃がし安全

弁（逃がし弁機能）開放の準備開始を指示する。 

 

 

 

 

 

(b) 操作手順 

逃がし安全弁窒素ガス代替供給設備による逃がし安

全弁（自動減圧機能なし）開放手順の概要は以下のと

おり。手順の対応フローを第 1.3－3 図に，概要図を第

1.3－13 図に，タイムチャートを第 1.3－14 図に示

す。 

 

 

①当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，当直

長を経由して，緊急時対策本部に逃がし安全弁窒

素ガス代替供給設備による逃がし安全弁（自動減

圧機能なし）開放の準備を依頼し，運転員に逃が

し安全弁窒素ガス代替供給設備による逃がし安全

弁（自動減圧機能なし）開放の準備開始を指示す

る。 

②緊急時対策本部は，当直長からの依頼に基づき，

緊急時対策要員に逃がし安全弁窒素ガス代替供給

設備による逃がし安全弁（自動減圧機能なし）開

放を指示する。 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，自主

対策設備として１系統

を設置，柏崎 6/7 は自

主対策設備として２系

統，東海第二はＳＡ設

備として２系統整備 

・体制の相違 

【東海第二】 

㉒の相違 

・体制の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

㉖の相違 

 

②［中央制御室にて原子炉圧力容器内の圧力を確認

する場合］ 

 

 

③[補助盤室にて原子炉圧力容器内の圧力を確認す

る場合] 

・体制及び設備の相違 

【柏崎 6/7】 
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中央制御室運転員 A 及び B は，中央制御室の

ATWS/RPT 盤に原子炉圧力（可搬計測器）を接続

し， 原子炉圧力容器内の圧力を確認する。 

［現場にて原子炉圧力容器内の圧力を確認する場

合］ 

現場運転員 C 及び D は，原子炉建屋地下 1 階計装

ラック室（管理区域）の原子炉圧力（現場計器）

にて原子炉圧力容器内の圧力を確認する。 

③ 現場運転員 C 及び D は，代替逃がし安全弁駆動

装置による逃がし安全弁（自動減圧機能なし）開

放の系統構成として，代替逃がし安全弁駆動装置

のホース接続用フランジへ仮設ホースを接続し，

高圧窒素ガス供給系重大事故時用窒素ガス供給弁

後弁(A)， 高圧窒素ガス供給系重大事故時用窒素

ガス PCV 第一隔離弁(A)及び高圧窒素ガス供給系

重大事故時用窒素ガス PCV 第二隔離弁(A)の全開

操作を実施する。 

④ 現場運転員 E 及び F は，代替逃がし安全弁駆動

装置による逃がし安全弁（自動減圧機能なし）開

放の系統構成として，高圧窒素ガス供給系重大事

故時用窒素ガス排気止め弁(A)の全閉操作を実施

し，当直副長に代替逃がし安全弁駆動装置による

逃がし安全弁（自動減圧機能なし）開放の準備完

了を報告する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②運転員等は中央制御室にて，非常用逃がし安全弁

駆動系窒素ブローライン隔離弁を閉とする。な

お，中央制御室からの遠隔操作により閉にできな

い場合は，原子炉建屋原子炉棟にて現場手動操作

により非常用逃がし安全弁駆動系窒素ブローライ

ン隔離弁を閉とする。 

③運転員等は，発電長に非常用逃がし安全弁駆動系

による原子炉減圧の準備が完了したことを報告す

る。 

現場運転員Ａ及びＢは，補助盤室の原子炉プロセ

ス計測盤に，原子炉圧力（可搬型計測器）を接続

し，原子炉圧力容器内の圧力を確認する。 

[現場にて原子炉圧力容器内の圧力を確認する場

合] 

現場運転員Ｃ及びＤは，原子炉棟地上１階計装ラ

ック（管理区域）の原子炉圧力（現場計器）にて

原子炉圧力容器内の圧力を確認する。 

④緊急時対策要員は，原子炉建物付属棟地上２階Ｂ

－非常用電気室にて，逃がし安全弁窒素ガス代替

供給設備の配管へ短管を取付ける。 

操作箇所及び対応要

員の相違 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

㉓の相違 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

系統構成の操作内容及

び操作者の相違 

 

⑥ 当直副長は，中央制御室にて原子炉圧力容器内

の圧力を確認する場合は中央制御室運転員に，現

場にて原子炉圧力容器内の圧力を確認する場合は

現場運転員に発電用原子炉の減圧状況の確認を指

示する。 

 

⑦ 現場運転員 E 及び F は，高圧窒素ガス供給系重

大事故時用窒素ガス(A)供給弁を開操作し，発電

用原子炉の減圧を開始する。 

 

 

 

 

④発電長は，運転員等に非常用逃がし安全弁駆動系

による原子炉減圧を指示する。 

 

 

 

 

⑤運転員等は中央制御室にて，非常用逃がし安全弁

駆動系窒素供給弁及び非常用逃がし安全弁駆動系

窒素供給ライン隔離弁の全開操作を実施する。な

お，中央制御室からの遠隔操作により開にできな

い場合は，原子炉建屋原子炉棟にて現場手動操作

により非常用逃がし安全弁駆動系窒素供給弁及び

非常用逃がし安全弁駆動系窒素供給ライン隔離弁

⑤当直副長は，原子炉圧力容器内の圧力を確認する

場合は現場運転員に，発電用原子炉の減圧状況の

確認を指示する。 

 

 

 

⑥緊急時対策要員は，ＳＲＶＤＳ窒素ガス代替供給

弁を開操作し，発電用原子炉の減圧を開始する。 

 

 

 

 

 

・体制の相違 

【東海第二】 

㉒の相違 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

操作箇所の相違 

・体制の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

㉖の相違 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，現場

で作業を行う構成とし
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⑧ ［中央制御室にて原子炉圧力容器内の圧力を確

認する場合］ 

中央制御室運転員 A 及び B は，発電用原子炉の減

圧が開始されたことを中央制御室の ATWS/RPT 盤

に接続した原子炉圧力（可搬計測器）指示値の低

下により確認し，当直副長並びに現場運転員 C，

D，E 及び F に報告するとともに，原子炉圧力容

器内の圧力が逃がし安全弁による減圧完了圧力と

なるまで継続監視する。 

 

 

 

［現場にて原子炉圧力容器内の圧力を確認する場

合］ 

現場運転員 C 及び D は，発電用原子炉の減圧が開

始されたことを原子炉建屋地下 1 階計装ラック室

（管理区域）の原子炉圧力（現場計器）指示値の

低下により確認し，当直副長並びに現場運転員 E

及び F に報告するとともに，原子炉圧力容器内の

圧力が逃がし安全弁による減圧完了圧力となるま

で継続監視する。 

⑨ 中央制御室運転員 A 及び B，又は現場運転員 C 及

び D は，原子炉圧力容器内の圧力が逃がし安全弁

による減圧完了圧力となったことを確認し，当直

副長に発電用原子炉の減圧が完了したことを報告

する。 

の全開操作を実施する。 

⑥運転員等は中央制御室にて，原子炉圧力の低下に

より発電用原子炉の減圧が開始されたことを確認

し，発電長に報告する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦発電長は，運転員等に非常用逃がし安全弁駆動系

高圧窒素ボンベによる逃がし安全弁（逃がし弁機

能）への窒素供給中に，非常用逃がし安全弁駆動

系高圧窒素ボンベの圧力が低下した場合に，予備

ボンベラックに配備している予備の非常用逃がし

安全弁駆動系高圧窒素ボンベと使用済みの非常用

逃がし安全弁駆動系高圧窒素ボンベの取替えを指

示する。 

⑧運転員等は原子炉建屋原子炉棟にて，予備の非常

 

⑦[補助盤室にて原子炉圧力容器内の圧力を確認す

る場合] 

現場運転員Ａ及びＢは，発電用原子炉の減圧が開

始されたことを補助盤室の原子炉プロセス計測盤

に接続した原子炉圧力（可搬型計測器）指示値の

低下により確認し，当直副長に報告するととも

に，原子炉圧力容器内の圧力が逃がし安全弁によ

る減圧完了圧力となるまで継続監視する。 

 

 

 

 

[現場にて原子炉圧力容器内の圧力を確認する場

合] 

現場運転員Ｃ及びＤは，発電用原子炉の減圧が開

始されたことを原子炉棟地上１階計装ラック（管

理区域）の原子炉圧力（現場計器）指示値の低下

により確認し，当直副長に報告するとともに，原

子炉圧力容器内の圧力が逃がし安全弁による減圧

完了圧力となるまで継続監視する。 

 

⑧現場運転員Ａ及びＢ又は現場運転員Ｃ及びＤは，

原子炉圧力容器内の圧力が逃がし安全弁による減

圧完了圧力となったことを確認し，当直副長に発

電用原子炉の減圧が完了したことを報告する。 

ている 

・体制及び設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

操作箇所及び対応要

員の相違 

 

・体制の相違 

【柏崎 6/7】 

報告箇所の相違 

・記載表現の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，減圧

完了確認を記載 

・設備の相違 

【東海第二】 

㉓の相違 

 

 

・体制の相違 

【柏崎 6/7】 

報告箇所の相違 

 

・体制及び設備の相違 

【柏崎 6/7】 

操作箇所及び対応要

員の相違 

・記載表現の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，減圧

完了確認を記載 

・設備の相違 

【東海第二】 

⑧の相違 
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用逃がし安全弁駆動系高圧窒素ボンベを運搬し，

使用済みの非常用逃がし安全弁駆動系高圧窒素ボ

ンベと予備の非常用逃がし安全弁駆動系高圧窒素

ボンベを取り替える。 

⑨運転員等は原子炉建屋原子炉棟にて，使用済みの

非常用逃がし安全弁駆動系高圧窒素ボンベを予備

の非常用逃がし安全弁駆動系高圧窒素ボンベに取

替えを実施し，発電長に報告する。 

(c) 操作の成立性 

上記の操作は，1 ユニット当たり中央制御室運転員 2 

名（操作者及び確認者），現場運転員 4 名にて作業を

実施した場合，作業開始を判断してから代替逃がし安

全弁駆動装置による逃がし安全弁（自動減圧機能な

し）開放まで約 40分で可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

円滑に作業できるように，移動経路を確保し，防護

具，照明及び通信連絡設備を整備する。室温は通常運

転時と同程度である。 

（添付資料 1.3.3－3） 

(c) 操作の成立性 

 

 

作業開始を判断してから，非常用逃がし安全弁駆動

系による逃がし安全弁（逃がし弁機能）開放までの必

要な要員数及び所要時間は以下のとおり。 

・非常用逃がし安全弁駆動系による原子炉減圧 

中央制御室対応を運転員等（当直運転員）1名

にて作業を実施した場合，4分以内で可能であ

る。 

・非常用逃がし安全弁駆動系高圧窒素ボンベ切替え 

現場対応を運転員等（当直運転員）2名にて作

業を実施した場合，作業開始を判断してから非常

用逃がし安全弁駆動系高圧窒素ボンベ切替えによ

る原子炉減圧開始まで120分以内で可能である。 

円滑に作業できるように，移動経路を確保し，

放射線防護具，照明及び通信連絡設備を整備す

る。室温は通常運転時と同程度である。 

（添付資料1.3.4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c) 操作の成立性 

上記の操作は，現場運転員４名及び緊急時対策要員

２名にて作業を実施した場合，作業開始を判断してか

ら逃がし安全弁窒素ガス代替供給設備による逃がし安

全弁（自動減圧機能なし）開放まで１時間 10 分以内で

可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

円滑に作業ができるように，移動経路を確保し，防

護具，照明及び通信連絡設備を整備する。室温は通常

運転時と同程度である。 

（添付資料 1.3.4－4） 

 

・体制及び運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

㉕の相違 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

⑧の相違 
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(2) 逃がし安全弁の作動に必要な窒素ガス喪失時の減圧 

a. 高圧窒素ガスボンベによる逃がし安全弁駆動源確保 

不活性ガス系からの窒素ガスの供給が喪失し，逃がし安

全弁の作動に必要な窒素ガスの供給圧力が低下した場合，

供給源を高圧窒素ガスボンベに切り替えて逃がし安全弁の

駆動源を確保する。 

 

また，高圧窒素ガスボンベから供給している期間におい

て，高圧窒素ガス供給系出口のボンベ圧力が低下した場

合，高圧窒素ガスボンベ（待機側）へ切り替え，使用済み

の高圧窒素ガスボンベを予備の高圧窒素ガスボンベと取り

替える。 

 

ａ．非常用窒素供給系による逃がし安全弁（自動減圧機

能）駆動源確保 

窒素供給系からの窒素の供給が喪失し，逃がし安全弁

の作動に必要な窒素の供給圧力が低下した場合，供給源

が非常用窒素供給系に自動で切り替わることで逃がし安

全弁（自動減圧機能）の駆動源を確保する。 

また，非常用窒素供給系から供給している期間におい

て，非常用窒素供給系高圧窒素ボンベ圧力が低下した場

合，使用済みの非常用窒素供給系高圧窒素ボンベを予備

の非常用窒素供給系高圧窒素ボンベと取り替える。 

 

(2) 逃がし安全弁の作動に必要な窒素ガス喪失時の減圧 

ａ．逃がし安全弁窒素ガス供給設備による逃がし安全弁駆

動源確保 

窒素ガス制御系からの窒素ガスの供給が喪失し，逃が

し安全弁の作動に必要な窒素ガスの供給圧力が低下した

場合，供給源が逃がし安全弁用窒素ガス供給系に自動で

切り替わることで逃がし安全弁の駆動源を確保する。 

また，逃がし安全弁用窒素ガスボンベから供給してい

る期間において，逃がし安全弁用窒素ガスボンベ出口圧

力が低下した場合，逃がし安全弁用窒素ガスボンベ（待

機側）へ切り替える。 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

⑰の相違 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

⑦の相違 

 

(a) 手順着手の判断基準 

［不活性ガス系から高圧窒素ガス供給系への切替え］ 

 

高圧窒素ガス供給系ドライウェル入口圧力低警報が発

生した場合。 

［高圧窒素ガスボンベの切替え及び取替え］ 

高圧窒素ガスボンベから逃がし安全弁作動用の窒素

ガスを供給している期間において，高圧窒素ガス供給

系窒素ガスボンベ出口圧力低警報が発生した場合。 

(a) 手順着手の判断基準 

【窒素供給系から非常用窒素供給系への切替え】 

 

自動減圧系作動用アキュムレータ圧力低警報が発生

した場合。 

【非常用窒素供給系高圧窒素ボンベ切替え】 

非常用窒素供給系高圧窒素ボンベから逃がし安全弁

（自動減圧機能）作動用の窒素を供給している期間に

おいて，高圧窒素ボンベ圧力低警報が発生した場合。 

 

(a) 手順着手の判断基準 

[窒素ガス制御系から逃がし安全弁窒素ガス供給系への

切替え] 

ＡＤＳアキュムレータ入口圧力低警報が発生した場

合。 

[逃がし安全弁用窒素ガスボンベの切替え] 

逃がし安全弁用窒素ガスボンベから逃がし安全弁作

動用の窒素ガスを供給している期間において，Ｎ２ガス

ボンベ圧力低警報が発生した場合。 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

⑰の相違 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

⑦の相違 

 

(b) 操作手順 

高圧窒素ガスボンベによる逃がし安全弁駆動源確保

手順の概要は以下のとおり。概要図を第 1.3.11 図に，

タイムチャートを第 1.3.12図に示す。 

 

① 当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，運

転員に高圧窒素ガスボンベによる逃がし安全弁駆

動源確保の開始を指示する。 

(b) 操作手順 

非常用窒素供給系による逃がし安全弁（自動減圧機

能）駆動源確保手順の概要は以下のとおり。概要図を

第1.3－10図に，タイムチャートを第1.3－11図に示

す。 

①発電長は，手順着手の判断基準に基づき，運転員

等に非常用窒素供給系による逃がし安全弁（自動

減圧機能）駆動源確保の開始を指示する。 

(b) 操作手順 

逃がし安全弁窒素ガス供給設備による逃がし安全弁

駆動源確保手順の概要は以下のとおり。概要図を第

1.3－15 図に，タイムチャートを第 1.3－16 図に示

す。 

①当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，運転

員に逃がし安全弁窒素ガス供給系による逃がし安

全弁駆動源確保の開始を指示する。 

 

 

 

 

 

・体制の相違 

【東海第二】 

㉒の相違 

② 中央制御室運転員 A 及び B は，高圧窒素ガス供

給系非常用窒素ガス(A)，(B)供給弁の操作スイッ

チを全閉位置から全開位置とし，高圧窒素ガスボ

ンベによる供給に切り替わることを高圧窒素ガス

供給系常用･非常用窒素ガス連絡弁(A)，(B)の全

閉及び高圧窒素ガス供給系非常用窒素ガス(A)，

(B)供給弁の全開により確認する。あわせて，高

圧窒素ガス供給系 A DS 入口圧力指示値が規定値

②運転員等は中央制御室にて，非常用窒素供給系高

圧窒素ボンベ供給止め弁が全開したことを確認す

る。あわせて，非常用窒素供給系供給圧力指示値

が 1.10MPa［gage］以上であることを確認し，発

電長に報告する。 

 

 

 

②中央制御室運転員Ａは，Ｎ２ガスボンベ出口弁が

全開したことを確認する。あわせて，ＡＤＳアキ

ュムレータ入口圧力低警報が消灯したことを確認

し，当直副長へ報告する。 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

⑰の相違 

・体制の相違 

【東海第二】 

㉒の相違 
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以上であることを確認し，高圧窒素ガス供給系常

用･非常用窒素ガス連絡弁(A)，(B)の操作スイッ

チを自動位置から全開位置とし当直副長に報告す

る。 

なお，電源が確保できない場合，現場運転員 C 及

び D は，手動操作にて高圧窒素ガス供給系常用窒

素ガス供給止め弁の全閉操作を実施し，高圧窒素

ガス供給系常用･非常用窒素ガス連絡弁(A)，(B)

及び高圧窒素ガス供給系非常用窒素ガス(A)，(B)

供給弁の全開操作を実施する。 

③ 当直副長は，高圧窒素ガスボンベから逃がし安

全弁作動用の窒素ガスを供給している期間におい

て， 高圧窒素ガス供給系窒素ガスボンベ出口圧

力低警報が発生した場合，現場運転員に高圧窒素

ガスボンベ（待機側）への切替え及び使用済みの

高圧窒素ガスボンベの取替えを指示する。 

 

④ 当直長は，当直副長からの依頼に基づき，緊急

時対策本部に新たに高圧窒素ガスボンベの確保を

依頼する。 

⑤ 現場運転員 C，D，E 及び F は，高圧窒素ガスボ

ンベを使用側から待機側へ切り替える。 

 

 

 

⑥ 現場運転員 C，D，E 及び F は，予備ボンベラッ

クに配備している高圧窒素ガスボンベと使用済み

の高圧窒素ガスボンベを取り替える。 

 

⑦ 現場運転員 C 及び D は，高圧窒素ガスボンベを

取り替え後，高圧窒素ガス供給ラインのリークチ

ェックを実施し，当直副長に高圧窒素ガスボンベ

による逃がし安全弁駆動源確保が完了したことを

報告する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③発電長は，非常用窒素供給系高圧窒素ボンベから

逃がし安全弁（自動減圧機能）作動用の窒素を供

給している期間において，高圧窒素ボンベ圧力低

警報が発生した場合，運転員等に予備の非常用窒

素供給系高圧窒素ボンベへの切替え及び使用済み

の非常用窒素供給系高圧窒素ボンベの取替えを指

示する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

④運転員等は原子炉建屋原子炉棟にて，予備ボンベ

ラックに配備している非常用窒素供給系高圧窒素

ボンベと使用済みの非常用窒素供給系高圧窒素ボ

ンベを取り替える。 

⑤運転員等は，発電長に非常用窒素供給系による逃

がし安全弁（自動減圧機能）駆動源確保が完了し

たことを報告する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③当直副長は，逃がし安全弁用窒素ガスボンベから

逃がし安全弁作動用の窒素ガスを供給している期

間において，Ｎ２ガスボンベ圧力低警報が発生し

た場合，現場運転員に逃がし安全弁用窒素ガスボ

ンベ（待機側）への切替えを指示する。 

 

 

④当直長は，当直副長からの依頼に基づき，緊急時

対策本部に新たに逃がし安全弁用窒素ガスボンベ

の確保を依頼する。 

⑤現場運転員Ｂ及びＣは，Ａ－ＡＤＳ窒素ガスボン

ベ（１Ａ－11～15）出口弁（待機側）及びＡ－Ａ

ＤＳ窒素ガスボンベ供給元弁（待機側）を全開

し，逃がし安全弁用窒素ガスボンベを使用側から

待機側へ切り替える。 

 

 

 

 

⑥現場運転員Ｂ及びＣは，逃がし安全弁用窒素ガス

ボンベ切り替え後，当直副長に逃がし安全弁用窒

素ガスボンベによる逃がし安全弁駆動源確保が完

了したことを報告する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

③の相違 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

⑦の相違 

 

 

 

 

・体制の相違 

【柏崎 6/7】 

操作内容の相違に伴

う運転員人数の相違 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

⑦の相違 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

⑦の相違 

③の相違 

・体制の相違 

【東海第二】 

㉒の相違 

(c) 操作の成立性 

作業開始を判断してから，高圧窒素ガスボンベによ

(c) 操作の成立性 

作業開始を判断してから，非常用窒素供給系による

(c) 操作の成立性 

作業開始を判断してから逃がし安全弁窒素ガス供給
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る逃がし安全弁駆動源確保完了までの必要な要員及び

所要時間は以下のとおり。 

 

・高圧窒素ガスボンベによる逃がし安全弁駆動源確保 

 

中央制御室運転員 2 名（操作者及び確認者），現

場運転員 2 名にて作業を実施した場合は約 20 分で

可能である。 

・高圧窒素ガスボンベ（待機側）への切替え及び使

用済み高圧窒素ガスボンベの取替えによる逃がし

安全弁駆動源確保 

現場運転員 4 名にて作業を実施した場合は約 60 分

で可能である。 

 

円滑に作業できるように，移動経路を確保し，防護

具，照明及び通信連絡設備を整備する。室温は通常運

転時と同程度である。 

（添付資料 1.3.3－4） 

逃がし安全弁（自動減圧機能）駆動源確保完了までの

必要な要員数及び所要時間は以下のとおり。 

 

・窒素供給系から非常用窒素供給系への切替え 

 

中央制御室対応を運転員等（当直運転員）1名

にて作業を実施した場合，2分以内で可能であ

る。 

・非常用窒素供給系高圧窒素ボンベ切替え 

 

 

中央制御室対応を運転員等（当直運転員）1

名，現場対応を運転員等（当直運転員）2名にて

作業を実施した場合は282分以内で可能である。 

円滑に作業できるように，移動経路を確保し，放射

線防護具，照明及び通信連絡設備を整備する。室温は

通常運転時と同程度である。 

（添付資料 1.3.4） 

設備による逃がし安全弁駆動源確保完了までの必要な

要員及び想定時間は以下のとおり。 

 

・窒素ガス制御系から逃がし安全弁窒素ガス供給系へ

の切替え 

中央制御室運転員１名にて作業を実施した場合，

５分以内で可能である。 

 

・逃がし安全弁用窒素ガスボンベ（待機側）への切替

えによる逃がし安全弁駆動源確保 

 

中央制御室運転員１名，現場運転員２名にて作業

を実施した場合は 25分以内で可能である。 

 

円滑に作業ができるように，移動経路を確保し，防

護具，照明及び通信連絡設備を整備する。室温は通常

運転時と同程度である。 

（添付資料 1.3.4－5） 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

③の相違 

 

 

・体制及び運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

㉕の相違 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

⑦の相違 

・体制及び運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

㉕の相違 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 逃がし安全弁窒素ガス供給設備による背圧対策 

想定される重大事故等の環境条件を考慮して，原子炉格納

容器内の圧力 853kPa[gage]において確実に逃がし安全弁を

作動させることができるように，逃がし安全弁窒素ガス供

給設備の供給圧力を調整する。 

ａ．手順着手の判断基準 

炉心損傷を判断した場合※１において，原子炉格納容器

内の圧力が 427kPa[gage]に到達した場合。 

※１:格納容器雰囲気放射線モニタ（ＣＡＭＳ）で原子

炉格納容器内のガンマ線線量率が，設計基準事故

相当のガンマ線線量率の 10 倍を超えた場合又は

格納容器雰囲気放射線モニタ（ＣＡＭＳ）が使用

できない場合に原子炉圧力容器温度で 300℃以上

を確認した場合。 

ｂ．操作手順 

逃がし安全弁の窒素ガス供給圧力調整手順の概要は以

下のとおり。手順の対応フローを第 1.3－5 図に，概要図

を第 1.3－17 図に，タイムチャートを第 1.3－18 図に示

す。 

①当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，当直長

を経由して，緊急時対策本部に逃がし安全弁窒素ガ

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

⑤の相違 
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ス供給設備による背圧対策を依頼し，運転員に逃が

し安全弁窒素ガス供給設備による逃がし安全弁（自

動減圧機能なし）開放の準備開始を指示する。 

②緊急時対策本部は当直長からの依頼に基づき，緊急

時対策要員に逃がし安全弁窒素ガス供給設備の窒素

ガス供給圧力調整を指示する。 

③中央制御室運転員Ａは，Ａ，Ｂ－Ｎ２ガスボンベ出口

弁ＣＳを「全開」位置にする。 

④緊急時対策要員は，Ａ，Ｂ－窒素ガス供給装置出口

加減弁により窒素ガス供給圧力調整を実施し，現場

作業が完了したことを緊急時対策本部へ報告する。 

ｃ．操作の成立性 

上記の操作は，中央制御室運転員１名，緊急時対策要

員２名にて作業を実施した場合，作業開始を判断してか

ら逃がし安全弁窒素ガス供給設備の圧力調整完了まで１

時間 10分以内で可能である。 

円滑に作業ができるように，移動経路を確保し，防護

具，照明及び通信連絡設備を整備する。室温は通常運転

時と同程度である。 

（添付資料 1.3.4－6） 

1.3-55



   

 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉（2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

(3) 復旧 

a. 代替直流電源設備による復旧 

常設直流電源喪失により逃がし安全弁の減圧機能が喪失

した場合，代替直流電源設備により逃がし安全弁の作動に

必要な直流電源を確保して逃がし安全弁の機能を復旧す

る。 

(3) 復旧 

ａ．代替直流電源設備による復旧 

常設直流電源喪失により逃がし安全弁の減圧機能が喪

失した場合，可搬型代替直流電源設備として使用する可

搬型代替低圧電源車及び可搬型整流器により逃がし安全

弁の作動に必要な直流電源を確保して逃がし安全弁の機

能を復旧する。 

(4) 復旧 

ａ．代替直流電源設備による復旧 

常設直流電源喪失により逃がし安全弁の減圧機能が喪

失した場合，可搬型直流電源設備として使用する高圧発

電機車及びＳＡ用 115V 系充電器又は可搬型直流電源設備

に関連する自主対策設備として使用する直流給電車によ

り逃がし安全弁の作動に必要な直流電源を確保して逃が

し安全弁の機能を復旧する。 

 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，自主

対策設備として直流給

電車を整備 

(a) 手順着手の判断基準 

常設直流電源喪失により，直流 125V 主母線(A)系及

び(B)系の電圧喪失を確認した場合において，可搬型直

流電源設備又は直流給電車いずれかの設備からの給電

が可能な場合。 

(a) 手順着手の判断基準 

常設直流電源喪失により，直流125V主母線盤２Ａ及

び直流125V主母線盤２Ｂの電圧喪失を確認した場合に

おいて，可搬型代替直流電源設備として使用する可搬

型代替低圧電源車及び可搬型整流器からの給電が可能

な場合。 

(a) 手順着手の判断基準 

常設直流電源喪失により，Ａ及びＢ－115Ｖ直流母線

の電圧喪失を確認した場合において，可搬型直流電源

設備として使用する高圧発電機車及びＳＡ用 115V 系充

電器又は可搬型直流電源設備に関連する自主対策設備

として使用する直流給電車いずれかの設備からの給電

が可能な場合。 

 

 

 

 

 

(b) 操作手順 

代替直流電源設備に関する手順等は「1.14 電源の確

保に関する手順等」にて整備する。 

逃がし安全弁は，中央制御室からの遠隔操作が可能

であり， 通常の運転操作により対応する。 

(b) 操作手順 

代替直流電源設備に関する手順等は「1.14 電源の

確保に関する手順等」にて整備する。 

逃がし安全弁は，中央制御室からの遠隔操作が可能

であり，通常の運転操作により対応する。 

(b) 操作手順 

代替直流電源設備に関する手順等は「1.14 電源の

確保に関する手順等」にて整備する。 

逃がし安全弁は，中央制御室からの遠隔操作が可能

であり，通常の運転操作により対応する。 

 

(c) 操作の成立性 

代替直流電源設備に関する操作の成立性は「1.14 電

源の確保に関する手順等」にて整理する。 

また， 逃がし安全弁による発電用原子炉の減圧操作

は，1 ユニット当たり中央制御室運転員 1 名にて作業

を実施した場合， 可搬型直流電源設備又は直流給電車

いずれかの設備による直流電源の復旧が完了してから

逃がし安全弁の開放まで約 1 分で可能である。 

(c) 操作の成立性 

代替直流電源設備に関する操作の成立性は「1.14 

電源の確保に関する手順等」にて整理する。 

また，逃がし安全弁による発電用原子炉の減圧操作

は，中央制御室対応を運転員等（当直運転員）1名にて

作業を実施した場合，可搬型代替直流電源設備として

使用する可搬型代替低圧電源車及び可搬型整流器によ

る直流電源の復旧が完了してから逃がし安全弁の開放

まで1分以内で可能である。 

 

(c) 操作の成立性 

代替直流電源設備に関する操作の成立性は「1.14 

電源の確保に関する手順等」にて整理する。 

また，逃がし安全弁による発電用原子炉の減圧操作

は，中央制御室運転員１名にて作業を実施した場合，

可搬型直流電源設備として使用する高圧発電機車及び

ＳＡ用 115V 系充電器又は可搬型直流電源設備に関連す

る自主対策設備として使用する直流給電車いずれかの

設備による直流電源の復旧が完了してから逃がし安全

弁の開放まで 10分以内で可能である。 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，自主対

策設備として直流給電車

を整備 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

所要時間に対する裕度

の相違 

b. 代替交流電源設備による復旧 

全交流動力電源喪失が原因で常設直流電源が喪失し，逃

がし安全弁の減圧機能が喪失した場合，代替交流電源設備

ｂ．代替交流電源設備による復旧 

全交流動力電源喪失が原因で常設直流電源が喪失し，

逃がし安全弁の減圧機能が喪失した場合，代替交流電源

ｂ．代替交流電源設備による復旧 

全交流動力電源喪失が原因で常設直流電源が喪失し，

逃がし安全弁の減圧機能が喪失した場合，代替交流電源
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により充電器を受電し，逃がし安全弁の作動に必要な直流

電源を確保して逃がし安全弁の機能を復旧する。 

 

(a) 手順着手の判断基準 

全交流動力電源喪失が原因で常設直流電源が喪失

し，直流 125V 主母線(A)系及び(B)系の電圧喪失を確

認した場合において，常設代替交流電源設備，第二代

替交流電源設備又は可搬型代替交流電源設備いずれか

の設備からの給電が可能な場合。 

設備により直流125V充電器を受電し，逃がし安全弁の作

動に必要な直流電源を確保して逃がし安全弁の機能を復

旧する。 

(a) 手順着手の判断基準 

全交流動力電源喪失が原因で常設直流電源が喪失

し，直流125V主母線盤２Ａ及び直流125V主母線盤２Ｂ

の電源喪失を確認した場合において，常設代替交流電

源設備として使用する常設代替高圧電源装置又は可搬

型代替交流電源設備として使用する可搬型代替低圧電

源車いずれかの設備からの給電が可能な場合。 

設備により充電器を受電し，逃がし安全弁の作動に必要

な直流電源を確保して逃がし安全弁の機能を復旧する。 

 

(a) 手順着手の判断基準 

全交流動力電源喪失が原因で常設直流電源が喪失

し，Ａ－115Ｖ系直流盤及びＢ－115Ｖ系直流盤の電圧

喪失を確認した場合において，常設代替交流電源設備

として使用するガスタービン発電機又は可搬型代替交

流電源設備として使用する高圧発電機車いずれかの設

備からの給電が可能な場合。 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

⑮の相違 

(b) 操作手順 

代替交流電源設備に関する手順等は「1.14 電源の確

保に関する手順等」にて整備する。 

逃がし安全弁は，中央制御室からの遠隔操作が可能

であり，通常の運転操作により対応する。 

(b) 操作手順 

代替交流電源設備に関する手順等は「1.14 電源の

確保に関する手順等」にて整備する。 

逃がし安全弁は，中央制御室からの遠隔操作が可能

であり，通常の運転操作により対応する。 

(b) 操作手順 

代替交流電源設備に関する手順等は「1.14 電源の確

保に関する手順等」にて整備する。 

逃がし安全弁は，中央制御室からの遠隔操作が可能

であり，通常の運転操作により対応する。 

 

(c) 操作の成立性 

代替交流電源設備に関する操作の成立性は「1.14 電

源の確保に関する手順等」にて整理する。 

また，逃がし安全弁による原子炉減圧操作は，1 ユ

ニット当たり中央制御室運転員 1 名にて作業を実施し

た場合，代替交流電源設備による直流電源の復旧が完

了してから逃がし安全弁の開放まで約 1 分で可能であ

る。 

(c) 操作の成立性 

代替交流電源設備に関する操作の成立性は「1.14 

電源の確保に関する手順等」にて整理する。 

また，逃がし安全弁による原子炉減圧操作は，中央

制御室対応を運転員等（当直運転員）1名にて作業を実

施した場合，常設代替交流電源設備として使用する常

設代替高圧電源装置又は可搬型代替交流電源設備とし

て使用する可搬型代替低圧電源車による直流電源の復

旧が完了してから逃がし安全弁の開放まで1分以内で可

能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c) 操作の成立性 

代替交流電源設備に関する操作の成立性は「1.14 

電源の確保に関する手順等」にて整理する。 

また，逃がし安全弁による原子炉減圧操作は，中央

制御室運転員１名にて作業を実施した場合，常設代替

交流電源設備として使用するガスタービン発電機又は

可搬型代替交流電源設備として使用する高圧発電機車

による直流電源の復旧が完了してから逃がし安全弁の

開放まで 10 分以内で可能である。 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

所要時間に対する裕度

の相違 
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(4) 重大事故等時の対応手段の選択 

重大事故等時の対応手段の選択方法は以下のとおり。対

応手段の選択フローチャートを第 1.3.16 図に示す。 

常設直流電源系統喪失により逃がし安全弁が作動しない

場合，可搬型直流電源設備（給電準備が完了するまでの間

は常設代替直流電源設備を使用）若しくは逃がし安全弁用

可搬型蓄電池により直流電源を確保して逃がし安全弁を作

動させるか，又は代替逃がし安全弁駆動装置により逃がし

安全弁を作動させて発電用原子炉を減圧する。 

 

 

 

 

 

常設直流電源喪失により逃がし安全弁が作動しない場

合， 可搬型直流電源設備又は直流給電車により直流電源を

確保して逃がし安全弁の機能を復旧する。 

 

 

 

 

全交流動力電源喪失が原因で常設直流電源が喪失した場

合，常設代替交流電源設備，第二代替交流電源設備又は可

搬型代替交流電源設備により充電器を充電し，直流電源を

確保して逃がし安全弁の機能を復旧する。 

 

逃がし安全弁作動用窒素ガスの喪失により逃がし安全弁

が作動しない場合，高圧窒素ガス供給系の高圧窒素ガスボ

ンベにより窒素ガスを確保し，逃がし安全弁を作動させて

発電用原子炉を減圧する。 

 

 

 

なお，逃がし安全弁の背圧対策として，想定される重大

事故等の環境条件においても確実に逃がし安全弁を作動さ

せることができるよう，あらかじめ窒素ガスの供給圧力を

設定している。 

(4) 重大事故等時の対応手段の選択 

重大事故等時の対応手段の選択方法は以下のとおり。対

応手段の選択フローチャートを第1.3－19図に示す。 

常設直流電源系統喪失により逃がし安全弁が作動しない

場合，可搬型代替直流電源設備として使用する可搬型代替

低圧電源車及び可搬型整流器（給電準備が完了するまでの

間は常設代替直流電源設備として使用する緊急用125V系蓄

電池を使用） 若しくは逃がし安全弁用可搬型蓄電池により

直流電源を確保して逃がし安全弁を作動させて発電用原子

炉を減圧する。 

 

 

 

 

常設直流電源喪失により逃がし安全弁が作動しない場

合，可搬型代替直流電源設備として使用する可搬型代替低

圧電源車及び可搬型整流器により直流電源を確保して逃が

し安全弁の機能を復旧する。 

 

 

 

全交流動力電源喪失が原因で常設直流電源が喪失した場

合，常設代替交流電源設備として使用する常設代替高圧電

源装置又は可搬型代替交流電源設備として使用する可搬型

代替低圧電源車により直流125V充電器を充電し，直流電源

を確保して逃がし安全弁の機能を復旧する。 

逃がし安全弁の作動に必要な窒素の喪失により逃がし安

全弁が作動しない場合，非常用窒素供給系又は可搬型窒素

供給装置（小型）により窒素を確保し，逃がし安全弁（逃

がし弁機能）を作動させて発電用原子炉を減圧する。 

また，非常用逃がし安全弁駆動系により逃がし安全弁

（逃がし弁機能）を作動させて発電用原子炉を減圧する。 

 

なお，逃がし安全弁の背圧対策として，想定される重大

事故等の環境条件においても確実に逃がし安全弁を作動さ

せることができるよう，あらかじめ窒素の供給圧力を設定

する。 

 

(5) 重大事故等時の対応手段の選択 

重大事故等時の対応手段の選択方法は以下のとおり。対

応手段の選択フローチャートを第 1.3－22図に示す。 

常設直流電源系統喪失により逃がし安全弁が作動しない

場合，可搬型直流電源設備として使用する高圧発電機車及

びＳＡ用 115V 系充電器（給電準備が完了するまでの間は常

設代替直流電源設備として使用するＳＡ用 115V 系蓄電池を

使用），主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室），若し

くは主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（原子炉建物）により直

流電源を確保して逃がし安全弁を作動させるか，又は逃が

し安全弁窒素ガス代替供給設備により逃がし安全弁を作動

させて発電用原子炉を減圧する。 

 

 

常設直流電源喪失により逃がし安全弁が作動しない場

合，可搬型直流電源設備として使用する高圧発電機車及び

ＳＡ用 115V 系充電器又は可搬型直流電源設備に関連する自

主対策設備として使用する直流給電車により直流電源を確

保して逃がし安全弁の機能を復旧する。 

 

 

全交流動力電源喪失が原因で常設直流電源が喪失した場

合，常設代替交流電源設備として使用するガスタービン発

電機又は可搬型代替交流電源設備として使用する高圧発電

機車により充電器を充電し，直流電源を確保して逃がし安

全弁の機能を復旧する。 

逃がし安全弁作動用窒素ガスの喪失により逃がし安全弁

が動作しない場合，逃がし安全弁窒素ガス供給設備により

窒素ガスを確保し，逃がし安全弁を作動させて発電用原子

炉を減圧する。 

 

 

 

なお，逃がし安全弁の背圧対策として，想定される重大

事故等の環境条件においても確実に逃がし安全弁を作動さ

せることができるよう，炉心損傷及び原子炉格納容器内の

圧力が 427kPa[gage]に到達した場合，窒素ガスの供給圧力

を調整する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 ②の相違 

・故障想定の相違 

【東海第二】 

⑯の相違 

 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，自主

対策設備として直流給

電車を整備 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

⑮の相違 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

④の相違 

・故障想定の相違 

【東海第二】 

⑯の相違 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

⑤の相違 
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1.3.2.3 炉心損傷時における高圧溶融物放出/格納容器雰囲気直

接加熱を防止する手順 

炉心損傷時に原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧状態である

場合において，高圧溶融物放出/格納容器雰囲気直接加熱によ

る原子炉格納容器の破損を防止するため，逃がし安全弁を使用

した中央制御室からの手動操作による発電用原子炉の減圧を行

う。 

原子炉格納容器の破損を防止するための手動操作による発電

用原子炉の減圧手順については「1.3.2.1(1)a. 手動操作によ

る減圧」にて整備する。 

1.3.2.3 炉心損傷時における高圧溶融物放出／格納容器雰囲気

直接加熱を防止する手順 

炉心損傷時に原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧状態である

場合において，高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱によ

る原子炉格納容器の破損を防止するため，逃がし安全弁を使用

した中央制御室からの手動操作による発電用原子炉の減圧を行

う。 

原子炉格納容器の破損を防止するための手動操作による発電

用原子炉の減圧手順については「1.3.2.1(1)ａ.手動操作によ

る減圧」にて整備する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.3.2.3 炉心損傷時における高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直

接加熱を防止する手順 

炉心損傷時に原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧状態で

ある場合において，高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接

加熱による原子炉格納容器の破損を防止するため，逃がし

安全弁を使用した中央制御室からの手動操作による発電用

原子炉の減圧を行う。 

原子炉格納容器の破損を防止するための手動操作による

発電用原子炉の減圧手順については，「1.3.2.1(1)ａ．手

動操作による減圧」にて整備する。 
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1.3.2.4 インターフェイスシステム LOCA発生時の対応手順 

(1) EOP「原子炉建屋制御」 

インターフェイスシステム LOCA 発生時は，原子炉冷却材

圧力バウンダリ機能が喪失し，原子炉格納容器外へ原子炉

冷却材の漏えいが生じる。したがって， 原子炉格納容器外

への漏えいを停止するための破断箇所の隔離，保有水を確

保するための原子炉圧力容器への注水が必要となる。 

破断箇所の特定又は隔離ができない場合は，逃がし安全

弁及びタービンバイパス弁により発電用原子炉を減圧する

ことで，原子炉建屋への原子炉冷却材の漏えいを抑制し，

破断箇所の隔離を行う。 

 

1.3.2.4 インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時の対応手順 

(1) 非常時運転手順書Ⅱ（徴候ベース）「原子炉建屋制御」 

インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時は，原子炉冷

却材圧力バウンダリ機能が喪失し，原子炉格納容器外へ原

子炉冷却材の漏えいが生じる。したがって，原子炉格納容

器外への漏えいを停止するための破断箇所の隔離，保有水

を確保するための原子炉圧力容器への注水が必要となる。 

破断箇所の特定又は隔離ができない場合は，逃がし安全

弁又はタービン・バイパス弁により発電用原子炉を減圧す

ることで，原子炉建屋原子炉棟への原子炉冷却材の漏えい

を抑制し，破断箇所の隔離を行う。 

 

1.3.2.4 インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時の対応手順 

(1) ＥＯＰ「二次格納施設制御」 

インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時は，原子炉冷

却材圧力バウンダリ機能が喪失し，原子炉格納容器外へ原

子炉冷却材の漏えいが生じる。したがって，原子炉格納容

器外への漏えいを停止するための破断箇所の隔離，保有水

を確保するための原子炉圧力容器への注水が必要となる。 

破断箇所の特定又は隔離ができない場合は，逃がし安全

弁及びタービンバイパス弁により発電用原子炉を減圧する

ことで，原子炉棟への原子炉冷却材漏えいを抑制する。ま

た，原子炉停止時冷却モードによる原子炉除熱を実施する

ことで現場作業環境を改善し，破断箇所の隔離を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，現場隔

離操作等のアクセスを考

慮し，原子炉棟内の環境

緩和のために，S/P 冷却

モードから原子炉停止時

冷却モードへの切替操作

を実施（以下，㉗ の相

違） 

a. 手順着手の判断基準 

非常用炉心冷却系の吐出圧力上昇，原子炉建屋内の温度

上昇若しくはエリア放射線モニタの指示値上昇等漏えいが

予測されるパラメータの変化，又は漏えい関連警報の発生

によりインターフェイスシステム LOCA の発生を判断した場

合。 

ａ．手順着手の判断基準 

非常用炉心冷却系及び原子炉隔離時冷却系の吐出圧力

上昇，原子炉水位のパラメータ変化，原子炉建屋原子炉

棟内の温度上昇若しくはエリア放射線モニタの指示値上

昇等漏えいが予測されるパラメータの変化，又は漏えい

関連警報の発生によりインターフェイスシステムＬＯＣ

Ａの発生を判断した場合。 

ａ．手順着手の判断基準 

非常用炉心冷却系の出口圧力上昇，原子炉棟内の温度

上昇若しくはエリア放射線モニタの指示値上昇等漏えい

が予測されるパラメータの変化，又は漏えい関連警報の

発生により，インターフェイスシステムＬＯＣＡの発生

を判断した場合。 

 

・故障想定の相違 

【東海第二】 

⑨の相違 

b. 操作手順 

EOP「原子炉建屋制御」における操作手順の概要は以下

のとおり。手順の対応フローを第 1.3.13 図及び第 1.3.14 

図に，タイムチャートを第 1.3.15 図に示す。 

ｂ．操作手順 

非常時運転手順書Ⅱ（徴候ベース）「原子炉建屋制

御」における操作手順の概要は以下のとおり。手順の対

応フローを第1.3－16図及び第1.3－17図に，タイムチャ

ートを第1.3－18図に示す。 

ｂ．操作手順 

ＥＯＰ「二次格納施設制御」における操作手順の概要

は以下のとおり。手順の対応フローを第 1.3－19 図及び

第 1.3－20 図に，タイムチャートを第 1.3－21 図に示

す。 

 

 

① 当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，イ

ンターフェイスシステム LOCA の発生を判断し，

中央制御室運転員に原子炉手動スクラムの実施並

びに破断箇所の特定及び隔離を指示する。 

 

 

 

 

①発電長は，手順着手の判断基準に基づき，インター

フェイスシステムＬＯＣＡの発生を判断し，運転員

等に破断箇所の特定及び隔離を指示する。 

 

 

 

 

 

①当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，インタ

ーフェイスシステムＬＯＣＡの発生を判断し，運転

員に原子炉スクラム操作と破断箇所の特定及び隔離

を指示する。 

 

 

 

 

・体制の相違 

【東海第二】 

㉒の相違 

・運用の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は,インタ

ーフェイスシステムＬ

ＯＣＡと判断した場
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② 中央制御室運転員 A 及び B は，原子炉手動スク

ラムを実施する。また，発生した警報及びパラメ

ータの変化から，破断箇所の特定及び中央制御室

からの遠隔操作による隔離を実施する。 

 

 

③ 当直副長は，破断箇所の特定及び中央制御室か

らの遠隔操作による隔離を実施できない場合は，

中央制御室運転員に非常用ガス処理系の起動操

作，及び低圧注水系 2 系以上又は代替注水系の起

動操作を指示する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 中央制御室運転員 A 及び B は，非常用ガス処理

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②運転員等は中央制御室にて，発生した警報及びパラ

メータの変化から，破断箇所の特定及び中央制御室

からの遠隔操作にて隔離を実施する。 

 

 

 

③発電長は，運転員等に破断箇所の隔離ができない場

合は，原子炉スクラム及び主蒸気隔離弁の閉操作を

指示する。 

 

 

④運転員等は中央制御室にて，原子炉スクラム及び主

蒸気隔離弁の閉操作を実施する。 

⑤発電長は，運転員等に原子炉建屋ガス処理系の停止

操作及び中央制御室非常用換気系の起動操作を指示

する。 

⑥運転員等は中央制御室にて，原子炉建屋ガス処理系

の停止操作及び中央制御室非常用換気系の起動操作

を実施する。 

 

 

 

⑦発電長は，運転員等に原子炉冷却材圧力バウンダリ

が低圧の状態で，低圧で原子炉注水が可能な系統又

は低圧代替注水系を1系統以上の起動後，発電用原子

炉の減圧操作及び残留熱除去系（サプレッション・

プール冷却系）の起動操作を指示する。 

⑧運転員等は中央制御室にて，原子炉冷却材圧力バウ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②中央制御室運転員Ａは，原子炉自動スクラムの作動

を確認し，作動していない場合は手動スクラムを実

施する。また，発生した警報及びパラメータの変化

から，破断箇所の特定及び中央制御室からの遠隔操

作による隔離を実施する。 

 

③当直副長は，破断箇所の特定及び中央制御室からの

遠隔操作による隔離を実施できない場合は，中央制

御室運転員に，低圧で原子炉注水が可能な系統又は

代替注水系のうち１系統以上の起動操作を指示す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④中央制御室運転員Ａは，原子炉冷却材圧力バウンダ

合，プラント運転継続

不可を判断しスクラム

操作を実施するととも

に破断箇所の特定及び

隔離を行うこととして

いる。また主復水器が

使用可能である場合は

冷却機能を維持し主蒸

気隔離弁の閉操作はし

ない（以下，㉘ の相

違） 

・体制の相違 

【柏崎 6/7】 

㉔の相違 

・運用の相違 

【東海第二】 

㉘の相違 

・体制の相違 

【東海第二】 

㉒の相違 

・運用の相違 

【東海第二】 

㉘の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，漏えい

の抑制を優先して実施す

るためＳＧＴ起動は後段

の放射線量抑制操作の中

で実施（以下，㉙の相

違） 

⑨の相違 

【東海第二】 

㉘，㉙の相違 

 

 

 

 

 

・体制の相違 
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系の起動操作，及び低圧注水系 2 系以上又は代替

注水系の起動操作を実施する。 

 

 

 

⑤ 当直副長は，非常用ガス処理系の起動，及び低

圧注水系 2 系以上又は代替注水系の起動後，運転

員に発電用原子炉の減圧操作，原子炉水位低下操

作及び原子炉建屋環境悪化（建屋温度，建屋圧

力，建屋放射線量）抑制操作の開始を指示する。 

 

 

 

 

⑥ b 復水器使用不可能の場合 

 

 

 

 

 

 

 

中央制御室運転員 A 及び B は，逃がし安全弁によ

り発電用原子炉の急速減圧を行い，減圧完了圧力

まで減圧することで，原子炉建屋への原子炉冷却

材漏えい量を抑制する。 

⑥ a 復水器使用可能の場合 

 

 

 

 

 

 

 

中央制御室運転員 A 及び B は，逃がし安全弁及び

タービンバイパス弁により発電用原子炉の急速減

圧を行い，大気圧まで減圧することで，原子炉建

屋への原子炉冷却材漏えい量を抑制する。 

ンダリが低圧の状態で，低圧で原子炉注水が可能な

系統又は低圧代替注水系を1系統以上の起動操作を実

施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑨運転員等は中央制御室にて，逃がし安全弁により原

子炉急速減圧を行い，発電用原子炉の減圧を実施す

ることで，原子炉建屋原子炉棟への原子炉冷却材漏

えい量を抑制する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

逃がし安全弁による減圧ができない場合，主蒸気隔

離弁が開可能であれば，主復水器を使用したタービ

ン・バイパス弁による発電用原子炉の減圧を実施す

る。 

リが低圧の状態で，低圧で原子炉注水が可能な系統

又は代替注水系のうち１系統以上の起動確認又は起

動操作を実施する。 

 

 

⑤当直副長は，原子炉冷却材圧力バウンダリが低圧の

状態で，低圧で原子炉注水が可能な系統又は代替注

水系のうち１系統以上の起動後，運転員に発電用原

子炉の減圧操作，原子炉水位低下操作，残留熱除去

系（健全側）によるサプレッション・プール水冷却

モード及び放射線量抑制操作，温度抑制操作，漏え

い（溢水）抑制操作の開始を指示する。 

 

 

⑥ａ逃がし安全弁が使用可能の場合 

 

 

 

 

 

 

 

中央制御室運転員Ａは，逃がし安全弁により発電用

原子炉の急速減圧を行い，減圧完了圧力まで減圧す

ることで，原子炉棟への原子炉冷却材漏えい量を抑

制する。 

⑥ｂ逃がし安全弁が使用不可能で，主復水器が使用可能

な場合 

 

 

 

 

 

 

中央制御室運転員Ａは，タービンバイパス弁により

発電用原子炉の急速減圧を行い，大気圧まで減圧す

ることで，原子炉棟への原子炉冷却材漏えい量を抑

制する。 

【柏崎 6/7】 

㉔の相違 

・運用の相違 

【柏崎 6/7】 

㉙，⑩の相違 

・運用の相違 

【柏崎 6/7】 

㉙，⑩の相違 

・記載表現の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，サプ

レッション・プール水

冷却モードを主要操作

として記載 

・運用の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，ＥＯ

Ｐ「急速減圧」により

逃がし安全弁による減

圧をタービンバイパス

弁による減圧より優先

する 

・体制の相違 

【柏崎 6/7】 

㉔の相違 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，ＥＯ

Ｐ「急速減圧」により

逃がし安全弁による減

圧をタービンバイパス

弁による減圧より優先

する 

・体制の相違 

【柏崎 6/7】 

㉔の相違 

 ⑩運転員等は逃がし安全弁による発電用原子炉の減圧 ⑦中央制御室運転員Ａは逃がし安全弁による発電用原 ・運用の相違 
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⑦ 中央制御室運転員 A 及び B は，低圧注水系 2 系

以上又は代替注水系により原子炉圧力容器内の水

位を原子炉水位低（レベル 1） から原子炉水位低

（レベル 1.5）の間で維持する。 

を実施した場合，中央制御室にて，残留熱除去系

（サプレッション・プール冷却系）の起動操作を実

施する。 

 

 

 

⑪発電長は，運転員等に原子炉圧力容器内の水位を原

子炉水位異常低下（レベル２）から原子炉水位低

（レベル３）の間で維持するように指示する。 

⑫運転員等は中央制御室にて，原子炉冷却材圧力バウ

ンダリが低圧の状態で，低圧で原子炉注水が可能な

系統又は低圧代替注水系により，原子炉圧力容器内

の水位を原子炉水位異常低下（レベル２）から原子

炉水位低（レベル３）の間に維持し，発電長に報告

する。 

子炉の減圧を実施した場合，残留熱除去系（健全

側）によるサプレッション・プール水冷却モードの

起動操作を実施する。 

 

 

 

 

 

 

⑧中央制御室運転員Ａは，原子炉冷却材圧力バウンダ

リが低圧の状態で，低圧で原子炉注水が可能な系統

又は代替注水系のうち１系統以上により，原子炉圧

力容器内の水位を原子炉水位低（レベル２）以上で

低めに維持し，当直副長に報告する。 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，有効

性評価において期待し

ているサプレッショ

ン・プール水冷却モー

ドを実施 

 

 

 

・体制の相違 

【柏崎 6/7】 

㉔の相違 

・運用の相違 

【柏崎 6/7】 

⑩の相違 

・運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

原子炉水位低下時の

目標水位の相違 

・体制の相違 

【東海第二】 

㉒の相違 

⑧ 中央制御室運転員 A 及び B は，原子炉区域換気

空調系排気放射線モニタ指示値及び燃料取替エリ

ア排気放射線モニタ指示値が制限値以下の場合，

原子炉区域･タービン区域換気空調系の起動操作

を実施し， 原子炉建屋環境（建屋温度，建屋圧

力，建屋放射線量）の悪化を抑制する。 

 ⑨中央制御室運転員Ａは，残留熱除去系（健全側）原

子炉停止時冷却モード起動前の確認として，格納容

器隔離信号が発生している場合は，格納容器隔離信

号の除外操作を実施し，残留熱除去系（健全側）を

サプレッション・プール水冷却モードから残留熱除

去系（健全側）原子炉停止時冷却モードへの切替に

よる原子炉除熱並びに原子炉建物環境改善（放射線

量抑制操作，温度抑制操作，漏えい（溢水）抑制）

を実施する。 

・体制の相違 

【柏崎 6/7】 

㉔の相違 

・運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉は，環境

改善のため残留熱除去

系（原子炉停止時冷却

モード）を起動するた

め原子炉水位低（レベ

ル３）格納容器隔離信

号の除外操作を実施 

・運用の相違 

【柏崎 6/7】 

㉗の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，現場
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環境改善を実施 

 

 

 

 

 

⑨ 現場運転員 C 及び D は，中央制御室からの遠隔

操作により破断箇所を隔離できない場合は，蒸気

漏えいに備え防護具（酸素呼吸器及び耐熱服）を

装着し（現場運転員 E 及び F は装着補助を行

う），原子炉建屋（管理区域）にて隔離弁を全閉

することで原子炉冷却材圧力バウンダリからの漏

えいを停止する。 

 

 

 

⑩ 中央制御室運転員 A 及び B は，各種監視パラメ

ータの変化から破断箇所の隔離が成功しているこ

とを確認し，原子炉圧力容器内の水位を原子炉水

位低（レベル 3）から原子炉水位高（レベル 8）

の間で維持する。 

 

 

⑪ 中央制御室運転員 A 及び B は，残留熱除去系

（原子炉停止時冷却モード）を起動し，発電用原

子炉からの除熱を行う。 

⑬発電長は，運転員等に漏えい箇所の隔離を指示す

る。 

 

 

 

⑭運転員等は原子炉建屋原子炉棟にて，現場手動操作

による漏えい箇所の隔離を実施し，原子炉冷却材圧

力バウンダリからの漏えいを停止する。 

 

 

 

 

⑮発電長は，運転員等に原子炉圧力容器内の水位を原

子炉水位低（レベル３）から原子炉水位高（レベル

８）の間で維持するように指示する。 

⑯運転員等は中央制御室にて，原子炉冷却材圧力バウ

ンダリが低圧の状態で，低圧で原子炉注水が可能な

系統又は低圧代替注水系により，原子炉圧力容器内

の水位を原子炉水位低（レベル３）から原子炉水位

高（レベル８）の間に維持する。 

⑩当直副長は，現場運転員に漏えい箇所の隔離を指示

する。 

 

 

 

⑪現場運転員Ｂ及びＣは，中央制御室からの遠隔操作

による破断箇所の隔離ができない場合は，蒸気漏え

いに備え保護具（酸素呼吸器及び耐熱服）を装着

し，原子炉棟（管理区域）にて，現場手動操作によ

る漏えい箇所の隔離を実施し，原子炉冷却材圧力バ

ウンダリからの漏えいを停止する。 

 

⑫当直副長は，中央制御室運転員に原子炉圧力容器内

の水位を原子炉水位低（レベル３）から原子炉水位

高（レベル８）の間で維持するように指示する。 

⑬中央制御室運転員Ａは，各種監視パラメータの変化

から破断箇所の隔離が成功していることを確認し，

原子炉冷却材圧力バウンダリが低圧の状態で，低圧

で原子炉注水が可能な系統又は代替注水系により，

原子炉圧力容器内の水位を原子炉水位低（レベル

３）から原子炉水位高（レベル８）の間で維持す

る。 

・体制の相違 

【東海第二】 

㉒の相違 

島根２号炉は，現場

運転員のみで対応 

 

 

 

・体制の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，補助

要員なしで着用可能 

・体制の相違 

【東海第二】 

㉒の相違 

・体制の相違 

【柏崎 6/7】 

㉔の相違 

 

 

 

 

・記載表現の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，ステッ

プ⑨にて実施  

c. 操作の成立性 

上記の操作のうち，中央制御室からの隔離操作は， 1 ユ

ニット当たり中央制御室運転員 2 名（操作者及び確認者）

にて作業を実施した場合，インターフェイスシステム LOCA 

発生から破断箇所の隔離完了まで 15 分以内で可能である。 

中央制御室からの隔離操作を実施ができない場合の現場

での隔離操作は，1 ユニット当たり中央制御室運転員 2 名

（操作者及び確認者）及び現場運転員 4 名にて作業を実施

した場合，インターフェイスシステム LOCA 発生から破断箇

所の隔離完了まで約 240分で可能である。 

円滑に作業できるように，移動経路を確保し，防護具

（酸素呼吸器及び耐熱服），照明及び通信連絡設備を整備

ｃ．操作の成立性 

上記の操作のうち，中央制御室からの隔離操作を運転

員等（当直運転員）2名にて作業を実施した場合，インタ

ーフェイスシステムＬＯＣＡ発生から破断箇所の隔離完

了まで12分以内で可能である。 

中央制御室からの隔離操作を実施できない場合の現場

での隔離操作は，運転員等（当直運転員）2名及び運転員

等（当直運転員及び重大事故等対応要員）4名にて作業を

実施した場合，インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生

から破断箇所の隔離完了まで300分以内で可能である。 

円滑に作業できるように，移動経路を確保し，放射線

防護具，照明及び通信連絡設備を整備する。なお，イン

ｃ．操作の成立性 

上記の操作のうち，中央制御室からの隔離操作は，中

央制御室運転員１名にて作業を実施した場合，インター

フェイスシステムＬＯＣＡ発生から破断箇所の隔離完了

まで 20分以内で可能である。 

中央制御室からの隔離操作を実施できない場合の現場

での隔離操作は，中央制御室運転員１名及び現場運転員

２名にて作業を実施した場合，インターフェイスシステ

ムＬＯＣＡ発生から破断箇所の隔離完了まで 10 時間以内

で可能である。 

円滑に作業ができるように，移動経路を確保し，保護

具（酸素呼吸器及び耐熱服），照明及び通信連絡設備を

 

 

・体制及び運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

㉕の相違 
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する。 ターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時は，漏えいした水

の滞留及び蒸気による高湿度環境が想定されるため，現

場での隔離操作は環境性等を考慮し，自給式呼吸用保護

具を着用する。 

整備する。 

［中央制御室からの遠隔隔離操作の成立性］ 

インターフェイスシステム LOCA が発生する可能性のあ

る操作は，定例試験として実施する非常用炉心冷却系電

動弁手動開閉試験における原子炉注入弁の手動開閉操作

である。 

上記試験を行う際は，系統圧力を監視し上昇傾向にな

らないことを確認しながら操作し，系統圧力が上昇傾向

になった場合は速やかに原子炉注入弁の閉操作を実施す

ることとしている。しかし，隔離弁の隔離失敗等により

系統圧力が異常に上昇し，低圧設計部分の過圧を示す警

報及び漏えい関連警報が発生した場合は，同試験を実施

していた非常用炉心冷却系でインターフェイスシステム

LOCA が発生していると判断することで漏えい箇所及び隔

離すべき遠隔操作弁の特定が容易となり，中央制御室か

らの遠隔隔離操作を速やかに行うことが可能である。 

 

［現場での隔離操作の成立性］ 

隔離操作場所及び隔離操作場所へのアクセスルートの

環境を考慮しても，現場での隔離操作は可能である。 

 

［溢水の影響］ 

隔離操作場所及び隔離操作場所へのアクセスルート

は，インターフェイスシステム LOCA により漏えいが発生

する機器よりも上層階に位置し，溢水の影響を受けな

い。 

［インターフェイスシステム LOCA の検知について］ 

インターフェイスシステム LOCA 発生時は，原子炉格納

容器内外のパラメータ等によりインターフェイスシステ

ム LOCA と判断する。非常用炉心冷却系ポンプ設置室は原

子炉建屋内において各部屋が分離されているため，床漏

えい検出器，監視カメラ及び火災報知器により，漏えい

箇所を特定するための参考情報の入手並びに原子炉建屋

の状況確認が可能である。 

（添付資料 1.3.3－5，1.3.4，1.3.5，1.3.6） 

 

【中央制御室からの遠隔隔離操作の成立性】 

インターフェイスシステムＬＯＣＡが発生する可能

性のある操作は，定期試験として実施する非常用炉心

冷却系及び原子炉隔離時冷却系電動弁作動試験におけ

る原子炉注入弁の手動開閉操作である。 

上記試験を行う際は，系統圧力を監視し上昇傾向に

ならないことを確認しながら操作し，系統圧力が上昇

傾向になった場合は速やかに原子炉注入弁の閉操作を

実施することとしている。しかし，隔離弁の隔離失敗

等により系統圧力が異常に上昇し，低圧設計部分の過

圧を示す警報及び漏えい関連警報が発生した場合は，

同試験を実施していた非常用炉心冷却系及び原子炉隔

離時冷却系でインターフェイスシステムＬＯＣＡが発

生していると判断することで漏えい箇所及び隔離すべ

き遠隔操作弁の特定が容易となり，中央制御室からの

遠隔隔離操作を速やかに行うことが可能である。 

【現場隔離操作の成立性】 

隔離操作場所及び隔離操作場所へのアクセスルート

の環境を考慮しても，現場での隔離操作は可能であ

る。 

【溢水の影響】 

隔離操作場所及び隔離操作場所へのアクセスルート

は，インターフェイスシステムＬＯＣＡにより漏えい

が発生する機器よりも上層階に位置し，溢水の影響を

受けない。 

【インターフェイスシステムＬＯＣＡの検知について】 

インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時は，原子

炉格納容器内外のパラメータ等によりインターフェイ

スシステムＬＯＣＡと判断する。非常用炉心冷却系及

び原子炉隔離時冷却系のポンプ室は，原子炉建屋原子

炉棟内において各部屋が分離されているため，床漏え

い検出器及び火災報知器により，漏えい場所を特定す

るための参考情報の入手が可能である。 

（添付資料1.3.4，添付資料1.3.5，添付資料1.3.6，

添付資料1.3.7） 

[中央制御室からの遠隔隔離操作の成立性] 

インターフェイスシステムＬＯＣＡが発生する可能性

のある操作は，定期試験として実施する非常用炉心冷却

系電動弁作動試験における原子炉注水弁の手動開閉操作

である。 

上記試験を行う際は，系統圧力を監視し上昇傾向にな

らないことを確認しながら操作し，系統圧力が上昇傾向

になった場合は速やかに原子炉注水弁の閉操作を実施す

ることとしている。しかし，隔離弁の隔離失敗等により

系統圧力が異常に上昇し，低圧設計部分の過圧を示す警

報及び漏えい関連警報が発生した場合は，同試験を実施

していた非常用炉心冷却系でインターフェイスシステム

ＬＯＣＡが発生していると判断することで漏えい箇所及

び隔離すべき遠隔操作弁の特定が容易となり，中央制御

室からの遠隔隔離操作を速やかに行うことが可能であ

る。 

[現場隔離操作の成立性] 

隔離操作場所及び隔離操作場所へのアクセスルートの

環境を考慮しても，現場での隔離操作は可能である。 

 

[溢水の影響] 

隔離操作場所及び隔離操作場所へのアクセスルート

は，インターフェイスシステムＬＯＣＡにより漏えいが

発生する機器よりも上層階に位置し，溢水の影響を受け

ない。 

[インターフェイスシステムＬＯＣＡの検知について] 

インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時は，原子炉

格納容器内外のパラメータ等によりインターフェイスシ

ステムＬＯＣＡと判断する。非常用炉心冷却系ポンプ設

置室は，原子炉棟内において各部屋が分離されているた

め，温度検知器，漏えい警報，監視カメラ及び火災感知

器により，漏えい場所（エリア）を特定するための参考

情報の入手並びに原子炉棟内の状況確認が可能である。 

（添付資料 1.3.4－7，1.3.5，1.3.6，1.3.7） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・故障想定の相違 

【東海第二】 

⑨の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 漏えい箇所特定に使

用する計器の相違 
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1.3.2.5 その他の手順項目について考慮する手順 

 

 

 

 

 

 

逃がし安全弁，中央制御室監視計器類への電源供給手順及び

可搬型代替直流電源設備，常設代替交流電源設備，第二代替交

流電源設備及び可搬型代替交流電源設備への燃料補給手順につ

いては，「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

 

 

 

1.3.2.5 その他の手順項目について考慮する手順 

非常用交流電源設備，所内常設直流電源設備，常設代替交流

電源設備として使用する常設代替高圧電源装置，可搬型代替交

流電源設備として使用する可搬型代替低圧電源車，常設代替直

流電源設備として使用する緊急用125V系蓄電池又は可搬型代替

直流電源設備として使用する可搬型代替低圧電源車及び可搬型

整流器による逃がし安全弁，電動弁及び監視計器への電源供給

手順並びに可搬型窒素供給装置（小型），常設代替交流電源設

備として使用する常設代替高圧電源装置，可搬型代替交流電源

設備及び可搬型代替直流電源設備として使用する可搬型代替低

圧電源車及び非常用交流電源設備への燃料給油手順について

は，「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

 

操作の判断，確認に係る計装設備に関する手順については，

「1.15 事故時の計装に関する手順等」にて整備する。 

 

 

1.3.2.5 その他の手順項目について考慮する手順 

非常用交流電源設備，所内常設蓄電式直流電源設備，常

設代替交流電源設備として使用するガスタービン発電機，

可搬型代替交流電源設備として使用する高圧発電機車，常

設代替直流電源設備として使用するＳＡ用 115V 系蓄電池又

は可搬型直流電源設備として使用する高圧発電機車及びＳ

Ａ用 115V 系充電器による逃がし安全弁，電動弁及び監視計

器類への電源供給手順並びに常設代替交流電源設備として

使用するガスタービン発電機，可搬型代替交流電源設備及

び可搬型直流電源設備として使用する高圧発電機車及び非

常用交流電源設備への燃料補給手順については，「1.14 電

源の確保に関する手順等」にて整備する。 

 

操作の判断及び確認に係る計装設備に関する手順につい

ては，「1.15 事故時の計装に関する手順等」にて整備す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

④の相違 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

⑮の相違  
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第 1.3.1表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備す

る手順 

対応手段，対処設備，手順書一覧（1/4） 

第 1.3－1表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備

する手順 

対応手段，対処設備，手順書一覧（1／7） 

（フロントライン系故障時） 

 

対応手段，対処設備，手順書一覧（2／7）  

（フロントライン系故障時） 

 

第 1.3－1表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備

する手順 

対応手段，対処設備，手順書一覧(１／４) 

 

・設備及び運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

対応手段における対

応設備の相違 
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対応手段，対処設備，手順書一覧（2/4） 

 

対応手段，対処設備，手順書一覧（3／7）  

（サポート系故障時） 

 

 

 

対応手段，対処設備，手順書一覧(２／４) 

（サポート系故障時） 

 

・設備及び運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 対応手段における対

応設備の相違 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 ②の相違 

・記載表現の相違 

【東海第二】 

 東海第二は，非常用

窒素供給系による窒素

確保，非常用逃がし安

全弁駆動系による原子

炉減圧について，対応

手順，対応設備，手順

書一覧（4／7）にて記

載 
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 対応手段，対処設備，手順書一覧（4／7）  

（サポート系故障時） 

 

 ・設備の相違 

【東海第二】 

④の相違 

・記載表現の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，逃が

し安全弁の背圧対策に

ついて，対応手順，対

処設備，手順書一覧(３

／４)にて記載 
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対応手段，対処設備，手順書一覧（3/4） 

 

対応手段，対処設備，手順書一覧（5／7）  

（サポート系故障時） 

 

対応手段，対処設備，手順書一覧(３／４) 

（サポート系故障時） 

 

・設備及び運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 対応手段における対

応設備の相違 

 

・記載表現の相違 

【東海第二】 

 東海第二は，逃がし

安全弁の背圧対策につ

いて，対応手段，対処

設備，手順書一覧（4／

7）にて記載 
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対応手段，対処設備，手順書一覧（4/4） 対応手段，対処設備，手順書一覧（6／7）  

（原子炉格納容器の破損防止） 

 

対応手段，対処設備，手順書一覧（7／7）  

（インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時） 

 

対応手段，対処設備，手順書一覧(４／４) 

（原子炉格納容器の破損防止，インターフェイスシステムＬＯＣ

Ａ発生時） 

 

・設備及び運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 対応手段における対

応設備の相違 

・設備の相違 

【東海第二】 

 ⑱の相違 
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第 1.3.2表 重大事故等対処に係る監視計器 

監視計器一覧（1/6） 

 

第 1.3－2表 重大事故等対処に係る監視計器 

監視計器一覧（1／6） 

 

第 1.3‐2表 重大事故等対処に係る監視計器 

監視計器一覧(１／７)  

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 対応手段における対

応設備の相違 
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監視計器一覧（2/6） 

 

監視計器一覧（2／6） 

 

監視計器一覧(２／７) 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 対応手段における対

応設備の相違 
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監視計器一覧（3/6） 

 

監視計器一覧（3／6） 

 

監視計器一覧(３／７) 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 対応手段における対

応設備の相違 
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監視計器一覧（4/6） 

 

監視計器一覧（4／6） 

 

監視計器一覧(４／７) 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 対応手段における対

応設備の相違 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 ②の相違 

・設備の相違 

【東海第二】 

④の相違 

 

・記載表現の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，逃が

し安全弁の作動に必要

な窒素ガス喪失時の減

圧について，監視計器

一覧(５／７)にて記載 
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  監視計器一覧(５／７) 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 ⑤の相違 

 

・記載表現の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 柏崎 6/7，東海第二

は，逃がし安全弁の作

動に必要な窒素ガス喪

失時の減圧について，

監視計器一覧（4／6）

にて記載 
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監視計器一覧（5/6） 

 

監視計器一覧（5／6） 

 

監視計器一覧(６／７) 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 対応手段における対

応設備の相違 

 

・記載表現の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉は，イン

ターフェイスシステム

ＬＯＣＡ発生時の対応

手順（操作）原子炉格

納容器バイパスの監視

について，監視計器一

覧(７／７)にて記載 
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監視計器一覧（6/6） 

 

監視計器一覧（6／6） 

 

監視計器一覧(７／７)  

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 対応手段における対

応設備の相違 

 

・記載表現の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 柏崎 6/7，東海第二

は，インターフェイス

システムＬＯＣＡ発生

時の対応手順（操作）

原子炉格納容器バイパ

スの監視について，監

視計器一覧（6／6）に

て記載 
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第 1.3.3 表 審査基準における要求事項ごとの給電対象設備 

 

第 1.3－3表 審査基準における要求事項ごとの給電対象設備 

 

第 1.3－3表 審査基準における要求事項毎の給電対象設備 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

電源構成及び給電対

象負荷の相違 
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・設備及び運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設備の相違に基づく

機能喪失想定及び対応

手段の相違 
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第 1.3.1図 機能喪失原因対策分析（補足） 
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第 1.3.2図 EOP「減圧冷却」における対応フロー 

第 1.3－2図 非常時運転手順書Ⅱ（徴候ベース）「減圧冷却」に

おける対応フロー 

第 1.3－2図 ＥＯＰ「減圧冷却」における対応フロー 
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第 1.3.3図 EOP「急速減圧」における対応フロー 

第 1.3－3図 非常時運転手順書Ⅱ（徴候ベース）「急速減圧」に

おける対応フロー 

第 1.3－3図 ＥＯＰ「急速減圧」における対応フロー 
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第 1.3－4図 非常時運転手順書Ⅱ（徴候ベース）「ＡＭ初期対

応」における対応フロー 

第 1.3－4図 ＥＯＰ「AM初期対応」における対応フロー 
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第 1.3.4図 SOP「RPV制御」，SOP「R/B制御」における 

対応フロー 

第 1.3－5図 非常時運転手順書Ⅲ（シビアアクシデント）「注水

－１」における対応フロー 第 1.3－5図 ＳＯＰ「注水－１」における対応フロー 
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第 1.3－6図 ＥＯＰ 「電源復旧」における対応フロー 

・運用の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，全交

流動力電源喪失発生８

時間後の対応追記（有

効性評価（全交流電源

喪失）にて使用） 
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・体制及び運用の相違 

【柏崎 6/7,東海第二】 

 ㉕の相違 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

⑰の相違 

【東海第二】 

㉓の相違 
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・記載表現の相違

【柏崎 6/7,東海第二】 

 島根２号炉は，可搬

型直流電源設備による

給電手段が複数あり時

間が異なることからタ

イムチャートを手段毎
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・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

設備の相違に伴う図の
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・体制及び運用の相違
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・設備の相違
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【柏崎 6/7，東海第二】

②の相違
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・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

設備の相違に伴う図の

内容の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，自主対

策設備として１系統を設

置，柏崎 6/7 は自主対策

設備として２系統，東海

第二はＳＡ設備として２

系統整備 

⑬の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉の当該設備

は，原子炉建物（非管理

区域）で作業が可能 

【東海第二】

⑧の相違
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・体制及び運用の相違 

【柏崎 6/7,東海第二】 

 ㉕の相違 

・設備の相違 

【東海第二】 

⑧，㉓の相違 
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【柏崎 6/7，東海第二】 
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⑰の相違

【東海第二】 

③の相違
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・体制及び運用の相違 

【柏崎 6/7,東海第二】 

㉕の相違 

・設備の相違 

【柏崎 6/7,東海第二】 

 ⑦の相違 

【柏崎 6/7】 

 ⑰の相違 
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・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】

⑤の相違
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・体制及び運用の相違

【柏崎 6/7,東海第二】

⑤の相違
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第 1.3－13図 EOP「スクラム」におけるインターフェイスシス

テム LOCA発生時の対応フロー

第 1.3－16図 非常時運転手順書Ⅱ（徴候ベース）「スクラム」

におけるインターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時の対応フロー 
第 1.3－19図 ＥＯＰ「スクラム」におけるインターフェイスシ

ステムＬＯＣＡ発生時の対応フロー
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第 1.3－14図 EOP「原子炉建屋制御」におけるインターフェイ

スシステムＬＯＣＡ発生時の対応フロー

第 1.3－17図 非常時運転手順書Ⅱ（徴候ベース）「原子炉建屋

制御」におけるインターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時の対応

フロー
第 1.3－20図 ＥＯＰ「二次格納施設制御」におけるインターフ

ェイスシステムＬＯＣＡ発生時の対応フロー 
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・体制及び運用の相違

【柏崎 6/7,東海第二】 

㉕の相違 

・運用の相違

【柏崎 6/7,東海第二】 

㉙の相違 

【東海第二】 

㉗，㉘ の相違 

・体制の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，補助

要員なしで着用可能 
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第 1.3.16図 重大事故等時の対応手段選択フローチャート

（1/2） 

(1) フロントライン系故障時の対応手段の選択

第 1.3－19図 重大事故等時の対応手段選択フローチャート 

（1／2） 
第 1.3－22図 重大事故等時の対応手段選択フローチャート 

(１／２) 

・設備及び運用の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

対応設備の相違による

対応手段の相違 

・記載表現の相違

【東海第二】 

 島根２号炉は，故障

想定が自動減圧系機能

喪失のため，自動減圧

機能による減圧は考慮

しない 
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第 1.3.16図 重大事故等時の対応手段選択フローチャート
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第 1.3－22図 重大事故等時の対応手段選択フローチャート 

(２／２) 

・設備及び運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

対応設備の相違による

対応手段の相違 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 ②，⑤の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，自主

対策設備として直流給

電車を整備 

・故障想定の相違 

【東海第二】 

 ⑯の相違 
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添付資料 1.3.1 

審査基準，基準規則と対処設備との対応表（1/3） 

添付資料 1.3.1 

審査基準，基準規則と対処設備との対応表（1／9） 

添付資料 1.3.1 

審査基準，基準規則と対処設備との対応表(１／６) 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 対応手段における対応

設備の相違 
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審査基準，基準規則と対処設備との対応表（2/3） 審査基準，基準規則と対処設備との対応表（2／9） 審査基準，基準規則と対処設備との対応表(２／６) ・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 対応手段における対応

設備の相違 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

②の相違

・記載表現の相違

【東海第二】 

 東海第二は，可搬型

直流電源設備による逃

がし安全弁機能回復，

主蒸気逃がし安全弁用

蓄電池（補助盤室）に

よる逃がし安全弁機能

回復，逃がし安全弁窒

素ガス供給設備による

窒素ガス確保について

審査基準，基準規則と

対処設備との対応表（3

／9）にて記載 

・記載表現の相違

【東海第二】 

 東海第二は，逃がし

安全弁窒素ガス代替供

給設備による減圧につ

いて，審査基準，基準

規則と対処設備との対

応表（4／9）にて記載 
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審査基準，基準規則と対処設備との対応表（3／9） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 対応手段における対応

設備の相違 

・設備の相違 

【東海第二】 

 ④の相違 

・記載表現の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，可搬型

代替直流電源設備によ

る逃がし安全弁機能回

復，逃がし安全弁用可

搬型蓄電池による逃が

し安全弁機能回復，非

常用窒素供給系による

窒素確保について，審

査基準，基準規則と対

処設備との対応表(２／

６)にて記載 
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審査基準，基準規則と対処設備との対応表（3/3） 審査基準，基準規則と対処設備との対応表（4／9） 審査基準，基準規則と対処設備との対応表(３／６) ・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 対応手段における対応

設備の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，ブロ

ーアウトパネルを使用 

・記載表現の相違

【東海第二】 

 島根２号炉は，非常

用逃がし安全弁駆動系

による原子炉減圧につ

いて，審査基準，基準

規則と対処設備との対

応表(２／３)にて記載 

 東海第二は，高圧炉

心溶融物放出/格納容器

雰囲気直接加熱の防

止，発電用原子炉の減

圧（インターフェイス

システム LOCA 発生

時），原子炉冷却材の

漏えい箇所の隔離（イ

ンターフェイスシステ

ム LOCA 発生時）につい

て審査基準，基準規則

と対処設備との対応表

（5／9）にて記載 
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審査基準，基準規則と対処設備との対応表（5／9） ・設備の相違

【東海第二】 

 対応手段における対応

設備の相違 

・記載表現の相違

【東海第二】 

 島根２号炉は，炉心

損傷時における高圧溶

融物放出／格納容器 

雰囲気直接加熱の防

止，インターフェイス

システム LOCA 発生時の

対応について，審査基

準，基準規則と対処設

備との対応表(３／３)

にて記載 
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審査基準，基準規則と対処設備との対応表（6／9） 審査基準，基準規則と対処設備との対応表(４／６) ・記載表現の相違

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，技術

的能力審査基準に対す

る適合方針を記載 
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審査基準，基準規則と対処設備との対応表（7／9） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

審査基準，基準規則と対処設備との対応表(５／６) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載表現の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，技術的

能力審査基準に対する

適合方針を記載 

【東海第二】 

東海第二は，(2)復

旧，(3)蒸気発生器伝熱

管破損について，審査基

準，基準規則と対処設備

との対応表（8／9）にて

記載 
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審査基準，基準規則と対処設備との対応表（8／9） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載表現の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，(2)復

旧，(3)蒸気発生器伝熱

管破損について，審査

基準，基準規則と対処

設備との対応表（５／

６）にて記載 
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審査基準，基準規則と対処設備との対応表（9／9） 審査基準，基準規則と対処設備との対応表(６／６) ・記載表現の相違

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，技術

的能力審査基準に対す

る適合方針を記載 
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第 1図 逃がし安全弁の配置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

 

第１図 逃がし安全弁の配置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載表現の相違 

【柏崎 6/7】 

逃がし安全弁配置の

明確化 
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第 1表 対応手段と逃がし安全弁の対象 第 1表 対応手段と逃がし安全弁の対象 ・設備の相違

【東海第二】 

③の相違

・記載表現の相違

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，対応

手段と対象となる逃が

し安全弁を明確化 
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第 2表 逃がし安全弁用可搬型蓄電池接続の優先順位  

 

 

 

 

 

添付資料 1.3.2 

自主対策設備仕様 

 

 

 

 

 

 

 

第２表 逃がし安全弁用可搬型蓄電池接続の優先順位 

 

  

 

 

 

 

 

添付資料 1.3.2 

自主対策設備仕様 

 

 

・記載表現の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，逃が

し安全弁用可搬型蓄電

池接続の優先順位を整

理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載表現の相違 

【柏崎 6/7】 

⑥の相違 
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・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

電源構成の相違及び

対応手段の相違による

供給対象設備の相違 
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第
2
図
 
6
号
炉
 
電
源
構
成
図
（
交
流
電
源
）
 

第
２
図
 
対
応
手
段
と
し
て
選
定
し
た
設
備
の
電
源
構
成
図
（
交
流
電
源
）
 

1.3-122



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉（2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

第
3
図
 
6
号
炉
 
電
源
構
成
図
（
直
流
電
源
）
 

第
2
図
 
対
応
手
段
と
し
て
選
定
し
た
設
備
の
電
源
構
成
図
（
直
流
電
源
）
 

第
３
図
 
対
応
手
段
と
し
て
選
定
し
た
設
備
の
電
源
構
成
図
（
直
流
電
源
）
 

1.3-123



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉（2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

第
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図
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・記載表現の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，単独

申請 
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添付資料 1.3.3-1 

重大事故対策の成立性 

1.可搬型直流電源設備による逃がし安全弁（自動減圧機能なし）

開放

a.操作概要

常設直流電源系統喪失により逃がし安全弁の減圧機能が喪

失した場合，可搬型直流電源設備により逃がし安全弁（自動

減圧機能なし）の作動に必要な直流電源を確保し，逃がし安

全弁（自動減圧機能なし）を開放して発電用原子炉を減圧す

る。なお，可搬型直流電源設備による直流電源の供給準備が

整うまでの期間は，常設代替直流電源設備にて逃がし安全弁

（自動減圧機能なし）の作動に必要な直流電源を確保する。

b.作業場所

原子炉建屋 地上 4 階，地下 1 階（非管理区域） 

原子炉建屋 地下 1 階（管理区域） 

c.必要要員数及び時間

可搬型直流電源設備による逃がし安全弁（自動減圧機能な

し）開放に必要な要員数，時間については「1.14 電源の確保

に関する手順等」に整理する。

また，常設代替直流電源設備による逃がし安全弁（自動減

圧機能なし）開放（現場での減圧状況の確認を含む）に必要

な要員数，時間は以下のとおり。 

必要要員数:4 名（現場運転員 4 名） 

想定時間  :35 分（実績時間:28 分） 

添付資料1.3.4 

重大事故対策の成立性 

添付資料 1.3.4－1 

重大事故対策の成立性 

1．可搬型直流電源設備による逃がし安全弁開放

ａ．操作概要 

常設直流電源系統喪失により逃がし安全弁の減圧機能が

喪失した場合，可搬型直流電源設備により逃がし安全弁の

作動に必要な直流電源を確保し，逃がし安全弁を開放して

発電用原子炉を減圧する。なお，可搬型直流電源設備によ

る直流電源の供給準備が整うまでの期間は，常設代替直流

電源設備にて逃がし安全弁の作動に必要な直流電源を確保

する。 

ｂ．作業場所 

制御室建物 地上４階（非管理区域）（中央制御室） 

廃棄物処理建物 地上１階（非管理区域）（補助盤室） 

原子炉棟 地上１階（管理区域） 

ｃ．必要要員数及び想定時間 

可搬型直流電源設備による逃がし安全弁開放に必要な要

員数，想定時間については「1.14 電源の確保に関する手

順等」に整理する。 

また，常設代替直流電源設備による逃がし安全弁開放

（現場での減圧状況の確認を含む）に必要な要員数，想定

時間は以下のとおり。 

必要要員数 ：５名（中央制御室運転員１名，現場運転員 

４名） 

想定時間 ：40分以内（所要時間目安※１：13分） 

※１：所要時間目安は，模擬により算定した時間

・設備の相違

【東海第二】 

東海第二は，中央制御

室にて操作が可能。ま

た，島根２号炉は，中央

制御室操作，現場操作を

含めて成立性を記載 

【柏崎 6/7】 

①の相違

・体制及び運用の相違

【柏崎 6/7】 

㉕の相違 
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d.操作の成立性について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

想定時間内訳 

【中央制御室運転員】 

●逃がし安全弁開放操作：想定時間 10 分，所要時間目安

２分 

・逃がし安全弁開放操作：所要時間目安２分（中央制

御室） 

 

【現場運転員Ｂ，Ｃ】 

●可搬型計測器接続：想定時間 20分，所要時間目安９分 

・移動：所要時間目安２分（移動経路：中央制御室か

ら補助盤室） 

・可搬型計測器接続：所要時間目安７分（補助盤室） 

●電源切替：想定時間 10分，所要時間目安２分 

・電源切替：所要時間目安２分（補助盤室） 

●減圧監視：想定時間 10分，所要時間目安１分 

・減圧監視：所要時間目安１分（補助盤室） 

 

【現場運転員Ｄ，Ｅ】 

●移動：想定時間 10分，所要時間目安５分 

・移動：所要時間目安５分（移動経路：中央制御室か

ら原子炉棟 地上１階） 

●減圧監視：想定時間 10分，所要時間目安１分 

・減圧監視：所要時間目安１分（原子炉棟 地上１階） 

 

ｄ．作業の成立性について 

(a) 中央制御室操作  

作業環境：常用照明消灯時においてもＬＥＤライト

（三脚タイプ），ＬＥＤライト（ランタン

タイプ）及びヘッドライトを配備してい

る。 

操作性 ：操作スイッチによる操作であり，容易に実施

可能である。 

(b) 補助盤室操作  

作業環境：常用照明消灯時においても，電源内蔵型照

明を作業エリアに配備している。また，ヘ

ッドライト又は懐中電灯を携行している。 

移動経路：電源内蔵型照明をアクセスルート上に配備

 

・記載表現の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，各要員

の想定時間内訳を記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載表現の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，中央制

御室運転員の作業の成立

性を記載 

 

 

・記載表現の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，中央制

御室空調換気系バウンダ

リ内の操作においては放
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作業環境:バッテリー内蔵型 LED 照明を作業エリアに配備

しており，建屋内常用照明消灯時における作業

性を確保している。また，ヘッドライト及び懐

中電灯をバックアップとして携行している。非

管理区域における操作は放射性物質が放出され

る可能性があることから，防護具（全面マス

ク，個人線量計，ゴム手袋）を装備又は携行し

て作業を行う。管理区域においては汚染の可能

性を考慮し防護具（全面マスク，個人線量計，

ゴム手袋）を装備して作業を行う。 

 

 

移動経路:バッテリー内蔵型 LED 照明をアクセスルート上

に配備しており接近可能である。また，ヘッド

ライト及び懐中電灯をバックアップとして携行

している。 

アクセスルート上に支障となる設備はない。 

操作性 :通常の弁操作であり，容易に実施可能である。 

操作対象弁には，暗闇でも識別し易いように反

射テープを施している。 

連絡手段:通信連絡設備（送受話器，電力保安通信用電話

設備，携帯型音声呼出電話設備）のうち，使用

可能な設備により，中央制御室に連絡する。 

 

 

 

していること，ヘッドライト又は懐中電灯

を携行していることから接近可能である。 

また，アクセスルート上に支障となる設備

はない。 

操作性 ：通常の端子リフト・接続操作及び通常のス

イッチ操作であり，十分な作業スペースも

あることから，容易に実施可能である。 

連絡手段：有線式通信設備，所内通信連絡設備，電力

保安通信用電話設備のうち，使用可能な設

備により，中央制御室との連絡が可能であ

る。 

(c) 現場操作 

作業環境 ：電源内蔵型照明を作業エリアに配備して

おり，建物内常用照明消灯時における作

業性を確保している。また，ヘッドライ

ト又は懐中電灯を携行している。非管理

区域における操作は放射性物質が放出さ

れる可能性があることから，防護具（全

面マスク，個人線量計，綿手袋，ゴム手

袋，汚染防護服）を装備又は携行して作

業を行う。管理区域においては汚染の可

能性を考慮し防護具（全面マスク，個人

線量計，綿手袋，ゴム手袋，汚染防護

服）を装備又は携行して作業を行う。 

移動経路 ：電源内蔵型照明をアクセスルート上に配

備しており接近可能である。また，ヘッ

ドライト又は懐中電灯を携行している。 

アクセスルート上に支障となる設備はな

い。 

操作性  ：通常の遮断器操作であり，容易に実施可

能である。 

 

連絡手段 ：有線式通信設備，所内通信連絡設備，電

力保安通信用電話設備のうち，使用可能

な設備により，中央制御室との連絡が可

能である。 

 

 

射線防護具着用が不要で

あることから個別に作業

の成立性を記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載表現の相違 

【柏崎 6/7】 

 1．重大事故等対策添

付資料 1.0.13 にて炉心

損傷の兆候の有無に応じ

て適切な防護具の着用を

判断することとしている

ことから記載を適正化 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，弁操作

は無く遮断器の操作のみ 

実施 
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添付資料 1.3.3－2 

 

2．逃がし安全弁用可搬型蓄電池による逃がし安全弁（自動減圧

機能付き）開放 

 

 

 

 

 

 

 

 

a.操作概要 

常設直流電源系統喪失により逃がし安全弁の減圧機能が

喪失した場合，現場多重伝送盤にて逃がし安全弁（自動減

圧機能付き）の作動回路に逃がし安全弁用可搬型蓄電池を

接続し，逃がし安全弁（自動減圧機能付き）の機能を回復

させて逃がし安全弁（自動減圧機能付き）を開放する。 

 

b.作業場所 

 

原子炉建屋 地上 4 階，地下 1 階（非管理区域） 

原子炉建屋 地下 1 階（管理区域） 

 

c.必要要員数及び時間 

逃がし安全弁用可搬型蓄電池による逃がし安全弁（自動

減圧機能付き）開放（現場での減圧状況の確認を含む）に

必要な要員数，時間は以下のとおり。 

必要要員数:4 名（現場運転員 4 名） 

 

想定時間 :55 分（実績時間:44 分） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料 1.3.4－2 

 

2．主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室）による逃がし安全

弁開放 

 

 

 

 

 

 

 

 

ａ．操作概要 

常設直流電源系統喪失により逃がし安全弁の減圧機能が

喪失した場合，自動減圧継電器盤にて逃がし安全弁の作動

回路に主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室）を接続

し，逃がし安全弁の機能を回復させて逃がし安全弁を開放

する。 

 

ｂ．作業場所 

制御室建物 地上４階（非管理区域）（中央制御室） 

廃棄物処理建物 地上１階（非管理区域）（補助盤室） 

原子炉棟 地上１階（管理区域） 

 

ｃ．必要要員数及び想定時間 

主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室）による逃がし

安全弁開放（現場での減圧状況の確認を含む）に必要な要

員数，想定時間は以下のとおり。 

必要要員数：７名（中央制御室運転員１名，現場運転員

４名，緊急時対策要員２名） 

想定時間 ：１時間 20分以内（所要時間目安※１：56分） 

※１：所要時間目安は，模擬により算定した時間 

 

想定時間内訳 

【中央制御室運転員】 

●逃がし安全弁開放操作：想定時間 10 分，所要時間目安

２分 

・逃がし安全弁開放操作：所要時間目安２分（中央制

 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

東海第二は，中央制御

室にて操作が可能。ま

た，島根２号炉は，中央

制御室操作，現場操作を

含めて成立性を記載 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

①の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・体制及び運用の相違 

【柏崎 6/7】 

㉕の相違 

 

 

・記載表現の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，各要員

の想定時間内訳を記載 
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d.操作の成立性について

御室） 

【現場運転員Ｂ，Ｃ】 

●可搬型計測器接続：想定時間 20分，所要時間目安９分

・移動：所要時間目安２分（移動経路：中央制御室か

ら補助盤室） 

・可搬型計測器接続：所要時間目安７分（補助盤室）

●減圧監視：想定時間 10分，所要時間目安１分

・減圧監視：所要時間目安１分（補助盤室）

【現場運転員Ｄ，Ｅ】 

●移動：想定時間 10分，所要時間目安５分

・移動：所要時間目安５分（移動経路：中央制御室か

ら原子炉棟 地上１階） 

●減圧監視：想定時間 10分，所要時間目安１分

・減圧監視：所要時間目安１分（原子炉棟 地上１階）

【緊急時対策要員２名】 

●移動，ケーブル敷設，接続：想定時間１時間 10 分，所

要時間目安 54分 

・移動：所要時間目安 33 分（移動経路：緊急時対策所

から補助盤室） 

・ケーブル敷設，接続：所要時間目安 21 分（補助盤

室） 

ｄ．操作の成立性について 

(a) 中央制御室操作

作業環境：常用照明消灯時においてもＬＥＤライト

（三脚タイプ），ＬＥＤライト（ランタン

タイプ）及びヘッドライトを配備してい

る。 

操作性 ：操作スイッチによる操作であり，容易に実施

可能である。 

(b) 補助盤室操作

作業環境：常用照明消灯時においても，電源内蔵型照

明を作業エリアに配備している。また，ヘ

ッドライト又は懐中電灯を携行している。 

移動経路：電源内蔵型照明をアクセスルート上に配備

・記載表現の相違

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，中央制

御室運転員の作業の成立

性を記載 

・記載表現の相違

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，中央制

御室空調換気系バウンダ

リ内の操作においては放
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作業環境:バッテリー内蔵型 LED 照明を作業エリアに配備

しており，建屋内常用照明消灯時における作業

性を確保している。また，ヘッドライト及び懐

中電灯をバックアップとして携行している。非

管理区域における操作は放射性物質が放出され

る可能性があることから，防護具（全面マス

ク，個人線量計，ゴム手袋）を装備又は携行し

て作業を行う。管理区域においては汚染の可能

性を考慮し防護具（全面マスク，個人線量計，

ゴム手袋）を装備して作業を行う。 

移動経路:バッテリー内蔵型 LED 照明をアクセスルート上

に配備しており接近可能である。また，ヘッ

ドライト及び懐中電灯をバックアップとして

携行している。 

アクセスルート上に支障となる設備はない。

操作性  :通常の弁操作であり，容易に実施可能である。 

操作対象弁には，暗闇でも識別し易いように反 

射テープを施している。 

逃がし安全弁用可搬型蓄電池接続においても， 

していること，ヘッドライト又は懐中電灯

を携行していることから接近可能である。 

また，アクセスルート上に支障となる設備

はない。 

操作性  ：通常のケーブル敷設，端子リフト・接続操

作であり，十分な作業スペースもあること

から，容易に実施可能である。 

連絡手段：有線式通信設備，所内通信連絡設備，電力

保安通信用電話設備のうち，使用可能な設

備により，中央制御室との連絡が可能であ

る。 

(c) 現場操作

作業環境 ：電源内蔵型照明を作業エリアに配備して

おり，建物内常用照明消灯時における作

業性を確保している。また，ヘッドライ

ト又は懐中電灯を携行している。非管理

区域における操作は放射性物質が放出さ

れる可能性があることから，防護具（全

面マスク，個人線量計，綿手袋，ゴム手

袋，汚染防護服）を装備又は携行して作

業を行う。管理区域においては汚染の可

能性を考慮し防護具（全面マスク，個人

線量計，綿手袋，ゴム手袋，汚染防護

服）を装備又は携行して作業を行う。 

移動経路 ：電源内蔵型照明をアクセスルート上に配

備しており接近可能である。また，ヘッ

ドライト又は懐中電灯を携行している。 

アクセスルート上に支障となる設備はな

い。 

操作性  ：電源ケーブルの接続は，ねじ込み式及び

一般工具を使用したビス止めでの接続で

あり，容易に接続が可能である。 

射線防護具着用が不要で

あることから個別に作業

の成立性を記載 

・記載表現の相違

【柏崎 6/7】 

1．重大事故等対策 添

付資料 1.0.13 にて炉心

損傷の有無に応じて適切

な防護具を着用すること

としていることから記載

を適正化 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，弁操作

はなくケーブル接続作業
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通常の端子操作であり，容易に接続が可能であ 

る。 

操作に必要な資機材（逃がし安全弁用可搬型蓄 

電池，仮設ケーブル）は減圧操作場所近傍に配 

備している。 

連絡手段:通信連絡設備（送受話器，電力保安通信用電話

設備，携帯型音声呼出電話設備）のうち，使用

可能な設備により，中央制御室に連絡する。 

操作に必要な資機材（主蒸気逃がし安全 

弁用蓄電池（補助盤室），仮設ケーブ 

ル）は操作場所近傍に配備している。

連絡手段 ：有線式通信設備，所内通信連絡設備，電

力保安通信用電話設備のうち，使用可能

な設備により，中央制御室との連絡が可

能である。 

を実施 

1.3-132




